
【２１】国立文化施設の安全確保等に係る対策【文部科学省】 （１／２）

１．施策概要

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

国民の貴重な財産である文化財等を保存・活用し、多くの来館者が訪れる国立文化施設等に
ついて、来館者の安全確保等に支障がある老朽化した施設・防災設備等の設置状況につい
て、改修等を行うことで改善を推進する。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響
＜KPI・指標の定義＞

①②耐用年数を超過する等老朽化施設・設備の更新等整備数
現状の実施数の定義：令和５年度末までに工事が完了済の事業数
全数の定義：耐用年数を超過する等、対応が必要な施設・設備の整備事業数

③災害発生時に各法人から報告を受ける人的被害及び文化財等の被害件数

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

老朽化した天井やエレベータ、空調等、文化４独法から要望のある老朽化施設・設備の整備に伴い
KPIも着実に進捗。なお、５か年加速化対策が始まった令和３年度から現在に至るまで、耐用年数を超過す
る等、対応が必要な施設・設備の整備事業数は211件で、そのうち着手済みのものは52件、うち完了済みの
件数は34件である。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞

・アウトカム指標については、対策の推進のほか、災害や機材の故障等の発生状況により指
標の値が変化。

目標値（年度）
R7R6R5R4R3

現状値（年度）
※計画策定時

単位
位置
づけ

指標
うち5か年

53
(R7)

211
(R23)

61513424634(R5)件
補足
指標

【文科】国立文化施設
等における来館者の
安全の確保等に向け
た対策個所数②

中長期

アウト
プット

53
(R7)

53
（R7）

61513424634(R5)件
KPI
【新】

【文科】国立文化施設
等における来館者の
安全の確保等に向け
た対策個所数①５か年

21
(R7)

---444(R2)箇所
KPI
【旧】

【文科】耐用年数を超
過した老朽化施設・設
備の更新等整備数

0
(－)

0
(－)

00000(R5)件
補足
指標

災害時の人的被害及
び文化財等の被害件
数③

中長期
アウト
カム

累計R7R6R5R4R3指標

2,304---3931,911予算額（国費）

インプット

2,149---3921,757執行済額（国費）

２．予算の状況（加速化・深化分） （百万円）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

・①目標値は、５か年加速化対策開始当初は令和６年度までに加速化・深化分の３
事業を含む23事業を完了させることを目標としていたが、進捗が非常に順調であっ
たため、目標を見直した。
（見直し後の考え方）
【50整備】（５年で進める事業量：４法人で合計10施設整備（１年あたり）×５年間）＋
【３整備】（加速化・深化事業）＝５３

・53箇所の対応を行うことにより、災害発生時の電力の途絶や、空調の故障等を未
然に防ぐことができ、収蔵品や来館者の安全確保が進むと考える。

・②目標値は、加速化対策を行った３年間で４法人合計の対策個所数が年平均10件
であったことから、今後も同様のペースで整備を実施していくことを目標とし、令和
23年度までに現在把握している必要な対策（211件）を全て完了することを見込ん
で設定。

・③目標値は、予防的な観点での施設整備の実施を前提とすることから、災害時の
人的被害及び文化財等の被害件数は毎年度０件を目指す。

目標値の
考え方、
見直し状況

・ 限りある文化庁の予算の中で収蔵品等や来館者の安全確保に必要な施設整備が
漏れなく行われるよう、法人ごとだけではなく、４法人全体の優先順位をつけて予
算を投入する必要がある。

予算投入に
おける配慮
事項

・ なし地域条件等
を踏まえた
対応

＜地域条件等＞

なし

③目標達成に向けた工夫

＜直面した課題と対応状況＞
 昨今の物価高や人件費の高騰等により、一部の施設では、国から措置していた予算額を

超えることとなったことから、民間資金の活用など、別の財源の検討を行った。
 建築資材の高騰や人手不足等により、事業の入札が不調となった。次回の入札に向けて

建設市場の動向等を踏まえつつ、有識者の方に議論いただき、今後の対応の検討を進め
る。

＜コスト縮減等や工期短縮の取組例＞
 昨今の物価高や人件費の高騰等により、一部の施設において、国から措置していた予算

額を超えることとなったことへの対応方法の一つとして、法人が民間資金の活用などで自主
財源を確保した。

④目標達成状況

＜目標達成状況判断の考え方＞
 老朽化施設・設備の整備の実施にともない、KPI達成率は増加し、令和７年度で達成した。
 目標達成後も対応が必要な施設・設備があるため、今後も着実に施設整備を実施していく。

達成済み（見込み） □おおむね達成 □達成困難達成状況

完了時期の考え方
加速化後の
完了時期

当初計画における
完了時期

施策名

令和6年度終了時までの対策目標件数を5か年加速化対策期間中に前倒し令和4年度令和6年度頃国立文化施設等における来館者の安全の確保等に向けた対策

＜加速化・深化の達成状況＞
 加速化対策により、国立文化施設の老朽化等への対策個所数目標23件の達成時期を2年前倒しできた。そのことにより、新たに目標値を設定し、事業に取り組むこととなった。

＜５か年加速化対策の目標達成に向けて生じた課題＞
 計画当初に想定した事業量を実施可能となるよう、コスト縮減の工夫を継続した上で、昨今の物価高や人件費の高騰等を踏まえた対応が必要。

【２１】国立文化施設の安全確保等に係る対策【文部科学省】 （２／２）

Ｋ
Ｐ
Ｉ
達
成
率

100%

【KPI①】
国立文化施設等における来館者の安全の確保等に
向けた対策個所数

５か年加速化対策の予算執行額（累計）
※旧KPIは達成済

４．今後の課題 ＜今後の目標設定や対策継続の考え方等＞
 老朽化施設・設備は複数存在。
 昨今の物価高や人件費の高騰などにより、長期間にわたる整備計画は、当初に計画した予算で実施ができない場合がある。

 対応が必要な箇所のうち、緊急性や整備の効果が高いものを見極め、優先順位をつけて事業を着実に実施するとともに、建設市場の動向を踏まえた計画の策定に努める。
 本対策は令和７年６月６日に閣議決定された第１次国土強靱化実施中期計画の第3章施策に位置付けており、引き続き必要な対策を実施していく。
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【２２－１】医療施設の耐災害性強化対策（給水設備整備対策）【厚生労働省】（１／２）

１．施策概要

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

病院の診療機能を３日程度維持するために給水設備（受水槽、地下水利用施設）の設置等が
必要な災害拠点病院等に対し、設備に要する経費の一部を支援する。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響

※同じ予算を複数の対策に支出しており、対策ごとの切り分けが難しいため、合計額を記載している（対策番号22-1,22-2)

＜KPI・指標の定義＞
【KPI】
○災害拠点病院等156施設※における給水設備の設置状況
（給水設備（受水槽、地下水利用設備等）を設置している災害拠点病院等）/（災害拠点病院等156施設）
×100

※ 令和３年度までに設置が見込まれる156施設

【補足指標】
○全国の災害拠点病院等※における給水設備整備完了率
（給水設備（受水槽、地下水利用設備等）を設置している災害拠点病院等）/（全国の災害拠点病院等）
×100
※災害拠点病院（全国771施設）、救命救急センター（全国298施設）、周産期母子医療センター（全国328施設）及び二次救急医療機関

（全国3,592施設）を対象

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

医療施設が行う給水設備整備にかかる経費の一部を支援することにより、医療施設の財政面
の負担が減り、給水設備の普及が促進される。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞

医療施設の統廃合等により分母が変化する可能性がある。

目標値（年度）
R7R6R5R4R3

現状値（年度）
※計画策定時

単位
位置
づけ

指標
うち5か年

-
100

（R17）

93.6
（見
込
み）

-
未調
査

91.8

(R4)
未調
査

91.8(R4)％
補足
指標

【厚労】全国の災害拠
点病院等における給
水設備整備完了率

中長期

アウト
プット

100
（R3）

-
100
(R7)

100
(R6)

100
(R5)

100
(R4)

未調
査

91（H30）％KPI
【厚労】災害拠点病院
等156施設における給
水設備の設置状況

５か年

-----------中長期
アウト
カム

累計R7R6R5R4R3指標

580----580予算額（国費）

インプット

162----162執行済額（国費）

２．予算の状況（加速化・深化分） （百万円）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

・平成30年度時点における補助実績等を踏まえ、給水設備の設置が必要とな
る全ての災害拠点病院等※1（789施設）のうち、令和３年度までに達成が見
込まれる156病院をKPIの目標値として設定

・その後、KPIが順調な進捗を示したことを受け、全国の災害拠点病院等※２に
対する進捗率を補足指標として設定

・ 補足指標について、対象とする施設に変更があったため、指標名や進捗状況、定
義を修正した。なお、本補足指標は第１次実施中期計画にKPIとして位置付けて
いる。
※１ 災害拠点病院、救命救急センター、周産期母子医療センターを対象
※２ 災害拠点病院（全国771施設）、救命救急センター（全国298施設）、周産期母子医療センター（全国328施設）及び二次

救急医療機関（全国3,592施設）を対象

目標値の
考え方、
見直し状況

・ 事業者（医療施設）の費用負担が発生する補助事業であるため、各事業者毎に
中長期的な整備計画の検討が必要

予算投入に
おける配慮
事項

・ 地震、大雨、台風その他災害は全国各地で発生する可能性があることから、地域
条件によらず一律の対応を行っている。

・ 災害拠点病院（※）においては、災害時に少なくとも３日分の病院の機能を維持
するための水を確保する必要があることを補助事業とは別に指定要件で定めて
いる。
※基幹災害拠点病院：各都道府県１か所

地域災害拠点病院：原則、二次医療圏に１か所

地域条件等
を踏まえた
対応

③目標達成に向けた工夫

＜直面した課題と対応状況＞

■ 従前から補助対象となっていた災害拠点病院や救命救急センターにおける整備は一定程度進
んでおり、それ以外の病院における整備を促進するため、令和３年度補正予算において、浸水
想定区域や津波被害警戒区域に所在する公的医療機関や政策医療実施機関を補助対象に追
加した。

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞

■ 特になし

＜地域条件等＞
特になし

④目標達成状況

達成済み（見込み） □おおむね達成 □達成困難達成状況

完了時期の考え方
加速化後の
完了時期

当初計画における
完了時期

施策名

災害拠点病院は他病院と比較し都道府県による監督が行き
届きやすいこともあり、加速化を周知・実行しやすいと判断。

令和３年度令和12年度災害拠点病院等における給水設備の設置

＜加速化・深化の達成状況＞
・本対策により完了時期を９年前倒し

＜５か年加速化対策の目標達成に向けて生じた課題＞
・新型コロナ感染症の発生及び沈静化に伴う病院経営状況の急激な変化による資金繰りの悪化等のため整備が遅れた。

【２２－１】医療施設の耐災害性強化対策（給水設備整備対策）【厚生労働省】 （２／２）

＜目標達成見通し判断の考え方＞
・医療機関が新型コロナ感染症の対応に忙殺されていたことから、新たな負担を掛けないため目標達成年度に設定した令和３年度の調査は実施できなかったが、

令和４年度時点の調査において、目標達成を確認済み。

４．今後の課題 ＜今後の目標設定や対策継続の考え方等＞

 現在設定している目標「災害拠点病院等156施設における給水設備の設置状況」については、達成を確認済み（ただし、コロナ禍により達成目標年度における調査が実施でき
なかったことから、翌年度時点の調査において達成を確認）。

 今後は、第１次国土強靱化実施中期計画に位置付けた全国の災害拠点病院、救命救急センター、周産期母子医療センター及び二次救急医療機関における給水設備の整備
強化に向けて、引き続き財政支援等の必要な対応を実施していく。
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【２２－２】医療施設の耐災害性強化対策（非常用自家発電設備整備対策）【厚生労働省】（１／２）

１．施策概要

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

病院の診療機能を３日程度維持するために非常用自家発電設備の設置等が必要な災害拠
点病院等に対し、設備に要する経費の一部を支援する。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響

※同じ予算を複数の対策に支出しており、対策ごとの切り分けが難しいため、合計額を記載している（対策番号22-1,22-2)

＜KPI・指標の定義＞

【KPI】
○災害拠点病院等156※施設における非常用自家発電設備の設置状況
（非常用自家発電設備を設置している災害拠点病院等）/（災害拠点病院等156施設）×100
※令和３年度までに設置が見込まれる156施設

【補足指標】
○全国の災害拠点病院等※における非常用自家発電設備設置率
（非常用自家発電設備を設置している災害拠点病院等）/（全国の災害拠点病院等）×100

※災害拠点病院（全国771施設）、救命救急センター（全国298施設）、周産期母子医療センター（全国328施設）及び二次救急医療機関

（全国3,592施設）を対象

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

医療施設が行う非常用自家発電設備にかかる経費の一部を支援することにより、医療施設の
財政面の負担が減り、非常用自家発電設備の普及が促進される。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
病院の統廃合等により分母が変化する可能性がある。

目標値（年度）
R7R6R5R4R3

現状値（年度）
※計画策定時

単位
位置
づけ

指標
うち5か年

-
100

（R12）

94.7
（見
込
み）

-
未
調
査

94(
R4)

未調
査

94(R4)％
補足
指標

【厚労】
全国の災害拠点病院
等における非常用自家
発電設備設置率

中長期

アウト
プット

100
（R3）

-
100
(R7)

100
(R6)

100
(R5)

100
(R4)

未調
査

88（H30）％KPI

【厚労】災害拠点病院
等156施設における非
常用自家発電設備の
設置状況

５か年

---------中長期
アウト
カム

２．予算の状況（加速化・深化分） （百万円）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

・ 平成30年度時点における補助実績等を踏まえ、非常用自家発電設備の設置が必
要となる全ての災害拠点病院等※１（789施設）のうち、令和３年度までに達成が見込
まれる156病院をKPIの目標値として設定

・ その後、KPIが順調な進捗を示したことを受け、全国の災害拠点病院等※２に対する
進捗率を補足指標として設定

・ 補足指標について、対象とする施設に変更があったため、指標名や進捗状況、定
義を修正した。なお、本補足指標は第１次実施中期計画にKPIとして位置付けてい
る。
※１ 災害拠点病院、救命救急センター、周産期母子医療センターを対象
※２ 災害拠点病院（全国771施設）、救命救急センター（全国298施設）、周産期母子医療センター（全国328施設）及び二次

救急医療機関（全国3,592施設）を対象

目標値の
考え方、
見直し状況

・ 事業者（医療施設）の費用負担が発生する補助事業であるため、各事業者毎に中
長期的な整備計画の検討が必要

予算投入に
おける配慮
事項

・ 地震、大雨、台風その他災害は全国各地で発生する可能性があることから、地域
条件によらず全国一律の対応を行っている。

・ 災害拠点病院（※）においては、通常時の６割程度の発電容量のある自家発電機
等を保有し、３日分程度の備蓄燃料を確保しておくことを補助事業とは別に指定要
件で定めている。

※基幹災害拠点病院：各都道府県１か所
地域災害拠点病院：原則、二次医療圏に１か所

地域条件等
を踏まえた
対応

＜直面した課題と対応状況＞

■ 従前から補助対象となっていた災害拠点病院や救命救急センターにおける整備は一定程度進
んでおり、それ以外の病院における整備を促進するため、令和３年度補正予算において、浸水
想定区域や津波被害警戒区域に所在する公的医療機関や政策医療実施機関を補助対象に追
加した。

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞

■ 特になし

③目標達成に向けた工夫

累計R7R6R5R4R3指標

580----580予算額（国費）

インプット

162----162執行済額（国費）

④目標達成状況

＜目標達成状況判断の考え方＞
• 医療機関が新型コロナ感染症の対応に忙殺されていたことから、新たな負担を掛

けないため目標達成年度に設定した令和３年度時点の調査は実施できなかった
が、令和4年度時点の調査において、目標達成を確認済み。

達成済み（見込み） □おおむね達成 □達成困難達成状況

完了時期の考え方
加速化後の
完了時期

当初計画における
完了時期

施策名

災害拠点病院は他病院と比較し都道府県
による監督が行き届きやすいこともあり、加
速化を周知・実行しやすいと判断。

令和３年度令和12年度
災害拠点病院等における非常用
自家発電設備の設置

＜加速化・深化の達成状況＞

＜５か年加速化対策の目標達成に向けて生じた課題＞
コロナ禍の発生及び沈静化に伴う病院経営状況の急激な変化による資金繰りの悪化等のため整備が遅れた。

【２２－２】医療施設の耐災害性強化対策（非常用自家発電設備整備対策）【厚生労働省】 （２／２）

４．今後の課題 ＜今後の目標設定や対策継続の考え方等＞
■現在設定している目標「災害拠点病院等156施設における自家発電設備の設置状況」については、達成を確認済み（ただしコロナ禍により達成目標年度における調査が実施でき
なかったことから、翌年度時点の調査において達成を確認）。
■ 今後は、第１次国土強靱化実施中期計画に位置付けた全国の災害拠点病院、救命救急センター、周産期母子医療センター及び二次救急医療機関における自家発電設備の
整備強化等に向けて、引き続き財政支援等の必要な対応を実施していく。

＜５か年＞
100％

0

K
P
I

達
成
率

５か年加速化対策等の予算執行額（※１）（累計）

【KPI】災害拠点病院等156施設におけ
る非常用自家発電設備の設置状況

100％

0

K
P
I

達
成
率

５か年加速化対策等の予算執行額（※２）（累計）

【KPI】全国の災害拠点病院等における
非常用自家発電設備設置率

＜中長期＞

※１、２ その他
の予算及び医療
機関が予算を活
用せずに実施し
た場合を含む

※初年度の進捗は未調査

本対策により完了時期を９年前倒し

22 3 4 5

※初年度の進捗は未調査
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【２２－３】医療施設の耐災害性強化対策（ブロック塀整備改修対策）【厚生労働省】（１／２）

１．施策概要

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

倒壊の危険性があるブロック塀を病院が改修する際等に必要な費用を支援する。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響
＜KPI・指標の定義＞

ブロック塀に倒壊の危険性がないことが確認された病院等/倒壊の危険性があるブロック塀を有する706病
院×100

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

医療施設が行うブロック塀整備改修にかかる経費の一部を支援することにより、医療施設の財
政面の負担が減り、ブロック塀の改修が促進される。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞

医療施設の統廃合等により分母が変化する可能性がある。

目標値（年度）
R7R6R5R4R3

現状値（年度）
※計画策定時

単位
位置
づけ

指標
うち5か年

-----------

中長期

アウト
プット

-----------

100
（R5）

-

95.2
（見
込
み）

-未調
査

94.2(
R4)

未調
査

90.4（H30）％KPI

【厚労】ブロック塀に倒
壊の危険性がないこと
が確認された割合（倒
壊の危険性があるブ
ロック塀を有する706病
院を対象）

５か年

-----------中長期
アウト
カム

累計R7R6R5R4R3指標

565--188188188予算額（国費）

インプット

18--3311執行済額（国費）

２．予算の状況（加速化・深化分） （百万円）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

・平成30年度12月時点における緊急調査により倒壊の危険性が確認され
たブロック塀について、過去の整備状況の進捗実績等を勘案し、令和
５年までに全て解消することを目標値とした。

目標値の
考え方、
見直し状
況

・事業者（医療施設）の費用負担が発生する補助事業であるため、各事業者
毎に中長期的な整備計画の検討が必要

予算投入
における
配慮事項

・ 地震による被害は全国各地で発生する可能性があることから、地域条件
によらず一律の対応を行っている。

地域条件
等を踏ま
えた
対応

③目標達成に向けた工夫

＜直面した課題と対応状況＞

■ ブロック塀の改修自体は順調に進んでいるものの、倒壊の危険性のあるブロック塀を有する全
ての病院における改修を目標に設定していることから、資金繰りが厳しい状態にある一部病院
において整備が滞ることで目標達成には至っていない。

■ これに対し、今後も継続して、早期に改修を促すため補助事業等の周知を行っていく。

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞

■ 特になし

④目標達成状況

＜目標達成状況判断の考え方＞
資金繰りが厳しい状態にある一部病院において整備が困難なケース等もあり、倒壊の危険性が確認されたブロック塀について、計画期間内に全て解消することは困難で

あると考えられることから「達成困難」とした。補助事業の活用等による早期の改修について、都道府県を通じて引き続き周知を行っていく。

□達成済み（見込み） □おおむね達成 達成困難達成状況

完了時期の考え方
加速化後の
完了時期

当初計画における
完了時期

施策名

災害拠点病院の設置状況を目標とした給水設
備、自家発電設備と比較し、当該目標には一般
の医療機関も含まれることから、都道府県によ
る監督が行き届きづらいこともあり、完了時期を
２年遅く設定した。

令和５年度令和12年度病院のブロック塀整備改修

＜加速化・深化の達成状況＞
■ 本対策により完了時期を７年前倒し。※計画当初の想定

＜５か年加速化対策の目標達成に向けて生じた課題＞
・新型コロナ感染症の発生及び沈静化に伴う病院経営状況の急激な変化による資金繰りの悪化等のため整備が遅れた。
・ブロック塀を超える高機能な工法を用いる場合、国からの補助対象とならないことから、対策を見送るケースが散見された。

【２２－３】医療施設の耐災害性強化対策（ブロック塀整備改修対策）【厚生労働省】 （２／２）

４．今後の課題 ＜今後の目標設定や対策継続の考え方等＞

 実績が目標を下回っている原因の一つとして、ブロック塀の改修には費用支援が行われるものの、ブロック塀からより強靱な材料等を用いたブロック塀以外の塀に建て直す場
合は、費用支援の対象とならないことが考えられたため、令和７年度から、ブロック塀以外の塀に建て直す場合も補助の対象に加えることとした。

 目標達成に向け、当該補助事業の活用等による早期の改修について、都道府県を通じて引き続き周知を行っていく。

100％

0

K
P
I

達
成
率

５か年加速化対策の予算執行額（累計）

2

【KPI】病院のブロック塀整備改修
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【２２－４】医療施設の耐災害性強化対策（非常用通信設備整備対策）【厚生労働省】（１／２）

１．施策概要

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

救命救急センター等が災害時における通信確保を図るため、衛星携帯電話や衛星データ通
信等、非常用通信手段を整備するために必要な費用を支援する。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響
＜KPI・指標の定義＞
【KPI】
○救命救急センター等290施設における非常用通信施設設備の整備状況
（非常用通信施設設備を設置している救命救急センター等）/（救命救急センター
等290施設）×100

【補足指標】
○全国の救命救急センター等※における非常用通信設備整備完了率
（非常用通信施設設備を設置している救命救急センター等）/（全国の救命救急

センター等）×100
※救命救急センター（全国298施設）、周産期母子医療センター（全国328施設）及び二次救急医療機関（全国3,592施設）を対象

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞
医療施設が行う非常用通信設備にかかる経費の一部を支援することにより、医療施設の財政
面の負担が減り、非常用通信施設設備の普及が促進される。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
病院の統廃合等により分母が変化する可能性がある。

目標値（年度）
R7R6R5R4R3

現状値（年度）
※計画策定時

単位
位置
づけ

指標
うち5か年

-
100

（R22）

56
（見
込
み）

ｰ未調
査

48
(R4)

未調
査

48(R4)％
補足
指標

【厚労】
全国の救命救急セン
ター等における非常用
通信設備整備完了率

中長期

アウト
プット

100
（R3）

-
100
(R5)

100
(R5)

100
(R5)

100
(R4)

未調
査

25（R1）％KPI

【厚労】救命救急セン
ター等290施設におけ
る非常用通信施設設
備の整備状況

５か年

-----------中長期
アウト
カム

累計R7R6R5R4R3指標

54----54予算額（国費）

インプット

3----3執行済額（国費）

２．予算の状況（加速化・深化分） （百万円）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

・ 平成30年度時点における補助実績等を踏まえ、令和3年度までに達成を
目指すべく設定

・ 目標達成済みのため、目標値の見直しは行わず。
・ 一方、KPIが順調な進捗を示したことを受け、対象病院数を全国の救命救急

センター等※に増やした補足指標を設定
・ 補足指標について、対象とする施設に変更があったため、指標名や進捗

状況、定義を修正した。なお、本補足指標は第１次実施中期計画にKPIとし
て位置付けている。

※救命救急センター（全国298施設）、周産期母子医療センター（全国328施設）及び二次救急
医療機関（全国3,592施設）を対象

目標値の
考え方、
見直し状
況

・ 事業者（医療施設）の費用負担が発生する補助事業であるため、各事業
者毎に中長期的な整備計画の検討が必要

予算投入
における
配慮事項

・ 地震、大雨、台風その他災害は全国各地で発生する可能性があることか
ら、地域条件によらず全国一律の対応を行っている。

・ 災害拠点病院（※）においては、衛星電話を保有し、衛星回線インターネッ
トが利用できる環境を整備することを補助事業とは別に指定要件で定めて
いる。

※基幹災害拠点病院：各都道府県１か所
地域災害拠点病院：原則、二次医療圏に１か所

地域条件
等を踏ま
えた
対応

③目標達成に向けた工夫

＜直面した課題と対応状況＞

■ 従前から経費補助の対象となっていた災害拠点病院等における整備は一定程度進んでいたも
のの、それ以外の病院における整備が十分に進んでいないとの想定を踏まえ、会議等の場を利
用して都道府県等に周知している。

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞

■ 特になし

④目標達成状況

＜目標達成状況判断の考え方＞
医療機関が新型コロナ感染症の対応に忙殺されていたことから、新たな負担を掛けないため目標達成年度に設定した令和３年度時点の調査は実施できなかったが、令和4年
度時点の調査において、目標達成を確認済み。

達成済み（見込み） □おおむね達成 □達成困難達成状況

【２２－４】医療施設の耐災害性強化対策（非常用通信設備整備対策）【厚生労働省】 （２／２）

＜加速化・深化の達成状況＞

完了時期の考え方
加速化後の
完了時期

当初計画における
完了時期

施策名

救命救急センターは他病院と比較し都道府
県による監督が行き届きやすいこともあり、
加速化を周知・実行しやすいと判断

令和３年度令和12年度
救命救急センター等における
非常用通信施設設備の整備

４．今後の課題 ＜今後の目標設定や対策継続の考え方等＞
■現在設定している目標「救命救急センター等290施設における非常用通信施設設備の整備状況」については、達成を確認済み（ただしコロナ禍により達成目標年度における

調査が実施できなかったことから、翌年度時点の調査において達成を確認）。
■今後は、第１次国土強靱化実施中期計画に位置付けた全国の救命救急センター、周産期母子医療センター及び二次救急医療機関における非常用通信設備の整備強化等
に向けて、引き続き財政支援等の必要な対応を実施していく。

＜５か年加速化対策の目標達成に向けて生じた課題＞
コロナ禍の発生及び沈静化に伴う病院経営状況の急激な変化による資金繰りの悪化等のため整備が遅れた。

＜５か年＞
100％

0
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P
I

達
成
率

５か年加速化対策等の予算執行額（※１）（累計）

【KPI】救命救急センター等290施設に
おける非常用通信施設設備の設置状
況

＜中長期＞
100％

0

K
P
I

達
成
率

５か年加速化対策等の予算執行額（※２）（累計）

【KPI】全国の救命救急センター等における
非常用通信設備整備完了率

※１、２ その他
の予算及び医療
機関が予算を活
用せずに実施し
た場合を含む

本対策により完了時期を９年前倒し

※初年度の進捗は未調査
※初年度の進捗は未調査

2 3 4 5
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＜直面した課題と対応状況＞
間接補助事業であることや事業者側に一定の負担があること、また、事業を実施しな

いことで生じうる危険性に対する事業者の問題意識など、事業の実施に一定のハード
ルはあるが、対策を必要とする施設が積極的に事業に取り組めるよう、自治体等と連
携しながら、補助事業の活用について呼びかけを行っている。

また、毎年の調査の結果を合わせて周知し、整備を進めていく。
＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞

特になし

【２３－１】社会福祉施設等の耐災害性強化対策（耐震化対策）【こども家庭庁・厚生労働省】（１／２）

１．施策概要

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

近年頻発する豪雨・地震等の災害に伴い発生する停電・土砂災害・浸水災害を踏ま
え、以下の緊急対策を実施する。
・社会福祉施設等の耐震化を進めることにより、地震発生による建物倒壊等での人
的被害を防ぐ。

累計R7R6R5R4R3指標

83,78317,38417,91919,72219,7229,036予算額（国費）

インプット

42,51608,44414,24813,4506,373執行済額（国費）

２．予算の状況（加速化・深化分） （百万円） ②対策の優先度等の考え方、地域条件等

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞
耐震診断の結果、改修の必要があるとされた施設に対して補助を行うことで、耐震化率

が上昇し、KPIが進捗。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
施設の新設・廃止等により耐震化率の変動が見られることがある。

③目標達成に向けた工夫

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響

目標値
（年度）R7R6R5R4R3

現状値（年度）
※計画策定時

単位
位置
づけ

指標

100
(R７)

45.137.729.921.70（R2）％KPI
①【厚労・こども】社会福祉施
設等における耐震化改修整備
率

アウトプット

95.2
(R７)

----86.3(H25)％KPI
②【厚労・こども】社会福祉施
設等の耐震化率※

---------アウトカム

＜KPI・指標の定義＞
①（耐震診断の結果、改修の必要があるとされた施設に対する対策の実施数）/ （昭和56年以
前に建築された施設数※）×100
※ 令和3年度時点の対象施設数：1,024箇所

②（廃止予定の施設等を除く全国の社会福祉施設等の棟数のうち、耐震化済の棟数）/（廃止
予定の施設等を除く全国の社会福祉施設等の棟数※）×100
※ 令和元年度時点の棟数:：236,161棟

＜地域条件等＞上記のとおり

※同じ予算を複数の対策に支出しており、対策ごとの切り分けが難しいため、合計額を記載している（対策番号23-1～23-4）

対策の優先度等の考え方

・全ての社会福祉施設の耐震化を図ることを目的に耐震化率をKPIとして設定。
特に、昭和56年以前に建築された社会福祉施設は、旧耐震基準が適用され、
耐災害性に劣る一方、対策が遅れており、耐震性向上を重点的に図る必要
があることから、別途KPIを設定し、3か年対策の実績を踏まえ、5か年加速化
対策の目標を設定。

・施設の新設・廃止等により耐震化率の変動が見られることがあるが、対策の
実施に伴う変動とは関係のない要素のため、目標値の見直し等の予定はな
い。

（参考：全国の社会福祉施設等の棟数の変動状況）
平成30年度： 227,018棟
令和元年度： 236,161棟
令和２年度 ： 246,379棟

目標値の
考え方、
見直し状
況

・本施策に係る補助金の国庫補助協議においては、各自治体にて真に必要な
施設について優先順位を付した上で協議をいただいているところであり、自
治体が付した優先順位を踏まえた採択を行っている。

予算投入
における
配慮事項

・より老朽化の激しい施設を優先して改修対象とする等、各自治体の地域の実
情に応じて優先順位を付していただいており、優先順位を踏まえた採択を行
うことが地域条件等を踏まえた対応につながっている。

地域条件
等を踏まえ
た
対応

※②については、最新の調査データが令和２年度時点のため、未記載としている。

経営環境の変化や問題意識の希薄さ等の対策推進への障壁がある状況においても、事業実施の必要性の周知や長期の事業実施期間を確保
する取組等を継続し、必要な対策を推進する。

100

0

Ｋ
Ｐ
Ｉ
達
成
率

５か年加速化対策の予算執行額（累計）

【KPI】昭和56年以前に建築され

た以下の施設のうち、耐震診断

の結果、改修の必要があるとさ

れた施設に対する対策の実施率
1

2

5

3

(％)

4

【KPI】社会福祉施設等の耐震化率

5

④目標達成状況

＜目標達成状況判断の考え方＞
目標値については３か年の実績を踏まえて設定しているところ、

３③に記載のとおり目標達成に一定のハードルがあり、可能な限
り達成できるよう、自治体を通じて、補助事業の活用について呼び
かけを行うことや、事業期間を十分に確保出来るよう内示回数の
増加や早期化に取り組んで来たが、5か年加速化対策策定時に想
定した耐災害性強化対策の事業の目標達成は困難である。

未完了箇所について、今後も整備を進めていく必要があることか
ら、実施中期計画期間においては国庫補助数増加のため、耐震・
耐水害等への耐災害性強化を図るためにどのような取組が必要
か明確化するとともに、全国の自治体向け会議等により、社会福
祉施設等の運営法人等の耐災害性強化への意欲を高める。

また、交付決定後の事業が着実に実施されるようにする観点か
ら実行性の高い整備計画になっているか厳格に審査を行うことや、
交付手続きの早期化等の取組を引き続き行っていく。

□達成済み（見込み） □おおむね達成 □達成困難達成状況

完了時期の考え方
加速化後の
完了時期

当初計画における
完了時期

施策名

目標年度を5か年加速化対策の最終年度である令和7
年度へ繰り上げ

令和７年度令和12年度
昭和56年以前に建築された社会福祉施
設等の耐震化対策

＜加速化・深化の達成状況※計画当初の想定＞

【２３－１】社会福祉施設等の耐災害性強化対策（耐震化対策）【こども家庭庁・厚生労働省】 （２／２）

＜５か年加速化対策の目標達成に向けて生じた課題＞
事業者側における新型コロナウイルス感染症対策に取り組むべき期間が長期化したことに伴う経営環境の変化や事業を実施しないことで生じう

る危険性に対する問題意識の希薄さ等が、対策を推進するに当たっての障壁となった。

４．今後の課題 ＜今後の目標設定や対策継続の考え方等＞

■本対策により、完了時期を5年前倒し

✓
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累計R7R6R5R4R3指標

83,78317,38417,91919,72219,7229,036予算額（国費）

インプット

42,51608,44414,24813,4506,373執行済額（国費）

【２３－２】社会福祉施設等の耐災害性強化対策（ブロック塀等対策）【こども家庭庁・厚生労働省】 （１／２）

１．施策概要

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

地震発生時におけるブロック塀の倒壊による死亡事故が報告されて
いることを踏まえ、以下の緊急対策を実施する。
・安全性に問題のあるブロック塀等の改修を進めることにより、地震発
生によるブロック塀等の倒壊等での人的被害を防ぐ。

目標値
（年度）R7R6R5R4R3

現状値（年度）
※計画策定時

単位
位置
づけ

指標

1,472
（R7）

141
(児童

18
障害
22

介護
100そ
の他1)

122
(児童

17
障害
19

介護
85その
他1)

101
（児童

14
障害 18
介護 69
その他

0)

75
（児童 9
障害 11
介護 55
その他

0）

0（R2）箇所KPI
①【厚労・こども】社会福祉施
設等におけるブロック塀等の
改修整備箇所数

アウトプット

100
（R7)

9.68.36.85.10（R2）％
補足
指標

②【厚労・こども】目標値に対
する社会福祉施設等におけ
るブロック塀等の改修整備率

---------アウトカム

２．予算の状況（加速化・深化分） （百万円）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

・平成30年度12月時点における緊急調査により倒壊の危険

性が確認されたブロック塀の解消を図るため、3か年対

策の実績を踏まえ、令和7年度で完了することを5か年加速

化対策の目標としている。目標値の見直し等の予定はない。

目標値

の

考え方、

見直し

状況

・本施策に係る補助金の国庫補助協議においては、各自治体

にて真に必要な施設について優先順位を付した上で協議を

いただいているところであり、自治体が付した優先順位を踏

まえた採択を行っている。

予算投

入にお

ける配

慮事項

・より倒壊の危険性が高いブロック塀を優先して改修対象とす

る等、各自治体の地域の実情に応じて優先順位を付してい

ただいており、優先順位を踏まえた採択を行うことが地域条

件等を踏まえた対応につながっている。

地域条

件等を

踏まえ

た対応

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響

＜KPI・指標の定義＞
①安全性に問題のあるブロック塀等を設置している施設における改修整備数
②(各年度時点の改修整備数)/ (改修整備数の目標値(1,472))×100

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞
安全性に問題のあるブロック塀等を設置している施設に補助を行い、
改修を進めることで、KPIが進捗。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
該当なし

＜地域条件＞先の記載のとおり

※同じ予算を複数の対策に支出しており、対策ごとの切り分けが難しいため、合計額を記載している（対策番号23-1〜23-4）

経営環境の変化や問題意識の希薄さ等の対策推進への障壁がある状況においても、事業実施の必要性の周知や長期の事業実施期間を確保
する取組等を継続し、必要な対策を推進する。

100

0

Ｋ
Ｐ
Ｉ
達
成
率

５か年加速化対策の予算執行額（累計）

【KPI】 安全性に問題のあるブロック塀等を

設置している施設における改修整備数

1
2

5

(％)

4
3

【２３－２】社会福祉施設等の耐災害性強化対策（ブロック塀等対策）【こども家庭庁・厚生労働省】 （２／２）

４．今後の課題 ＜今後の目標設定や対策継続の考え方等＞

＜直面した課題と対応状況＞
間接補助事業であることや事業者側に一定の負担があること、また、事業を実施しないことで生じうる危険性に対する事業者の問題意識など、事

業の実施に一定のハードルはあるが、対策を必要とする施設が積極的に事業に取り組めるよう、自治体等と連携しながら、補助事業の活用につい
て呼びかけを行っている。

また、毎年の調査の結果を合わせて周知し、整備を進めていく。
＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞

特になし

④目標達成状況

□達成済み（見込み） □おおむね達成 □達成困難達成状況

＜目標達成状況判断の考え方＞
目標値については３か年の実績を踏まえて設定しているところ、３③に記載のとおり目標達成に一

定のハードルがあり、可能な限り達成できるよう、自治体を通じて、補助事業の活用について呼びか
けを行うことや、事業期間を十分に確保出来るよう内示回数の増加や早期化に取り組んで来たが、
5か年加速化対策策定時に想定した耐災害性強化対策の事業の目標達成は困難である。

未完了箇所について、今後も整備を進めていく必要があることから、実施中期計画期間において
は国庫補助数増加のため、耐震・耐水害等への耐災害性強化を図るためにどのような取組が必要
か明確化するとともに、全国の自治体向け会議等により、社会福祉施設等の運営法人等の耐災害
性強化への意欲を高める。

また、交付決定後の事業が着実に実施されるようにする観点から実行性の高い整備計画になって
いるか厳格に審査を行うことや、交付手続きの早期化等の取組を引き続き行っていく。

＜加速化・深化の達成状況※計画当初の想定＞

完了時期の考え方
加速化後の
完了時期

当初計画における
完了時期

施策名

目標年度を5か年加速化対策の最終年度である令和7年度へ繰り上げ令和７年度令和12年度
安全性に問題のあるブロック塀等を設置している社
会福祉施設等における改修整備

＜５か年加速化対策の目標達成に向けて生じた課題＞

事業者側における新型コロナウイルス感染症対策に取り組むべき期間が長期化したことに伴う経営環境の変化や事業を実施しないことで生じ

うる危険性に対する問題意識の希薄さ等が、対策を推進するに当たっての障壁となった。

■本対策により、完了時期を５年前倒し

③目標達成に向けた工夫

✓
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累計R7R6R5R4R3指標

83,78317,38417,91919,72219,7229,036予算額（国費）

インプット

42,51608,44414,24813,4506,373執行済額（国費）

【２３－３】社会福祉施設等の耐災害性強化対策（水害対策強化対策）【こども家庭庁・厚生労働省】（１／２）

１．施策概要

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

近年頻発する豪雨等の災害に伴い発生する停電・土砂災害・浸水災
害を踏まえ、以下の緊急対策を実施する。
・社会福祉施設等において、水害対策のための施設改修等を推進す
ることで、被害を最小限に抑える。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響

目標値
（年度）R7R6R5R4R3

現状値（年度）
※計画策定時

単位
位置
づけ

指標

1,690
（R7）

259
(児童8
障害
49 介
護202
その他

0)

222
(児童5
障害
41 介
護176
その他

0)

179
（児童 0
障害 35

介護
144

その他
0)

128
（児童 0
障害 20

介護
108

その他
0）

0（R2）箇所KPI
①【厚労・こども】社会福祉施設
等における水害対策を実施した
施設箇所数

アウトプット

100
（R7)

15.313.110.67.60（R2）％
補足
指標

②【厚労・こども】目標値に対す
る社会福祉施設等における水
害対策実施率

---------アウトカム

２．予算の状況（加速化・深化分） （百万円）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

・3か年対策の実績を踏まえ、都道府県ごとに水害
対策の必要度の高い箇所を計画的に整備。令和
7年度で完了することを目標としている。なお、目
標値の見直し等の予定はない。

目標値の
考え方、
見直し状
況

・本施策に係る補助金の国庫補助協議においては、
各自治体にて真に必要な施設について優先順位
を付した上で協議をいただいているところであり、
自治体が付した優先順位を踏まえた採択を行っ
ている。

予算投入
における
配慮事項

・より水害による浸水の危険性が高い地域に所在
する施設を優先して改修対象とする等、各自治体
の地域の実情に応じて優先順位を付していただ
いており、優先順位を踏まえた採択を行うことが
地域条件等を踏まえた対応につながっている。

地域条件
等を踏ま
えた
対応

＜地域条件＞上記のとおり

※同じ予算を複数の対策に支出しており、対策ごとの切り分けが難しいため、合計額を記載している（対策番号23-1〜23-4）

＜KPI・指標の定義＞

①水害による危険性が高い地域において、安全な避難のための整備が必要

な施設数

② (各年度時点の整備施設数) / (整備施設数の目標値(1,690)) ×100

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

水害による危険性が高い地域において、安全な避難のための設備に

ついて補助を行い、整備を進めることで、KPIが進捗。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞

該当なし。

経営環境の変化や問題意識の希薄さ等の対策推進への障壁がある状況においても、事業実施の必要性の周知や長期の事業実施期間を確保する取組等
を継続し、必要な対策を推進する。

100

0

Ｋ
Ｐ
Ｉ
達
成
率

５か年加速化対策の予算執行額（累計）

【KPI】 水害による危険性が高い地域にお

いて、安全な避難のための整備が必要な施

設数

5

(％)

2
1

3
4

【２３－３】社会福祉施設等の耐災害性強化対策（水害対策強化対策）【こども家庭庁・厚生労働省】 （２／２）

４．今後の課題 ＜今後の目標設定や対策継続の考え方等＞

③目標達成に向けた工夫

④目標達成状況

□達成済み（見込み） □おおむね達成 □達成困難達成状況

＜目標達成状況判断の考え方＞
目標値については３か年の実績を踏まえて設定しているところ、３③に記載のとお

り目標達成に一定のハードルがあり、可能な限り達成できるよう、自治体を通じて、
補助事業の活用について呼びかけを行うことや、事業期間を十分に確保出来るよ
う内示回数の増加や早期化に取り組んで来たが、５か年加速化対策策定時に想定
した耐災害性強化対策の事業の目標達成は困難である。

未完了箇所について、今後も整備を進めていく必要があることから、実施中期計
画期間においては国庫補助数増加のため、耐震・耐水害等への耐災害性強化を
図るためにどのような取組が必要か明確化するとともに、全国の自治体向け会議
等により、社会福祉施設等の運営法人等の耐災害性強化への意欲を高める。

また、交付決定後の事業が着実に実施されるようにする観点から実行性の高い
整備計画になっているか厳格に審査を行うことや、交付手続きの早期化等の取組
を引き続き行っていく。

＜直面した課題と対応状況＞
間接補助事業であることや事業者側に一定の負担があること、また、事業を実施しないことで生じうる危険性に対する事業者の問題意識

など、事業の実施に一定のハードルはあるが、対策を必要とする施設が積極的に事業に取り組めるよう、自治体等と連携しながら、補助事
業の活用について呼びかけを行っている。

また、毎年の調査の結果を合わせて周知し、整備を進めていく。
＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞
特になし

＜５か年加速化対策の目標設定に向けて生じた課題＞
事業者側における新型コロナウイルス感染症対策に取り組むべき期間が長期化したことに伴う経営環境の変化や事業を実施しないこと

で生じうる危険性に対する問題意識の希薄さ等が、対策を推進するに当たっての障壁となった。

＜加速化・深化の達成状況※計画当初の想定＞

完了時期の考え方
加速化後の
完了時期

当初計画における
完了時期

施策名

目標年度を5か年加速化対策の最終年度である令和7年度へ繰り上げ令和７年度令和12年度水害による危険性が高い地域の社会福祉施設等の水害対策強化

■本対策により、完了時期を５年前倒し

✓
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累計R7R6R5R4R3指標

83,78317,38417,91919,72219,7229,036予算額（国費）

インプット

42,51608,44414,24813,4506,373執行済額（国費）

【２３－４】社会福祉施設等の耐災害性強化対策（非常用自家発電設備対策）【こども家庭庁・厚生労働省】（１／２）

１．施策概要

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

近年頻発する豪雨等の災害に伴い発生する停電・土砂災害・浸水災
害を踏まえ、以下の緊急対策を実施する。
・非常用自家発電設備の整備を進めることにより、停電時においても
ライフラインの確保を可能とする。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響

＜KPI・指標の定義＞
①非常用自家発電設備がなく、今度、整備の必要がある施設数
②(各年度時点の整備施設数) / (整備施設数の目標値(2,857)) ×100

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞
非常用自家発電設備がない施設において、設置に係る補助を行うこと

で、KPIが進捗。

＜本対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
該当なし。

目標値
（年度）R7R6R5R4R3

現状値（年度）
※計画策定時

単位
位置
づけ

指標

2,857
（R7）

1,788 
(児童７
障害
187
介護
1,593

その他
1)

1,325 
(児童７
障害
158
介護
1,160

その他
0)

913
(児童 6
障害
142
介護
765

その他
0)

432
（児童 4

障害
104
介護
324

その他
0）

0（R2）箇所KPI
①【厚労・こども】社会福祉施
設等における非常用自家発
電設備の整備箇所数

アウトプット

100
（R7)

62.646.432.015.10（R2）％
補足
指標

②【厚労・こども】目標値に対
する社会福祉施設等における
非常用自家発電設備の整備
率

---------アウトカム

２．予算の状況（加速化・深化分） （百万円）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

・3か年対策の実績を踏まえ、都道府県ごとに必要度の
高い箇所を計画的に整備。令和7年度で完了すること
を目標としている。なお、目標値の見直し等の予定は
ない。

目標値の
考え方、
見直し状況

・本施策に係る補助金の国庫補助協議においては、各
自治体にて真に必要な施設について優先順位を付し
た上で協議をいただいているところであり、自治体が付
した優先順位を踏まえた採択を行っている。

予算投入に
おける配慮
事項

・医療的対応が必要な方々が入居している施設を優先し
て整備対象とする等、停電時電力確保手段の各自治
体の地域の実情に応じて優先順位を付していただいて
おり、優先順位を踏まえた採択を行うことが地域条件
等を踏まえた対応につながっている。

地域条件等
を踏まえた
対応

※同じ予算を複数の対策に支出しており、対策ごとの切り分けが難しいため、合計額を記載している（対策番号23-1〜23-4）

100

0

Ｋ
Ｐ
Ｉ
達
成
率

５か年加速化対策の予算執行額（累計）

【KPI】非常用自家発電設備がなく、今

後、整備の必要がある施設数

1

2

5

3

4

(％)

【２３－４】社会福祉施設等の耐災害性強化対策（非常用自家発電設備対策）【こども家庭庁・厚生労働省】 （２／２）

４．今後の課題 ＜今後の目標設定や対策継続の考え方等＞
 経営環境の変化や問題意識の希薄さ等の対策推進への障壁がある状況においても、事業実施の必要性の周知や長期の事業実施期間を確保する取組等を

継続し、必要な対策を推進する。

③目標達成に向けた工夫

④目標達成状況

□達成済み（見込み） □おおむね達成 □達成困難達成状況

＜目標達成状況判断の考え方＞
目標値については３か年の実績を踏まえて設定しているところ、３③に記載のとおり目標達成に

一定のハードルがあり、可能な限り達成できるよう、自治体を通じて、補助事業の活用について呼
びかけを行うことや、事業期間を十分に確保出来るよう内示回数の増加や早期化に取り組んで来
たが、5か年加速化対策策定時に想定した耐災害性強化対策の事業の目標達成は困難である。

未完了箇所について、今後も整備を進めていく必要があることから、実施中期計画期間において
は国庫補助数増加のため、耐震・耐水害等への耐災害性強化を図るためにどのような取組が必
要か明確化するとともに、全国の自治体向け会議等により、社会福祉施設等の運営法人等の耐災
害性強化への意欲を高める。

また、交付決定後の事業が着実に実施されるようにする観点から実行性の高い整備計画になっ
ているか厳格に審査を行うことや、交付手続きの早期化等の取組を引き続き行っていく。

＜直面した課題と対応状況＞
間接補助事業であることや事業者側に一定の負担があること、また、事業を実施しないことで生じうる危険性に対する事業者の問題意識な

ど、事業の実施に一定のハードルはあるが、対策を必要とする施設が積極的に事業に取り組めるよう、自治体等と連携しながら、補助事業
の活用について呼びかけを行っている。
また、毎年の調査の結果を合わせて周知し、整備を進めていく。
＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞
特になし

＜５か年加速化対策の目標達成に向けて生じた課題＞
事業者側における新型コロナウイルス感染症対策に取り組むべき期間が長期化したことに伴う経営環境の変化や事業を実施しないことで生じうる危険性に

対する問題意識の希薄さ等が、対策を推進するに当たっての障壁となった。

完了時期の考え方
加速化後の
完了時期

当初計画における
完了時期

施策名

目標年度を5か年加速化対策の最終年度である令和7年度へ繰り上げ令和７年度令和12年度社会福祉施設等の非常用自家発電設備の整備

＜加速化・深化の達成状況※計画当初の想定＞ ■本対策により、完了時期を５年前倒し

✓
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【２４】国土地理院施設の耐災害性強化対策【国土交通省】（１／２）

１．施策概要

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

地震、竜巻、豪雨等の大規模自然災害の発生により国土地理院が被災した場合においても、
被災状況を示した地図等の情報を国の災害対策機関や地方自治体等へ確実に提供できるよ
う、主要な施設の外壁や電気設備改修を行い、国土地理院施設の耐災害性強化を実施する。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響
＜KPI・指標の定義＞

①国土地理院施設のうち、老朽化した施設や設備の改修・更新の実施箇所数
②国土地理院施設のうち、令和２年度時点で改修が必要な箇所とされた国土地理院施設につ
いて、耐災害性強化を実施した件数
③（国土地理院施設に支障が発生せず、防災業務計画に基づく災害対応が適切に実施でき
た件数）／ （国土地理院が実施した災害対応の件数）

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

主要な施設の外壁や電気設備改修等の耐災害性強化対策を実施することでKPIが進捗

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞

該当なし

目標値（年度）
R7R6R5R4R3

現状値（年度）
※計画策定時

単位
位置
づけ

指標
うち5か年

--------件
補足
指標

【国交】老朽化した国土
地理院施設の改修の実
施箇所数（①）

中長期

アウト
プット

6
（R7）

-665540（R1）件KPI
【国交】国土地理院施設
の耐災害性強化の実施
箇所数（②）

５か年

－100100100100100100－％
補足
指標

【国交】国土地理院の災
害対応の実施割合（③）

中長期
アウト
カム

累計R7R6R5R4R3指標

51210212413132124予算額（国費）

インプット

34209510427115執行済額（国費）

２．予算の状況（加速化・深化分） （百万円）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

・国土地理院施設の中長期保全計画を踏まえて設定。
・中長期保全計画に合わせ、施設保守点検報告書の不具合報告を基に、

耐災害性強化に必要な箇所数を設定。

目標値の
考え方、
見直し状況

・ 耐用年数の経過により老朽化した施設のうち、災害対応に重要な電
気設備改修へ優先的に予算を投入。

予算投入に
おける配慮
事項

・点検結果をもとに対策箇所を設定しており、地域条件等を踏まえた対応はして
いない。

地域条件等
を踏まえた
対応

【２４】国土地理院施設の耐災害性強化対策【国土交通省】 （２／２）

４．今後の課題 ＜今後の目標設定や対策継続の考え方等＞

 国土地理院の主要な施設は設置から約５０年が経過し、老朽化が著しく進んでおり、中長期保全計画に基づき引続き災害対応を行う上

で不可欠な施設の耐災害性強化を行う。

水田

④目標達成状況

＜目標達成状況判断の考え方＞
国土地理院施設の耐災害性強化による改修等の着手は順次進めており、目標は達成済み。

【国交】 国土地理院施設の耐災害性
強化の着手箇所数

100％

0

K
P
I

達
成
率

５か年加速化対策の予算執行額（累計）

1

2

4 5

達成済み（見込み） □おおむね達成 □達成困難達成状況

完了時期の考え方
加速化後の
完了時期

当初計画における
完了時期

施策名

当初計画の実施箇所数の達成令和７年度令和14年度
国土地理院施設の改修が必要
な箇所に対する耐災害性強化

＜加速化・深化の達成状況＞
・加速化対策により国土地理院施設の耐災害性強化による改修を７年前倒し。

＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞

該当なし

3

③目標達成に向けた工夫

＜直面した課題と対応状況＞
・耐用年数に満たない施設でも老朽化したものがあるため、より注意深く監視していく必要があった。
・昨今の半導体不足を踏まえ、余裕を持った工期設定を行った。

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞
該当なし
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目標値（年度）
R7R6R5R4R3

現状値（年度）
※計画策定時

単位
位置
づけ

指標
うち5か年

-
100

（R19）
555547--47（R5）％

補足
指標

耐災害性の強化（非常
用電源設備の設置や
情報通信体制の強化
等）が必要な海上保安
施設等（274 か所）の改
修完了率（①）

中長期

アウト
プット

100-1009985635949（R2）％KPI

【国交】耐災害性の強
化が必要な海上保安施
設等（151箇所）の改修
率（②）

５か年

-100100100100100100100（R2）％
補足
指標

【国交】海上保安施設
等の海上保安業務使
用率（③）

中長期
アウト
カム

【２５】海上保安施設等の耐災害性強化対策【国土交通省】 （１／２）

１．施策概要

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

被災又は停電等により救助・支援活動等に支障を来すおそれがある海上保安施設（庁舎・航空
基地・船艇基地・陸上通信施設）等について、非常用電源設備の設置や燃料供給体制の確保
等を実施し、耐災害性の強化を図ることで、同施設等の機能喪失を防止する。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響

＜KPI・指標の定義＞
①耐災害性強化対策を実施した海上保安施設等の箇所数／ 対象箇所数（274箇所）×100
②耐災害性強化対策を実施した海上保安施設等の箇所数／ 対象箇所数（151箇所）×100
③各海上保安業務施設等を海上保安業務に使用した日数／ 365日×施設数×100

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞
耐災害性強化対策が完了した海上保安施設等の箇所数に応じて進捗。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
アウトプット指標については、災害等による施設の被害状況によって、指標の値が変化。

累計R7R6R5R4R3指標

1,680-647583-450予算額（国費）
インプット

1,468-566574-327執行済額（国費）

２．予算の状況（加速化・深化分） （百万円）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

・ 全国の海上保安施設等のうち、耐災害性強化対策が必要と判断した151箇所の改修を目標
値に設定した。

目標値の
考え方、
見直し状況

・ 基本的に、老朽程度の著しいものから優先して予算投入している。
・ 通信施設に関しては、通信機器の整備より、電源喪失対策について優先して予算投入してい

る。

予算投入に
おける
配慮事項

・ 地域によらず、施設ごとの点検結果を踏まえ、対応している。地域条件等
を踏まえた
対応

＜地域条件等＞
 地域によらず、施設ごとの状況を踏まえ、対応している。

【２５】海上保安施設等の耐災害性強化対策【国土交通省】 （２／２）

４．今後の課題 ＜今後の目標設定や対策継続の考え方等＞

耐災害性強化対策が必要な海上保安施設等151箇所について、順調に対策が進捗している。
今後も、災害発生時等において、救助、支援活動等を実施できるよう引き続き海上保安施設等の耐災害性強化を図っていく必要があることから、指標を見直し、第１次

国土強靱化実施中期計画に位置付け、非常用電源設備及び通信機器の整備を実施。

完了時期の考え方
加速化後の

完了時期※
当初計画における

完了時期
施策名

対策が必要な箇所の事業規模と毎年度の
平均的な予算規模より算定

令和６年度令和７年度
海上保安施設等の耐災害性強
化対策

④目標達成状況

達成済み（見込み） □おおむね達成 □達成困難達成状況

＜加速化・深化の達成状況＞
 加速化対策により、完了時期を1年前倒し

＜５か年加速化対策の目標達成に向けて生じた課題＞

＜目標達成状況判断の考え方＞
 海上保安施設等の耐災害性強化対策については、基本的に工期が単年度であるため、予算措置状

況に応じてKPIは進捗した。一部については、関係機関との調整に時間を要しているため当初計画か
ら変更が生じたものの、令和7年度に終了・達成した。

100

19

K
P
I

達
成
率[

%]

予算執行額（累計）

71

27
1

2

3

5

0

 一部電源ケーブルの新規受注が停止された。
 技術者不足等により、工事を請け負うことが可能な業者が減少していることで、入札不調が

続き予算を確保したものの整備ができない恐れがあった。
→調達方式を検討する必要があった。

99 4

③目標達成に向けた工夫

＜直面した課題と対応状況＞
 豪雪地帯に位置する施設は冬季の工事が困難であり、計画の遅れが懸念されたが、

機器の納期を考慮し、対策実施年度の前年度に調達を実施し対応

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞

下記対象箇所は機器調達と工事の年度を分けて実施

①弟子屈中継所
②鮫送信所上
③第二管区海上保安本部
④屹兎屋中継所

⑤厚内中継所
⑥大野送信所
⑦駒ヶ峰受信所
⑧能登島中継所
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＜地域条件等＞

地域によらず実施体制の整った
施設から、順次対策を実施

【２６】法務省施設の防災・減災対策【法務省】（１／２）

１．施策概要

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

災害時における一般来庁者及び職員等の生命・身体の安全確保のため、旧耐震基準施設の
建替えを促進し、耐震改修を進めるとともに、新耐震基準施設の長寿命化の検討を行う。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響

※令和６年度については緊急対応枠分を含む

＜KPI・指標の定義＞
①耐震性能が確保されている法務省施設の総延べ面積（㎡）／法務省施設の総延べ面積（約140万㎡）
②耐震性能が確保されている法務省施設及び矯正施設の総延べ面積（㎡）／

法務省施設及び矯正施設の総延べ面積（約580万㎡）

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞
新営工事、耐震改修工事等の実施により、耐震性能が確保されている施設の延べ面積が増加す
ることなどによりＫＰＩが進捗

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
アウトプット指標については、他省庁の事業計画等の他律的な要因等により指標の値が変化

累計R7R6R5R4R3指標

7,7732,3401,1171,6722,293351予算額（国費）

インプット

4,6844097311,4321,930181執行済額（国費）

２．予算の状況（加速化・深化分） （百万円）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

・目標値は、耐震不備施設の解消に向け、過去に実施した同種対策の実績
をもとに整備に要する時間・費用を総合的に勘案し、おおむね５年間の整
備目標を設定。

・令和７年度末時点の進捗状況等を踏まえた見直しによる目標値等の変更
予定なし。

・施設の統廃合及びダウンサイジング化に伴い、指標計算の元となっている
数値及び同数値の算出方法の見直しを実施する。

目標値の
考え方、
見直し状況

・施設を使用しながらの改修となるため施設運営に支障を来さないよう配慮
し、災害時等において、被害の拡大が予測される箇所から優先的に予算
を投入する。

予算投入に
おける配慮
事項

・ 地域によらず、予算投入における配慮事項を考慮し、実施体制の整った
施設から、順次対策を実施

地域条件等
を踏まえた
対応

目標値（年度）
R7R6R5R4R3

現状値（年度）
※計画策定時

単位
位置
づけ

指標
うち5か年

98.7
（R7）

100
（Ｒ10）

979797979795（R1）％
補足
指標

【法務】法務省施設の
耐震化率（延べ面積約
140万㎡に対する割合）
（①）

中長期

アウト
プット

98.7
（R7）

－979797979795（R1）％KPI

【法務】法務省施設の
耐震化率（延べ面積約
140万㎡に対する割合）
（①）

５か年

－
100

（R14）
－－－－－89（R6）％

補足
指標

【法務】法務省施設及
び【法務】矯正施設の
耐震化率（延べ面積約
580万㎡に対する割合）
（②）

中長期

－－－－－－－－－－－中長期
アウト
カム

【２６】法務省施設の防災・減災対策【法務省】 （２／２）

５．今後の課題 ＜今後の目標達成や対策継続の考え方等＞

法務省施設は、庁舎の収容業務の停止に関する行政訴訟の提起により、事業の一部に遅れは生じているものの、目標達成は可能である。
また、今後の目標達成に向けては、法務省施設及び矯正施設の防災・減災対策の２事業の統合を図り、法務省が所有する全体の施設に係る目標達成率が視覚

的に理解しやすい形とした上で、最終的な目標達成に向け、適切に課題に対応し、継続的かつ着実に対策を進めていく。

③目標達成に向けた工夫

＜直面した課題と対応状況＞
 庁舎の収容業務の停止に関する行政訴訟を提起されたことで耐震改修工事の着手に遅れが生じた。

＜課題に対する取組例＞
 行政訴訟の提起については、令和７年度中に訴訟が終結したため、速やかに耐震改修工事に係る手続を再開し、目標達成に向けた整備を進めている。

④目標達成状況

□達成済み（見込み） おおむね達成 □達成困難達成状況

行政訴訟の影響によって事業の計画が停止し、一部に遅れが生じてはいるも
のの、現在の法務省施設全体の耐震化率は約９７％となっている。

当該訴訟が令和７年度中に終結したことで、課題は解消しており、また、目標
達成に必要な設計業務は既に完了しているため、今後、早急に工事に着手し、
目標が達成できる見込みである。

これまで判明しているもの以外で新たな課題は現時点で生じていない。

＜加速化・深化の達成状況＞※計画当初の想定

完了時期の考え方
加速化後の
完了時期

当初計画における
完了時期

施策名

当初計画していた耐震不備の施設を
全て補強が完了した時期を想定

令和１０年頃令和１１年頃法務省施設の防災・減災

＜目標達成見通し判断の考え方＞

＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞

Ｋ
Ｐ
Ｉ
達
成
率

5か年加速化対策の予算執行額（累計）

0

100％

(百万円)

5

２

4
3

1,823

54

１
3,150 3,823

65

3,948

68
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＜地域条件等＞

【２７】矯正施設の防災・減災対策【法務省】（１／２）
１．施策概要

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

災害時における職員、被収容者の生命・身体の安全確保はもとより、被収容者の逃走などを未然に
防止するため、 旧耐震基準施設の建替えを促進し、耐震改修を進めるとともに、新耐震基準施設の
長寿命化の検討を行う。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響

＜KPI・指標の定義＞
①耐震性能が確保されている矯正施設の総延べ面積（㎡）／矯正施設の総延べ面積（約440万㎡）
②耐震性能が確保されている法務省施設及び矯正施設の総延べ面積（㎡）／

法務省施設及び矯正施設の総延べ面積（約580万㎡）

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞
新営工事、耐震改修工事等の実施により、耐震性能が確保されている施設の延べ面積が増加す
ることなどによりＫＰＩが進捗

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞

アウトプット指標については、施設の統廃合等により計画が変更する可能性があり、指標の値が変
化

累計R7R6R5R4R3指標

65,06417,1747,70113,89310,54715,749予算額（国費）

インプット

50,4077,1576,38312,4139,64514,809執行済額（国費）

２．予算の状況（加速化・深化分） （百万円）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

・目標値は、耐震性能が確保されていない施設の解消に向け、過去に実施し
た同種対策の実績を基に整備に要する時間・費用及び収容状況を総合的
に勘案し、おおむね５年間の整備目標を設定。

・令和７年度末時点の進捗状況等を踏まえた見直しによる目標値等の変更
予定なし。

・施設の統廃合及びダウンサイジング化に伴い、指標計算の元となっている
数値及び同数値の算出方法の見直しを実施する。

目標値の
考え方、
見直し状況

・矯正施設には同一敷地内に複数の建物が存在するところ、被収容者の収
容を継続しながら、すべて工事対象建物を同時に実施することが困難であ
るため、施設運営に支障を来さないよう配慮し、また、個々の建物ごとに用
途や使用者も異なるため、これらを考慮した上で、災害時等において被害
の拡大が予測される建物から優先的に予算を投入。

予算投入に
おける配慮
事項

・ 地域によらず、予算投入における配慮事項を考慮し、実施体制の整った施
設から、順次対策を実施

地域条件等
を踏まえた
対応

建物が複数棟あり、被収容者もいる
ことから、地域によらず施設運営に
配慮して対策を実施

目標値（年度）
R7R6R5R4R3

現状値（年度）
※計画策定時

単位
位置
づけ

指標
うち5か年

92
（R7）

100
（R14）

898989878684（R1）％
補足
指標

【法務】矯正施設の耐
震化率(延べ面積約440
万㎡に対する割合）
（①）

中長期

アウト
プット

92
（R7）

－898989878684（R1）％KPI

【法務】矯正施設の耐
震化率(延べ面積約440
万㎡に対する割合）
（①）

５か年

－
100

（R14）
－－－－－89（R6）％

補足
指標

【法務】法務省施設及
び【法務】矯正施設の
耐震化率（延べ面積約
580万㎡に対する割合）
（②）

中長期

－－－－－－－－－－－中長期
アウト
カム

【２７】矯正施設の防災・減災対策【法務省】 （２／２）

４．今後の課題 ＜今後の目標設定や対策継続の考え方等＞

受刑者等を収容しているという特殊性から、被収容者の収容調整など配慮すべき事項が多数あることはもとより、老朽化が著しく、施設運営に支障を来す不具合

等が突発的に発生することなどへの対応に追われ、進捗に遅れを生じさせる要因となっている。
また、今後の目標達成に向けては、法務省施設及び矯正施設の防災・減災対策の２事業の統合を図り、法務省が所有する全体の施設に係る目標達成率が視覚的

に理解しやすい形とした上で、最終的な目標達成に向け、適切に課題に対応し、継続的かつ着実に対策を進めていく。

③目標達成に向けた工夫

＜直面した課題と対応状況＞
 対象の施設は、配管からの漏水や屋上からの雨漏り、空調機の故障といった施設運営に支障を来す不具合が多数発生している。それらの対応に追われていることに加え、

耐震改修工事を実施するに当たっては、現在収容されている被収容者を他の矯正施設へ移送するなどの収容上の調整が必要となり、本計画の進捗を遅らせる要因となっ
ている。

＜課題に対する取組例＞
 発生した不具合に対して速やかに対応し、施設の継続的な運営と安全確保を両立を図りながら、調整が完了した施設から順次耐震改修工事を実施している。

④目標達成状況

□達成済み（見込み） おおむね達成 □達成困難達成状況

＜目標達成見通し判断の考え方＞

老朽化による不具合の対応や、収容上の調整を要するため、進捗の遅れがあるもの
の、全体の達成率は約８９％となっている。

目標の達成に必要な設計業務は既に完了しているため、収容上の調整が完了し次
第、早急に工事に着手し、目標が達成できる見込みである。

＜５か年加速化対策の目標達成に向けて生じた課題＞
これまで判明しているもの以外で新たな課題は現時点で生じていない。

＜加速化・深化の達成状況＞※計画当初の想定

完了時期の考え方加速化後の完了時期当初計画における完了時期施策名

当初計画していた耐震不備の施設を全て補強が完了した時期を想定令和１４年頃令和１６年頃矯正施設の防災・減災対策

Ｋ
Ｐ
Ｉ
達
成
率

5か年加速化対策の予算執行額（累計）

0

100％

１

２

5

百万円

38

15,7

7,7
01

14,239

25

３
４

23,705 36,082
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48
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【２８】矯正施設の総合警備システム等警備機器等の更新整備対策【法務省】（１／２）

１．施策概要

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

被収容者の逃走防止等のため、監視カメラ等の総合警備システムについて、経年劣化による
機能低下を防ぐため、使用年数・必要性を考慮して更新整備する。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響

＜KPI・指標の定義＞
①(総合警備システム等警備機器等が正常に稼働している矯正施設数)／(全国の矯正施設数)×100
②（更新整備した総合警備システム等警備機器等の箇所数）／（更新整備計画箇所数）×100
③(職員用備蓄非常食が計画的に整備されている矯正施設数) ／（全国の矯正施設数）×100
④(総合警備システム等警備機器等が正常に稼働している矯正施設数)／(全国の矯正施設数)×100
⑤(職員用備蓄非常食が計画的に整備されている矯正施設数) ／（全国の矯正施設数）×100

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞
・総合警備システム等警備機器等が、耐用年数超過等の経年劣化等を理由として、機器
等を構成する監視カメラ等が機能しなくなることがないよう、耐用年数等を考慮して計画的
に管理することでKPIを維持している。

累計R7※R6R5R4R3指標

14,7231,5342,9612,5736,6161,040予算額（国費）

インプット

9,93071,8111,7915,388931執行済額（国費）

２．予算の状況（加速化・深化分） （百万円）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

・本対策は、人命・財産の被害を防止・最小化するために、災害発生時におい
ても、被収容者の逃走防止等のため、総合警備システム等の経年劣化によ
る機能低下を防ぐことが目的。

・目的達成のためには、同システム等が整備されている庁数が１００％を下回ら
ないことが必要であるため、ＫＰＩ目標値の１００％を維持し続けることが必要。

・同システム等の更新整備状況を箇所別に見た場合、矯正施設全体での当初
計画では９０６箇所の更新整備を目標としていたところ、令和７年度末時点で
５７６箇所が更新整備未完了となっているため、より具体的な進捗状況管理
が必要となる場合はＫＰＩ･目標の見直しが必要。

目標値の
考え方、
見直し状況

・更新整備対象となる矯正施設の規模が大きい場合は、優先的に予算を投入。
・同システム等にＡＩ･ＩＣＴ技術の活用に当たっても優先的に予算を投入。

予算投入
における配
慮事項

目標値（年度）
R7R6R5R4R3

現状値（年度）
※計画策定時

単位
位置
づけ

指標
うち5か年

100
（R7）

-100100100100100100（R2）％KPI

【法務】目標年次ま
でに更新整備が必
要となる総合警備シ
ステム等が整備さ
れている矯正施設
（本所・支所）全２７
６庁に対し、同シス
テム等の更新整備
が完了した庁数の
割合（①）

５か年

アウト
プット

100
(R7)

-36.433.026.819.90.20(R2)％
補足
指標

【法務】当初計画し
た総合警備システ
ム等警備機器等の
更新整備（906箇所）
の進捗割合（②）

100
（R7）

-100100100100100100（R3）％KPI

【法務】目標年次ま
でに職員用備蓄非
常食について、更新
が必要となる矯正
施設（本所・支所）全
279庁に対し、更新
が計画的に行われ
た庁数の割合（③）

100
（R7）

100
（毎年度）

100100100100100100（R3）％
補足
指標

【法務】総合警備シ
ステム等の警備機
器等の適正な稼働
率（④）

中長期

100
（R7）

100
（毎年度）

100100100100100100（R3）％
補足
指標

【法務】職員用備蓄
非常食の更新整備
率（⑤）

－－－－－－－－－－中長期
アウト
カム

※令和７年度執行済額については
令和７年度への繰越額は含まない。

【２８】矯正施設の総合警備システム等警備機器等の更新整備対策【法務省】 （２／２）

４．今後の課題 ＜今後の目標設定や対策継続の考え方等＞

・ 切迫する大規模地震災害や相次ぐ気象災害を端緒として、被収容者の逃走事故を発生させた場合、治安の悪化によって国民の生命・財産・暮らしを脅かしかねなくなるため、
今後も継続的に総合警備システム等警備機器等の更新整備が必要であるところ、更新整備が追いつかず、経年劣化による機能低下が顕著

・同システム等の更新整備を加速化させ、治安の維持、国民の生命等を守る必要がある。

③目標達成に向けた工夫

＜直面した課題と対応状況＞
耐用年数を超過することによって経年劣化等が進み、正常に稼働しなくなるといった事態生じないよう計画的な更新を実施しているところ、相次ぐ自然災害によって総合警備

システム等警備機器等を構成する各種機器等に突発的に不具合が発生することなどへの対応が生じている。

＜課題に対する取組例＞
自然災害の発生は予見することが困難であるところ、総合警備システム等警備機器等を構成する各種機器等を更新整備するに当たっては、暴風雨や雷等に対する耐性を備

えた機器等を選別するなどして、当初計画に支障が生じることがないようにした。

④目標達成状況

＜目標達成見通し判断の考え方＞

・ 総合警備システム等警備機器等の適正な稼働率について、同機器等が整備されている庁数が１００％を下
回らない（矯正施設全庁で同機器等が法定耐用年数超過等の経年劣化等を理由として機能しなくなることが
ない）ようにするというＫＰＩ目標値の１００％の維持ができているため、達成した。

・ 職員用非常食について、更新が必要となる矯正施設全庁で計画的に更新を行っているため、達成した。

・ 総合警備システム等警備機器等の更新整備完了率については、当初計画を達成するために必要な予算の
確保に努めており、今後も取組を継続することで、将来的に同計画達成を見込むことが可能。

達成済み（見込み） □おおむね達成 □達成困難達成状況

完了時期の考え方
加速化後の
完了時期

当初計画における
完了時期

施策名

当初計画していた906の更新整備対象箇所全ての
更新が完了した時を想定

法定耐用年数内の
更新整備完了

法定耐用年数超過後に
更新整備完了

矯正施設の総合警備システム等警備機器等の
更新整備

＜加速化・深化の達成状況＞ 5か年加速化対策の予算執行額（累計）

Ｋ
Ｐ
Ｉ
達
成
率

100％

0

①総合警備システム等が整備され
ている矯正施設（本所・支所）全
276庁に対し、同システム等の更
新整備が完了した庁数の割合

931

5１ ２ ３ 4

6,319 8,111 9,923

③職員用備蓄非常食について、更新が必要となる矯正施設（本所・
支所）全276庁に対し、更新が計画的に行われた庁数の割合

9,931

(百万円)
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目標値（年度）
R7R6R5R4R3

現状値（年度）
※計画策定時

単位
位置
づけ

指標
うち5か年

80
（R7）

100
（R9）

調
査
中

807876690（R2）％
補足
指標

【国交】機能を十分発
揮させるために整備が
必要な防災公園（約
160箇所程度）の対策
実施率（①）

中長期

アウト
プット

80
（R7）

-
調
査
中

807876690（R2）％KPI

【国交】機能を十分発
揮させるために整備が
必要な防災公園（約
160箇所程度）の対策
実施率（①）

５か年

-
100

（R12）

調
査
中

4848--48(R5）％
補足

指標※

防災拠点や避難地等
の確保を図るために整
備が必要な防災公園
(全国268か所)の対策
（避難所となる運動施
設支援部隊の活動拠
点となる広場、災害応
急対応に必要な備蓄
倉庫・発電施設等の整
備）完了率（②）

中長期
（見直
し）

-
50

（R12）

調
査
中

201717-17（R4）％
補足

指標※

広域防災拠点・地域防
災拠点・広域避難地と
なる防災公園(約1,500
か所)における災害時
に活用可能なトイレの
確保率（③）

中長期
（見直
し）

-
50

（R12）

調
査
中

302828-28（R4）％
補足

指標※

広域防災拠点、地域
防災拠点、広域避難
地となる防災公園(約
1,500か所)における災
害時に活用可能な給
水施設の確保率（④）

中長期
（見直
し）

---------中長期
アウト
カム

【２９】防災公園の機能確保に関する対策【国土交通省】（１／２）
１．施策概要

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

地震災害や風水害など多様な災害に対応した防災公園の整備により、災害発生時の避難地、
防災拠点としての機能を確保する。

※令和６,７年度については緊急対応枠分を含む

累計R7※R6※R5R4R3指標

45,4969,3217,1786,5978,27214,128予算額（国費）
インプット

35,892376,8856,5968,27114,101執行済額（国費）

２．予算の状況（加速化・深化分） （百万円）

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響
＜KPI・指標の定義＞

①（整備※が完了した防災公園の箇所）／（機能を十分に発揮させるために整備が必要な防災公園の箇所（約１６０箇所程度））×１００

②（整備※が完了した防災公園の箇所）／（機能を十分に発揮させるために整備が必要な防災公園の箇所（約２７０箇所程度））×１００

※災害発生時の避難地・防災拠点としての機能を確保するために必要な施設（避難場所となる運動施設、支援部隊の活動拠点となる広場、災害応急対策に必要な備蓄倉
庫・発電施設等）の整備。

③（防災トイレが整備された都市公園）／（地域防災計画に位置づけられた広域防災拠点・地域防災拠点・広域避難地となる都市公園（約1,500箇所））

④（耐震性貯水槽又は非常用井戸が整備された都市公園）／（地域防災計画に位置づけられた広域防災拠点・地域防災拠点・広域避難地となる都市公園（約1,500箇所））

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞
地域防災計画や国土強靱化地域計画等に基づき、災害発生時に避難場所や防災拠点として機能する防災公園の整備が進み、KPI・補足指
標が進捗。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
特になし

※「５か年加速化対策等の評価」による追加

対策の優先度等の考え方

・令和２年度の調査において、地方公共団体が地域の実情や地域防災計画等を踏
まえ、今後中長期の期間で整備が必要であると回答した防災公園の箇所数・整備
内容等をもとに、令和９年度までの目標値を設定。

・ 第１次国土強靱化実施中期計画において指標・目標の見直しを実施。

目標値の
考え方、
見直し状況

・地域防災計画等の防災関連計画において、防災関連施設の災害時の機能・役割
及び運営方法が施設レベルで明記されている事業に限り、予算を投入（令和４年度
より実施）。

予算投入に
おける配慮
事項

・ 各地方自治体が地域の実情等を踏まえ定めた地域防災計画や国土強靱化地域
計画等に基づき、災害発生時に避難地や防災拠点として機能するために必要な対
策を実施。

地域条件等
を踏まえた
対応

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

【２９】防災公園の機能確保に関する対策【国土交通省】 （２／２）

④目標達成状況

＜目標達成状況判断の考え方＞
 ５か年加速化対策のKPIについて、令和６年度末時点で目標値に到達しており、達成済みで

ある。

達成済み（見込み） □おおむね達成 □達成困難達成状況

完了時期の考え方
加速化後の
完了時期

当初計画における
完了時期

施策名

令和２年度時点で必要とされた事業規模と
毎年度の平均的な予算規模より算定

令和９年度令和13年度防災公園の機能確保

＜加速化・深化の達成状況＞
 加速化対策により、完了時期を４年前倒し。

４．今後の課題 ＜今後の目標設定や対策継続の考え方等＞

・災害の激甚化・頻発化に対応し、発災時の避難地機能、自衛隊等の活動拠点や救援物資の集積拠点機能を有する防災公園の整備・機能強化が必要。
・５か年加速化対策中の進捗や既往災害から得られた知見を踏まえて見直した指標を第１次国土強靱化実施中期計画に位置付けており、引き続き中長期目標の達成を目指す。

③目標達成に向けた工夫

＜直面した課題と対応状況＞
・ 整備の意思決定へのハードルを下げるため、コスト縮減の取組を実施している。

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞

コスト縮減の取組事例
（三重県津市）

 津波災害時の避難地として機能する高台の造成にあたり、国・県工事で発生し
た河川の浚渫土を活用することで、高台の盛土造成に係る費用を縮減。

現在の工事の様⼦

＜５か年加速化対策の目標達成に向けて生じた課題＞
 計画当初に想定した事業量を実施可能となるよう、コスト縮減の工夫を継続した上で、昨

今の物価高や人件費の高騰等を踏まえた必要予算の確保が必要となった。

５か年加速化対策の予算執行額（累計）

K
P
I

達
成
率

100％

0

5

【KPI】 機能を十分発揮させるために整
備が必要な防災公園（約160箇所程度）
の対策実施率

2
1

3 4
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【３０－１】公立小中学校、私立学校、私立専修学校施設の防災機能強化等対策（公立小中学校施設）【こども家庭庁・文部科学省】（１／２）

１．施策概要

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

公立小中学校施設の防災機能強化（バリアフリー化やトイレの洋式化等を含む。）を支援する。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響

※ 同じ予算を複数の対策に支出しており、対策ごとの切り分けが
難しいため、合計額を記載している（対策番号15、30-1、92）

目標値（年度）
R7R6R5R4R3

現状値（年度）
※計画策定時

単
位

位置
づけ

指標
うち5か年

35
（R7）

95
（R17）

22.718.9-11.9-5.3（R2）％
補足
指標

【文科】全国の公立小中学校におけ
る体育館（体育館約3.3万室）のうち、
空調設置が必要と認められる室を
対象とした空調設備の設置率

中長期

アウト
プット

95
（R5）

--66.9-61.4-55.5（R2）％KPI

【文科】全国の公立小中学校にお
ける特別教室（約37万室）のうち、
空調設置が必要と認められる室を
対象とした空調設備の設置率（①）

５か年

35
（R7）

-22.718.9-11.9-5.3（R2）％KPI

【文科】全国の公立小中学校におけ
る体育館（体育館約3.3万室）のうち、
空調設置が必要と認められる室を
対象とした空調設備の設置率（②）

２．予算の状況（加速化・深化分） （百万円）

目標値（年度）
R7R6R5R4R3

現状値（年度）
※計画策定時

単位
位置
づけ

指標
うち5か年

100
（R7）

-67.465.2-61.1-57.2（R2）％KPI

【文科】全国の公立小中学校を対
象としたバリアフリー化の整備率<
校舎>（約2.8万校）
スロープ等（昇降口・玄関等から教
室等まで）（⑤）

５か年
アウト
プット

95
（R7）

-77.274.4-70.4-65.0（R2）％KPI

【文科】全国の公立小中学校を対
象としたバリアフリー化の整備率<
校舎>（約2.8万校）
バリアフリートイレ（⑥）

40
（R7）

-32.931.2-29-27.1（R2）％KPI

【文科】全国の公立小中学校を対
象としたバリアフリー化の整備率<
校舎>（約2.8万校）
エレベーター（⑦）

100
（R7）

-81.680.7-77.9-74.2（R2）％KPI

【文科】全国の公立小中学校を対象と
したバリアフリー化の整備率<体育館>
（約2.8万校）スロープ等（門から建物の
前まで）（⑧）

100
（R7）

-67.465.5-62.1-56.9（R2）％KPI

【文科】全国の公立小中学校を対
象としたバリアフリー化の整備率<
体育館>（約2.8万校）
スロープ等（昇降口・玄関等から教
室等まで）（⑨）

95
（R7）

-51.347.9-41.9-36.8（R2）％KPI

【文科】全国の公立小中学校を対
象としたバリアフリー化の整備率<
体育館>（約2.8万校）
バリアフリートイレ（⑩）

75
（R7）

-72.472.1-70.5-66.0（R2）％KPI

【文科】全国の公立小中学校を対
象としたバリアフリー化の整備率<
体育館>（約2.8万校）
エレベーター（⑪）

目標値（年度）
R7R6R5R4R3

現状値（年度）
※計画策定時

単位
位置
づけ

指標
うち5か年

95
（R7）

100
（R12）

77.274.4-70.4-65.2（R2）％
補足
指標

【文科】全国の公立小中学校
を対象としたバリアフリー化の
整備率<校舎>（約2.8万校）
バリアフリートイレ

中長期

アウト
プット

40
（R7）

50
(R12）

32.931.2-29-27.1（R2）％
補足
指標

【文科】全国の公立小中学校
を対象としたバリアフリー化の
整備率<校舎>（約2.8万校）
エレベーター

95
（R7）

100
(R12）

51.347.9-41.9-36.9（R2）％
補足
指標

【文科】全国の公立小中学校
を対象としたバリアフリー化の
整備率<体育館>（約2.8万校）
バリアフリートイレ

75
（R7）

80
(R12）

72.472.1-70.5-65.9（R2）％
補足
指標

【文科】全国の公立小中学校
を対象としたバリアフリー化の
整備率<体育館>（約2.8万校）
エレベーター

100
（R7）

-85.684.7-82.2-78.3（R2）％KPI

【文科】全国の公立小中学校を
対象としたバリアフリー化の整
備率<校舎>（約2.8万校）スロー
プ等（門から建物の前まで）
（④）

５か年

目標値（年度）
R7R6R5R4R3

現状値（年度）
※計画策定時

単位
位置
づけ

指標
うち5か年

95
（R7）

---68.3--57（R2）％KPI
【文科】全国の公立小中学校におけ
る約136万基の便器を対象としたト
イレの洋式化率（③）

５か年
アウト
プット

【空調】

【トイレ】

【バリアフリー】
＜KPI・指標の定義＞
・①②（空調（冷房）設備の設置室数）/（全国の公立小中学校における特別教室、体育館のうち、
空調設置が必要と認められる室数） ×100
・③（洋便器数）/（全国の公立小中学校における便器数）×100
・④⑤⑥⑦（校舎にスロープ等/バリアフリートイレ/エレベーターが整備されている学校数）/（全公
立小中学校等数）×100
・⑧⑨⑩⑪（体育館にスロープ等/バリアフリートイレ/エレベーターが整備されている学校数）/（全
公立小中学校等数）×100

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞
・体育館空調の新設に係る国庫補助のさらなる充実や好事例の周知、バリアフリー化に関する普及啓発等の
様々な取組により、避難所にもなる公立学校施設の防災機能強化を推進することで、ＫＰＩが進捗。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
・設置者である各自治体の判断において整備が実施されるため、各自治体の対策状況により指標値の進捗度
合が変化。

累計R7R6R5R4R3指標

360,048106,62742,40944,39344,833121,786予算額（国費）※
インプット

196,249036,64336,77635,15387,675執行済額（国費）※

③目標達成に向けた工夫

④目標達成状況

□達成済み（見込み） □おおむね達成 達成困難達成状況

【３０－１】公立小中学校、私立学校、私立専修学校施設の防災機能強化等対策（公立小中学校施設）【こども家庭庁・文部科学省】 （２／２）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

・学校施設が良好な避難所としての役割を果たすために重要となる、空調の設置、
トイレの洋式化、バリアフリー化について目標値を設定。

・空調、トイレの洋式化に関する指標については、毎年度の平均的な事業規模と
予算規模を勘案し、整備目標を設定。空調については、緊急措置した普通教室
の空調設置の整備率を基に、トイレの洋式化については、一部和式を残す方針
を定めている学校設置者もあることから、95%を目標値として設定した。

・公立小中学校等施設におけるバリアフリー化について、スロープ等については
全ての学校に整備、バリアフリートイレについては避難所に指定されている全て
の学校に整備、エレベーターについては要配慮児童生徒等が在籍する全ての
学校に整備することを目標とした。令和７年度の整備状況等を踏まえ、目標年
度を令和12年度末までの早期に見直し。

・第1次国土強靱化実施中期計画において目標を定めた。

目標値の
考え方、
見直し状況

・ 体育館の空調設備整備の促進のため、断熱性が確保されている体育館への空
調新設について、令和15年度を期限として国庫補助率を1/3から1/2に引上げ。

・保有面積が2,000㎡以上の学校施設におけるバリアフリー化工事の国庫補助率
を、令和3年度より1/3から1/2に引上げ。

予算投入にお
ける配慮事項

・地域条件等は設けていないが、各地方公共団体がその実情に応じて計画的な
施設整備ができるよう、必要な補助事業を設けている。

地域条件等を
踏まえた対応

＜目標達成状況判断の考え方＞
 ５か年加速化対策のKPIについては着実に進んでいるが、指標の対象となる事業以外の事業も含

め、実施すべき整備事業の内容は実情に応じて自治体の判断により行われるものであり、 労務
費や建築資材費等の上昇や資材不足、施工業者確保の遅延等によって整備事業の見直しや縮
小を行ったことなどにより、達成困難な状況である。

 整備のタイミング等は各自治体の判断によるところ、達成が困難となっている指標を含め、自治体
の実情も踏まえ、第１次国土強靱化実施中期計画において、目標の見直しを実施している。

＜直面した課題と対応状況＞
〇昨今の物価上昇や人件費の高騰等に対応するため、国庫補助の上限や単価等の見直し。

・補助上限額：7000万円⇒1.1億円（EHP）、1.4億円（GHP）
・補助単価：5.3万円⇒6.1万円（EHP）、8.6万円（GHP）

〇バリアフリー化について、令和７年度までの目標値の達成状況等を踏まえ、令和12年度末まで
の早期に達成することとした。また、「学校施設バリアフリー化推進指針」の改訂や説明会の開
催等、普及啓発を図った。

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞
体育館空調の整備にあたり、断熱性の確保にかかる負担軽減や、長期休暇以外の期間での短
期間での工事等について好事例を集め、説明会等で周知した。

＜５か年加速化対策の目標達成に向けて生じた課題＞
 近年の資材費や労務費等の上昇により、工事に必要な経費が年々上昇しているところ、計

画当初に想定した事業量を実施可能となるよう、コスト縮減の工夫を継続した上で、昨今の
物価上昇や人件費の高騰、長期休暇以外での工事の工夫や技術者不足等を踏まえた対応
が必要となった。

＜加速化・深化の達成状況＞
 加速化対策により、各対策の完了時期を前倒し。※計画当初の想定

完了時期の考え方
加速化後の
完了時期

当初計画にお
ける完了時期

施策名

毎年度の平均的な事業規模
と予算規模により算定。

令和５年度令和７年度全国の公立小中学校における特別教室の空調設備の設置

令和７年度令和12年度全国の公立小中学校のトイレの洋式化

令和２年のバリアフリー法改
正に伴い、公立の小中学校
等が建築物移動等円滑化基
準の適合義務の対象となっ
たことから、学校設置者に対
しバリアフリー化の推進を要
請し、令和７年度末までの５
年間に緊急かつ集中的に整
備を行うための整備目標を
定めた。

令和７年度令和12年度
全国の公立小中学校のバリアフリー化<校舎>(約2.8万校)ス
ロープ（門から建物の前まで）

令和７年度令和12年度
全国の公立小中学校のバリアフリー化<校舎>(約2.8万校)ス
ロープ（昇降口・玄関等から教室等まで）

令和７年度令和12年度
全国の公立小中学校のバリアフリー化<体育館>（約2.8万
校）スロープ（門から建物の前まで）

令和７年度令和12年度
全国の公立小中学校のバリアフリー化<体育館>(約2.8万
校)スロープ（昇降口・玄関等から教室等まで）

全国の公立小中学校を対象としたバリアフリー化の整備率（校舎) 全国の公立小中学校を対象としたバリアフリー化の整備率（体育館）

４．今後の課題 ＜今後の目標設定や対策継続の考え方等＞

 気候変動等の影響により、台風や豪雨等
による水害等、近年災害が激甚化・頻発化
しており、こうした災害から子供たちの生命
を守ることは極めて重要。

 また、全国の公立学校の約９割が地域住
民の避難所として指定されており、災害時
の避難所として役割を果たすことも重要。

実情を踏まえて見直し、避難所となる学校を対象として、体
育館の空調設備整備、トイレ洋式化、バリアフリー化、非構
造部材の老朽化対策についての指標を「第1次国土強靱化
実施中期計画」に位置付けるとともに、効率的な予算の執
行、効果的な整備の工夫や人材不足への対応の事例につ
いて周知を行うことなどにより、引き続き学校施設の避難所
機能の強化を含めた耐災害性の強化に努める。

※公立学校の施設整備費全体に予算が措置されるため、予算額に比例して、当該KPIが進捗するとは限らない。
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【３０－２】公立小中学校、私立学校、私立専修学校施設の防災機能強化等対策（私立学校施設）【文部科学省】（１／２）

１．施策概要

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

避難所として利用が見込まれる私立学校施設のバリアフリーを含む防災機能強
化を支援する。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響

＜KPI・指標の定義＞
①エレベーター又はスロープ若しくはその両方を整備している建物数／指定避難所

や帰宅困難者等の受入れ施設への登録がなされ、災害発生時に避難所として使
用が見込まれる建物数×100

②多目的トイレを整備している建物数／指定避難所や帰宅困難者等の受入れ施設
への登録がなされ、災害発生時に避難所として使用が見込まれる建物数×100

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞
エレベーター又はスロープ設置や多目的トイレ整備工事等を実施し、大規模地震災
害等に対応可能となる避難所のバリアフリー化整備等が増大し、KPIが進捗。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
各学校法人においては、中長期的な整備計画を策定し、計画的に取り組んでいると
ころであるが、どの時期にどのような施設整備を行うかは、設置者である各学校法人
の判断によるため、各学校法人の対策状況により指標の値が変化。改善の緊急性
は高いが、昨今の物価高や人件費の高騰もあり、進捗に遅れを生じている。目標値（年度）

R7R6R5R4R3
現状値（年度）
※計画策定時

単位
位置
づけ

指標
うち5か年

90
（R7）

100
（R10）

調査
中

調査
中

55.566.2-62.5（H30）％
補足
指標

【文科】私立の高校等
の学校施設2,380校の
バリアフリー化の実施
率
エレベーター又はス
ロープ若しくはその両
方を整備している学校
の割合（①）中長期

アウト
プット

90
（R7）

100
（R10）

調査
中

調査
中

54.664.8-61.2（H30）％
補足
指標

【文科】私立の高校等
の学校施設2,380校の
バリアフリー化の実施
率
多目的トイレを整備し
ている学校の割合
（②）

90
（R7）

-
調査
中

調査
中

55.566.2-62.5（H30）％KPI

【文科】私立の高校等
の学校施設2,380校の
バリアフリー化の実施
率
エレベーター又はス
ロープ若しくはその両
方を整備している学校
の割合（①）５か年

90
（R7）

-
調査
中

調査
中

54.664.8-61.2（H30）％KPI

【文科】私立の高校等
の学校施設2,380校の
バリアフリー化の実施
率
多目的トイレを整備し
ている学校の割合
（②）

-----------中長期
アウト
カム

累計※R7※R6※R5※R4R3指標

21,5154,6463,8655,52825260予算額（国費）

インプット

15,44903,2045,2342537執行済額（国費）

２．予算の状況（加速化・深化分）
（百万円）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

・学校施設が良好な避難所としての役割を果たすために重要となる、バ
リアフリー化、多目的トイレの設置について目標値を設定。

・指標については、毎年度の平均的な事業規模と予算規模を勘案し、令
和７年度末までの国の整備目標を設定。

・中長期の目標が100%となっていない指標については、整備状況等を踏
まえて、今後改めて目標を検討する予定である。

目標値の
考え方、
見直し状
況

・ 地域によらず実施しており、各学校法人等からの要求を受け、緊急性
等を鑑みて財政支援を行っている。

予算投入
における
配慮事項

・ 地域によらず実施しており、各学校法人等からの要求を受け、緊急性
等を鑑みて財政支援を行っている。

地域条件
等を踏ま
えた対応

＜地域条件等＞ 特になし

※ 同じ予算を複数の対策に支出しており、対策ごとの切り分けが難しいため、
合計額を記載している（対策番号13-1、30-2）

③目標達成に向けた工夫 ④目標達成状況

＜直面した課題と対応状況＞
 昨今の物価高や人件費の高騰等を踏まえ、コスト縮減の取組を全国で実施。
 一部の実施箇所では、災害による被災、現場着手後の条件変更等により当初の想定より遅れが発生

しているが、施工効率の向上を図る等により工期短縮の取組を実施。

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞

①コスト縮減取組事例
（【都築第一学園】神奈川県横浜市戸塚区）

②工期短縮取組事例
（【都築第一学園】神奈川県横浜市戸塚区）

□達成済み（見込み） □おおむね達成 達成困難達成状況

完了時期の考え方
加速化後の
完了時期

※計画当初の想定

当初計画におけ
る

完了時期
施策名

バリアフリー調査を踏まえ、
早期完了に向けて、事業規
模と毎年度の平均的な予
算規模より算定

令和10年度令和12年度

私立高校等のバリアフリー化（エレベーター又はス
ロープ若しくはその両方を整備）

私立高校等のバリアフリー化（多目的トイレの整備）

＜加速化・深化の達成状況＞ ■加速化対策により、各対策の完了時期を前倒し

＜５か年加速化対策の目標達成に向けて生じた課題＞
 計画当初に想定した事業量が実施可能となるよう、コスト縮減の工夫を学校法人に促進した上で、昨

今の物価高や人件費の高騰等を踏まえた対応が必要となった。

【３０－２】公立小中学校、私立学校、私立専修学校施設の防災機能強化等対策（私立学校施設）【文部科学省】 （２／２）

＜目標達成状況判断の考え方＞
 整備を行うタイミングや対象施設については各学校法人の判断によるため、将来的な見通しを算出する

ことは難しい。また、執行予算によるアウトプットが当該年度のKPIの値には反映されず後年度のKPIの
値に反映されるため、予算執行の効果が後年度に発現する。

 ５か年加速化対策のKPIについて、対策は着実に進んでいるが、KPI①及び②については私立学校と地
方公共団体との連携が更に進んだことにより新たに避難所指定を受ける学校が増加したこと、昨今の
建設費高騰や人材不足等に伴う事業費確保や施工業者確保の遅延等により、学校設置者の整備計画
に支障が生じ、目標の達成が困難な状況であり、引き続き、目標達成に向けて、本対策を推進する必要
がある。

①コスト縮減の取組事例
（【都築第一学園】神奈川県横浜市戸塚区）

 連日、多くの学生が利用するため、大学法人
の夏季休業期間（お盆休み）に集中的に作業
を行い、工期短縮。 【１週間短縮】

 搬入経路の確保が困難であったため、建屋
を壊し、復旧することも検討したが、階段に
レールを設け、重機で吊り下げ、地下に搬入
することによりコスト縮減。 【▲2,000万円】

②工期短縮の取組事例
（【都築第一学園】神奈川県横浜市戸塚区）

４．今後の課題 ＜今後の目標設定や対策継続の考え方等＞
 各学校法人においては、中長期的な整備計画を策定し、計画的に取り組んでいるところであり、どの時期にどのような施設整備を行うかは、設置者である各学校法人の判断による。そのため、各学

校法人の対策状況により指標の値が変化。
 私立学校と地方公共団体との連携が更に進み新たに避難所指定を受ける学校が増加していることから、バリアフリーを含む防災機能を強化することにより、児童生徒等のみならず、地域住民等の

安全を確保し、良好な避難生活が送れるよう、スロープや多目的トイレの整備等、更なる推進が必要である。
 本施策は第１次国土強靱化実施中期計画 第４章 推進が特に必要となる施策に位置付けられており、本対策が未実施の学校法人が、施設環境改善整備事業（空調設備設置）・エコキャンパス推進

事業（照明設備のLED化）等に応募する場合は、必ず本対策に係る事業に応募することを条件とし、事業募集を行い対策の促進を図る。
 法人の防災機能強化計画の着実な進捗が図られるように、昨今の物価上昇や人件費の高騰等を踏まえ、事業募集の前倒しにより、早期契約や施工業者の選定等を含む補助事業の実施期間を確

保することにより、今後も引き続き、本対策に係る事業の整備を一層強化し、私立学校施設の防災機能強化を推進していく必要がある。

※新たに避難所等の指定を受ける学校があるため、KPIが減少する場合がある。
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【３０－３】公立小中学校、私立学校、私立専修学校施設の防災機能強化等対策（私立専修学校施設）【文部科学省】（１／２）

１．施策概要

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

避難所として利用が見込まれる私立専修学校施設の防災機能強化を支援する。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響

＜KPI・指標の定義＞
避難所として指定される専修学校における各種防災機能（備蓄倉庫・防災倉庫
の設置、防火水槽・貯水槽・井戸の設置、屋外便所の設置、外階段等の避難経
路）を有する学校数/避難所として指定される専修学校数×１００

目標値（年度）
R7R6R5R4R3

現状値（年度）
※計画策定時

単位
位置
づけ

指標
うち5か年

--
調整
中

調整
中

-------中長期

アウト
プット

100
（R7）

-
調整
中

調整
中

93.592.292.386（R2）％KPI

【文科】避難所として指
定される専修学校（92
校）における各種防災
機能（備蓄倉庫・防災
倉庫の設置、防火水
槽・貯水槽・井戸の設
置、屋外便所の設置、
外階段等の避難経路）
を有する学校の割合

５か年

--
調整
中

調整
中

-------中長期
アウト
カム

累計R7R6R5R4R3指標

511211予算額（国費）

インプット

20001１執行済額（国費）

２．予算の状況（加速化・深化分）
（百万円）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

・目標値は、学校施設等の緊急点検結果（平成30年度実施）を踏
まえ、改善の緊急性が高い整備に要する時間・費用等を総合的
に勘案し、概ね10年間の整備目標を設定。

・また、令和７年度末の時点で、KPIや目標値、対象箇所（分母）等
の見直しは未実施。

目標値の
考え方、
見直し状況

・地域によらず実施しており、各学校法人等からの要求を受け、緊
急性等を鑑みて財政支援を行っている。

予算投入
における配
慮事項

・地域によらず実施しており、各学校法人等からの要求を受け、緊
急性等を鑑 みて財政支援を行っている。

地域条件
等を踏まえ
た
対応

＜地域条件等＞

地域によらず実施しているため特になし

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
各学校法人においては、中長期的な整備計画を策定し、計画的に取り組んで
いるところではあるが、どの時期にどのような施設整備をおこなうかは、設置者
である各学校法人の判断によるため、各学校法人の対策状況により指標の値
が変化。私立専修学校に対する調査の手法が変わると、集計値（進捗値）に影
響がでる可能性があるため、より信頼性の高い調査の実施に務めている。

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

耐震補強工事や耐震改築工事などを実施し、大規模地震災害等に対応可能と
なる耐震化建物の整備が増大し、KPI・補足指標が進捗。

③目標達成に向けた工夫 ④目標達成状況

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞

②コスト縮減取組事例
（大阪府）

□達成済み（見込み） □おおむね達成 達成困難達成状況

完了時期の考え方

加速化後の
完了時期

※計画当初の
想定

当初計画における
完了時期

施策名

学校施設等の調査結果を 踏まえ、早期完
了に向けて、事業規模と毎年度の平均的な
予算規模よ り算定

令和７年度令和10年度
避難所として指定される専修
学校における防災機能対策

＜加速化・深化の達成状況＞
加速化対策により、各対策の完了時期を前倒し。

【３０－３】公立小中学校、私立学校、私立専修学校施設の防災機能強化等対策（私立専修学校施設）【文部科学省】 （２／２）

② コスト縮減の取組事例
（【学校法人清風明育舎

清風情報工科学院】大阪府）

①工期短縮の取組事例
（ 【学校法人清風明育舎

清風情報工科学院】大阪府）

 床面の仕様を見直すことで、コスト面
だけでなく工期の短縮も実現。
【1日短縮】

 倉庫室のレイアウトを検討し、作業領
域を確保するためにムーブラックの仕
様を縮小することで部材費を削減

【▲1,595千円】

防災備蓄倉庫の整備

①工期短縮取組事例
（大阪府）

100％

避難所として指定される専修学校における
各種防災機能（備蓄倉庫・防災倉庫の設置、
防火水槽・貯水槽・井戸の設置、屋外便所
の設置、外階段等の避難経路）を有する学
校の割合

＜直面した課題と対応状況＞
 昨今の物価高や人件費の高騰等を踏まえ、コスト縮減の取組を全国で実施。

K
P
I

達
成
率

５か年加速化対策の予算執行額（累計）0

＜目標達成状況判断の考え方＞
整備を実施するタイミングや施設は学校法人の判断となるため厳密な算出は難しいが、グラ
フのとおり年度経過ごとにKPIが上昇することが想定されるため、予算執行の効果が後年度
に発現し、KPI上昇が見込まれる。５か年加速化対策のKPIについて、対策は着実に進んで
いるが、新たに避難所指定を受ける学校が増加するなど、目標の達成は困難な状況であり、
引き続き、目標達成に向けて、本対策を推進する必要がある。

１
２

３

４

５

＜５か年加速化対策の目標達成に向けて生じた課題＞
計画当初に想定した事業量を実現可能となるよう、 コスト縮減の工夫を実施す
るよう学校へ働きかけるとともに、昨今の物価高や人件費の高騰等を踏まえた
対応が必要となった。

 各学校法人においては、中長期的な整備計画を策定し、計画的に取り組んでいるところであり、どの時期にどのような施設整備を行うかは、設置者である各学校法人の判断による。そのため、各学
校法人の対策状況により指標の値が変化。

 法人の防災機能強化計画の着実な進捗が図られるように、昨今の物価上昇や人件費の高騰等を踏まえ、事業募集の前倒しにより、早期契約や施工業者の選定等を含む補助事業の実施期間を確
保することにより、今後も引き続き、本対策に係る事業の整備を一層強化し、私立専修学校施設の防災機能強化を推進していく必要がある。

４．今後の課題 ＜今後の目標設定や対策継続の考え方等＞
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【３１】災害時に備えた需要家側における燃料備蓄対策【経済産業省】（１／２）
１．施策概要

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

避難所や多数の避難者・避難困難者が発生する施設等の社会的重要インフラ等への燃料備
蓄を推進するため、LP ガスタンク、石油タンク等の設置を支援する。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響

目標値（年度）
R7R6R5R4R3

現状値（年度）
※計画策定時

単位
位置
づけ

指標
うち5か年

2,600
（R7）

-
約

2,300
1,8291,5961,350８８２（R1）件KPI

【経産】燃料タン
ク等を整備した
避難所等の社
会的重要インフ
ラの数

５か年
アウト
プット

----------
アウト
カム

累計R7R6R5R4R3指標

1,109000555555予算額（国費）

インプット

1,017000515502執行済額（国費）

２．予算の状況（加速化・深化分） （百万円）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

・令和元年台風15号において千葉県における避難所等の社会的重要イン
フラにおいて給電の必要のあった施設数（130件）より、全国における千
葉県の人口割合（5％）からの支援の必要数を推計（2,600件）している。

目標値の
考え方、
見直し状況

・ 補助対象ＬＰガス設備の設置場所は、次のいずれかの要件を満たす場
所であることとする。

①災害発生時に避難所まで避難することが困難な者が多数生じる施設等
②公的避難所（地方公共団体が災害時に避難所として指定した施設）
③一時避難所となり得るような施設 （地方公共団体が災害時に避難所等

として協定等を締結した施設）

予算投入に
おける配慮
事項

・ ハザードマップ上で危険な地域、既に設置を行った施設の近隣施設につ
いては、補助対象外としている。

地域条件等
を踏まえた対
応

＜KPI・指標の定義＞

燃料タンク等を整備した避難所等の社会的重要インフラの数（※）
※経済産業省による補助事業で支援したものに限る。

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞
病院や避難困難者を対象とした施設、避難所等の社会的重要インフラに対し、燃料
タンク等の燃料備蓄設備を整備するための支援を行うことで、KPIが進捗する。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
特に無し

③目標達成に向けた工夫

＜直面した課題と対応状況＞

貯蔵対象燃料には石油（軽油等）と石油ガス（LPガス）があるが、例えば軽油の貯蔵
期限は6ヶ月であるのに対し、石油ガスは貯蔵期限が10年であり、長期保存が可能
であるなど、その経済性、利便性や保存性などの面で違いがある。
このため、石油と石油ガスの違いによらず予算を活用できるようにすることで、社会
的重要インフラヘの燃料タンク等の整備をより効果的に行うようにした。

※執行済額については、推計値。執行時に通常分と加速化・深化分を合算して支出しているため切り分けが困難であるため。

5か年加速化対策期間後については、整備したタンク等が有効に活用されるよう、設備・機器の更新や拡充など必要な措置を継続的に実施していく。
更に、関係省庁が連携し、避難所及び避難困難者が多数生じる施設や、災害時にもライフラインの維持が求められる重要施設等における災害時の自衛的備蓄体制を
見直し、LPガスタンクや自家発電設備等を導入すべき施設の重点化を行い、今後必要となる設備目標も見直す。

【３１】災害時に備えた需要家側における燃料備蓄対策【経済産業省】 （２／２）

４．今後の課題 ＜今後の目標達成や対策継続の考え方等＞

100％

0

K
P
I

達
成
率

５か年加速化対策の予算執行額
（累計）

2

3

4

5
【KPI】燃料タンク等
を整備した避難所
等の社会的重要イ
ンフラの数

※実際は、加速化・
深化分以外の予算も
措置している

1

④目標達成状況

＜目標達成状況判断の考え方＞

これまで令和 3年度補正予算による措置に加え、毎年の当初予算や補正予算を活用し、社会的重要インフラへの燃料タンク等の整備を進めてきており、KPI達成率は
毎年上昇している。
他方で、目標年度までの残存期間と現行の整備件数を考慮すると、引き続き本事業の周知、啓発に取り組む等により、整備ペースを加速していく必要がある。

□達成済み（見込み） □おおむね達成 達成困難達成状況

＜５か年加速化対策の目標達成に向けて生じた課題＞
・工事の長期化により年度内事業完了が難しく、導入を見送る事例があった。
・資材の高騰に伴い設備が値上がりし、導入を見送る事例があった。

＜加速化・深化の達成状況＞

※計画当初の想定

加速化の考え方
加速化・深化の

達成状況
加速化・深化後の目標施策名

単年のみの加速化枠としての措置だが、それが呼び水
となって継続的な予算措置により整備が進んでいる。

令和4年度末までの整備数
（実績）
1,596件

本対策による令和4年度末までの整備数の向上
1,044件 → 1,220件

災害時に備えた
需要家側における

燃料備蓄対策
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【３２】天然ガス利用設備による災害時の強靱性向上対策【経済産業省】（１／２）

１．施策概要

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

近年、地震や集中豪雨、台風などの大規模災害の発生頻度が高くなっており、
停電により社会経済活動や市民の生活環境に甚大な影響が及ぶ事態が生じて
いる。このため、災害時にも対応可能な停電対応型の天然ガス利用設備の導入
等を支援し、停電時の避難所等の強靱性の向上等を図る。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響

＜KPIの定義＞

（避難施設等のうち、停電対応型の天然ガス利用設備の導入を行った避難施設等の数）
/（停電対応型の天然ガス利用設備の導入を行う必要な避難施設の数（2,580箇所）

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞
本対策により支援を行うことで、自治体による避難施設等への停電対応型の天然ガス利
用設備の導入が進み、KPIが進捗する。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
該当なし

目標値（年度）

R7R6R5R4R3

現状値
（年度）
※計画
策定時

単位
位置
づけ

指標
うち5か年

100
（R7）

-120.9103.589.487.6
52.6
（R1）

%KPI

【経産】避難施設等へ
の停電対応型の天然
ガス利用設備の導入
等進捗率

５か年
アウト
プット

----------中長期
アウト
カム

２．予算の状況（加速化・深化分） （百万円）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

都市ガス供給区域において、災害時の徒歩による避難圏内（半径2㎞）に
利用可能な施設を維持するため、整備が必要な箇所数として設定したも
の。

目標値の
考え方、
見直し状
況

・政府想定の地震対象エリア及び政令指定都市等、また、熊本地震・北海
道胆振東部地震の被害地域のうち、中圧ガス導管で供給を受けている
施設については補助率を１／２に設定している。

（上記に該当しない場合は補助率１／３）

予算投入
における
配慮事項

・ 政府想定の地震対象エリア及び政令指定都市等、また、熊本地震・北海
道胆振東部地震の被害地域のうち、中圧ガス導管で供給を受けている
施設については補助率を１／２に設定している。

（上記に該当しない場合は補助率１／３）

地域条件
等を踏ま
えた対応

累計R7R6R5R4R3指標

4,130---2,8971,234予算額（国費）

インプット

2,424---1,531893執行済額（国費）

＜地域条件等＞
上記のとおり

③目標達成に向けた工夫 ④目標達成状況

＜直面した課題と対応状況＞
 都市ガスが普及している区域の中でも、当該施策を用いて設備導入を行った地域

にばらつきが生じている。
 当該施策を認知してもらい導入申請につなげるため、戦略的な広報として、活用事

例紹介のほか、SNS広告等を実施した。また、申請が少ない地域において重点的
に勉強会や公募説明会を実施し、補助金活用や申請にあたっての課題解決に向け
た対応を行った。

＜目標達成状況判断の考え方＞

＜取組例＞ K
P
I

達
成
率

５か年加速化対策の予算執行額（累計）

達成済み（見込み） □おおむね達成 □達成困難達成状況

＜５か年加速化対策の目標達成に向けて生じた課題＞
■人手不足や工事の長期化により年度内事業完了が難しく、導入を見送る

事例があった。
■半導体の高騰に伴い設備が値上がりし、導入を見送る事例があった。

【３２】天然ガス利用設備による災害時の強靱性向上対策【経済産業省】 （２／２）

認知獲得のため、Facebook、Instagram等での広告を実
施。Facebookでは、約3ヶ月の表示期間で429,389回表
示された。
（令和５年度当初事業における実績）

また、申請件数増加に向けて、WEB動画を活用し、補
助金の目的や活用方法について説明。

令和６年度時点で５か年完了時の目標（2,580箇所）を上回る3,119箇所について整
備済みとなり、目標を達成した。

執行団体のHPにて
当該補助金の活用事
例を紹介。

加速化の考え方
加速化後の

整備数
当初計画における

整備数
施策名

加速化・深化分予算を措置することにより、
避難施設等のうち、地域住民に物資・食
料・情報等を提供する機能を有する施設
の整備支援を重点的に実施

2,5801,932
天然ガス利用設備による災害時の

強靱性向上対策

＜加速化・深化の達成状況＞
本対策により、令和４年度末までの整備数を向上させる

2
3
4
5

【KPI】避難施設等への停
電対応型の天然ガス利
用設備の導入等進捗率

※実際は、加速化・深
化分以外の予算も措置
している

1

４．今後の課題 ＜今後の目標設定や対策継続の考え方等＞

 ５か年加速化目標である、令和７年度までに停電対応型天然ガス利用設備導入施設数2,580箇所について、令和６年度末時点で整備箇所が3,119箇所となり、目標を達成し
た。

 令和６年においても能登半島地震が発生するなど、近年、地震や集中豪雨、台風などの大規模災害の発生頻度が高くなっている。
 しかし、都市ガスが普及している区域の中でも、当該施策を用いて設備導入を行った地域にばらつきが生じていることから、引き続き整備に取り組む。
 避難所への停電対応型の空調設備等の導入は、災害時における避難所の生活環境確保や二次被害防止のために効果的であるため、勉強会や公募説明会の実施、活用事

例の紹介、SNS広告等による当該施策の認知拡大を図り、導入申請の促進につなげていく。
 なお、第１次国土強靱化実施中期計画にも当該対策を位置付けるなど、避難施設等への停電対応型の天然ガス利用設備の導入等を継続していく。
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【３３】地方公共団体に対する国有財産を活用した廃棄物仮置き場や避難場所の確保等支援対策【財務省】（１／２）

１．施策概要

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

地方公共団体が、台風等の襲来に備え、廃棄物仮置き場や避難場所の確保等を図る場合に、
地方公共団体からの求めに応じて、国有財産（未利用国有地や宿舎等）を無償で提供する。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響

※本対策については加速化・深化分の予算等を措置していない

＜KPI・指標の定義＞

（未利用国有地等を管轄している財務局等のうち、リストを整備している数）／（未利用国有地等を管轄して
いる財務局等の数）×100

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

これまで未利用国有地等を管轄している全ての財務局等において未利用国有地等のリストを
整備しており、引き続きリスト整備に務める。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
なし

目標値（年度）
R7R6R5R4R3

現状値（年度）
※計画策定時

単位
位置
づけ

指標
うち5か年

100
（R7）

100
(R12)

100100100100100100（R2）％KPI

【財務】災害発生時に
提供可能な国有財産
のリストを整備している
財務局等の割合

中長期

アウト
プット

100
（R7）

－100100100100100100（R2）％KPI

【財務】災害発生時に
提供可能な国有財産
のリストを整備している
財務局等の割合

５か年

－－－－－－－－－－－中長期
アウト
カム

累計R7R6R5R4R3指標

------予算額（国費）

インプット

------執行済額（国費）

２．予算の状況（加速化・深化分） （百万円）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

・地方公共団体が台風等の襲来に備え、廃棄物仮置き場の確保等を図る場
合等発災前にも地方公共団体の求めに応じて速やかに未利用国有地等
を無償で提供できるよう、財産を管轄する財務局等において、未利用国有
地等のリストを整備することを目標値に設定。

目標値の
考え方、
見直し状
況

－予算投入
における
配慮事項

なし地域条件
等を踏ま
えた
対応

＜地域条件等＞
なし

【３３】地方公共団体に対する国有財産を活用した廃棄物仮置き場や避難場所の確保等支援対策【財務省】 （２／２）

４．今後の課題 ＜今後の目標設定や対策継続の考え方等＞

■現状として必要な体制整備ができており、未利用国有地等の情報提供もできている。災害時に迅速な情報提供ができるよう、今後も継続的に未利用国有地等のリス
ト整備に務める。

③目標達成に向けた工夫

＜直面した課題と対応状況＞
災害時に迅速な情報提供ができるよう、引き続き未利用国有地等のリスト整備に務める。

＜コスト縮減等の取組例＞
該当なし

④目標達成状況

達成済み（見込み） □おおむね達成 □達成困難達成状況

＜目標達成状況判断の考え方＞

＜５か年加速化対策の目標達成に向けて生じた課題＞
特になし

＜加速化・深化の達成状況＞
令和７年度において目標達成済み。今後も継続的に未利用国有地等のリストを更新しつつ、地方公共団体が災害対策を行う場合に、地方公共団体からの求めに応じて事

前に無償で貸し付けることなどができるように準備する。
なお、令和６年能登半島地震では未利用国有地等のリストを提供し、地方公共団体からの求めに応じて無償で貸付けなどを行った。

令和７年度において目標達成済み。今後も未利用国有地等のリストを各財務局等において整備するよう努めていく。
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【３４－１】警察における災害対策に必要な資機材に関する対策【警察庁】（１／２）
１．施策概要

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

災害時における救出救助等の警察活動を適切に行うため、災害対策に必要な資機材の整備
を行う

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響

＜KPI・指標の定義＞
① （現状の整備数）/（全47都道府県警察における災害対策に必要な資機材（フルボディー
ハーネス等）の整備定数）×100
②（現状の整備数）/（全47都道府県警察における災害対策に必要な資機材（防振手袋等）の
整備定数）×100

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞
必要な資機材の整備によりKPIが進捗

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
該当なし

目標値（年度）
R7R6R5R4R3

現状値（年度）
※計画策定時

単位
位置
づけ

指標
うち5か年

100
（R7）

-1001001001006427（R1）％KPI

【警察】全47都道府県
警察における災害対
策に必要な資機材（広
域緊急援助隊が高所
において救出救助活
動を行う際に必要なフ
ルボディーハーネス約
5,000式等）の更新整
備率(①)

５か年
アウト
プット

66
（R7）

-6666333300（R1）％KPI

【警察】全47都道府県
警察における災害対
策に必要な資機材（広
域緊急援助隊が削岩
機等を用いて救出救
助活動を行う際に必要
な防振手袋約2,000式
等）の新規整備率(②)

100
（R4）

-1001001001006060（R2）％KPI

【警察】大規模水害等
発生時における警察
署等の災害警備活動
の維持に必要な資機
材の整備率

-----------中長期
アウト
カム

累計R7R6R5R4R3指標

2,223131-1,538280274予算額（国費）

インプット

2,0350-1,491278264執行済額（国費）

２．予算の状況（加速化・深化分） （百万円）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

③目標達成に向けた工夫

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞

資機材の調達においては、一般競争入札を基本としており、適切な予算執行を
行っている

対策の優先度等の考え方

・①全47都道府県警察における災害対策に必要な資機材（フルボ
ディーハーネス等）の整備定数については、広域緊急援助隊及
び緊急災害警備隊の定員数、②全47都道府県警察における災
害対策に必要な資機材（防振手袋等）の整備定数については、
広域緊急援助隊の定員数を踏まえて目標値を設定

目標値の考え方・
見直し状況

・近年の災害等のほか、現在の整備状況等を踏まえ、優先順位を
つけて資機材の整備を推進

予算投入における
配慮事項

・災害対策に係る全国的な施策であるため、地域条件を限定した
施策ではない

地域条件等を踏ま
えた対応

＜直面した課題と対応状況＞
物価上昇等の影響により、整備計画の達成に懸念が生じるおそれがあったが、

整備を推進した

＜地域条件等＞

災害対策に係る全国的な施策であるため、地域条件を限定した施策ではない

【３４－１】警察における災害対策に必要な資機材に関する対策【警察庁】 （２／２）

４．今後の課題 ＜今後の目標設定や対策継続の考え方等＞

 激甚化・頻発化する気象災害、今後発生が懸念される南海トラフ地震、首都直下地震等の大規模地震等に的確に対処できるよう、引き続き、

災害対策に必要な資機材の整備を進める必要。

 第１次国土強靱化実施中期計画においても「災害用装備資機材の充実強化」を位置付け、引き続き資機材の整備を実施。

④目標達成状況

＜目標達成状況判断の考え方＞
両KPIとも着実に進展している。KPI①、KPI②ともに目標を達成済み。

達成済み（見込み） □おおむね達成 □達成困難達成状況

完了時期の考え方
加速化後の
完了時期

当初計画における
完了時期

施策名

必要な整備数と毎年度の平均的な予算規模より算定令和７年度令和９年度
全47都道府県警察における災害対策に必要な資機材（フル
ボディーハーネス等）の更新整備

必要な整備数と毎年度の平均的な予算規模より算定令和７年度令和９年度
全47都道府県警察における災害対策に必要な資機材（防振
手袋等）の新規整備

＜加速化・深化の達成状況＞
加速化対策により、必要な資機材の更新整備、新規整備ともに、完了時期を２年前倒し

＜５か年加速化対策の策定後に生じた新たな課題＞
当初に想定した整備計画を実施できるよう、コスト縮減等の工夫継続により、昨今の物価高等への対応が必要
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【３４－２】警察機動力の確保に関する対策【警察庁】（１／２）

１．施策概要

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

災害発生時における被災地での警察活動（被災者の避難誘導・救出救助、被災地の治安及
び交通安全の確保等）を迅速かつ的確に実施するため、警察機動力の中核となる警察用航
空機、車両及び船舶の整備を行う。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響

※執行済額については、推計値。加速化・深化分予算とベース分予算が一つの契約に混在している場合が複数存在しており、執行済額
について加速化・深化分とベース分を切り分けることは困難であるため。

＜KPI・指標の定義＞

① （警察用航空機のうち更新整備された機数・警察用船舶のうち更新整備された隻数）/（警
察用航空機・船舶の全機数・全隻数）×100
② （更新整備を行った警察車両数）/（令和２年時点で今後更新が必要と判断された老朽化し
た警察車両数）×100
③ （警察用航空機が少なくとも１機以上措置されている都道府県警察の数）/（都道府県警察
の数）×100
④ （警察用航空機の納入機数）/（警察用航空機の納入予定機数）×100
⑤ (更新を行った警察用船舶数（更新を行わなかった場合は１）)/(毎年度において更新が必
要と判断された警察用船舶数（必要と判断されなかった場合は１）)×100
⑥ （警察用航空機の実数）/（警察用航空機の定数）×100

目標値（年度）
R7R6R5R4R3

現状値（年度）
※計画策定時

単位
位置
づけ

指標
うち5か年

100
（毎年度）

-100100100100100100（R５）％
補足
指標

【警察】減耗更新が必
要な警察用船舶の更
新整備率（⑤）

中長期

アウト
プット

100
（毎年度）

-16.757.133.387.550-（R１）％
補足
指標

【警察】更新年限に到
達した警察用航空機
の更新整備（納入）率
（④）

100
（R7）

-100100100100100100（R1）％KPI
【警察】警察用航空機
82機、船舶148隻の更
新整備率（①）

５か年

-
100

（R12）
64.257.543.930.95.60（R1）％KPI

【警察】老朽化した警
察用車両の更新整備
率（②）

100
（毎年度）

100
（毎年度）

10010010010096100（H29）％
補足
指標

【警察】全都道府県警
察のうち、警察用航空
機が少なくとも１機以
上措置されている都道
府県警察の割合（③）

100(R7)-98.898.896.398.892.8100(R１)％
補足
指標

【警察】警察用航空機
の保有率（⑥）

中長期
アウト
カム

累計R7R6R5R4R3指標

36,55710,4706,2336,57711,0482,229予算額（国費）

インプット

23,74806,2044,48711,0212,035執行済額（国費）

２．予算の状況（加速化・深化分） （百万円） ②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

• 災害発生時における被災地での警察活動を迅速かつ的確に実施するために必要となる警
察用車両、航空機、船舶の整備状況を表す数値を目標値に設定。

• 警察用航空機の運用の最適化及び効率化を目的として、全国の配備・整備計画を見直し、
整備定数を82機（令和5年度末）から78機（令和9年度末まで）にすることとした。

• 都道府県警察における警察用車両の合理的運用に向けた取組の進捗状況等を考慮して、
目標値を見直し、令和12年度末までに延伸することとした。

目標値の
考え方、
見直し状況

過去の被災状況のほか、警察用航空機等の現在の整備状況等を踏まえ、更新整備を推進。
予算投入に
おける配慮
事項

警察機動力の確保に係る全国的な施策であるため、地域条件を限定した施策ではないが、配
備先の都道府県の地理的な特性、災害発生状況等を踏まえて、警察用車両、航空機、船舶の
性能、仕様、装備品等を検討。

地域条件等
を踏まえた
対応

③目標達成に向けた工夫

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞

＜直面した課題と対応状況＞
 車両については材料費の高騰等を踏まえ、仕様等の見直し等を行い、コスト縮減を図った。

小型化 仕様の見直し

 警察用車両について、車種や仕様の見直し等を実施。

金網等仕様の削除

 航空機については、令和２年度から令和３年度にかけて、新型コロナウイルスの世界的な感染拡大の
影響を受けて、警察用航空機の生産工程が大幅に長期化したため、機体の納入が大幅に遅延したが、
納入遅延により警察用航空機が未配備となった地域における災害等の発生に際しては、近隣県から
警察用航空機の応援派遣により対応した。

＜地域条件等＞
警察機動力の確保に係る全国的な施策であるため、地域条件を限定した施策ではないが、配備先の都道府県
の地理的な特性、災害発生状況等を踏まえて、整備を推進している。

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞
計画的・安定的な警察用航空機、車両及び船舶の更新を推進することにより、災害発生時における被災地での
迅速かつ的確な警察活動に必要な警察機動力を確保することができ、KPI・補足指標が進捗

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
該当なし

• 警察用車両及び船舶を安定的に更新し、災害発生時における被災地での迅速かつ的確な警察活動に必要な警察機動力を確保できるよう、原材料・燃料の高騰や円安の進行

も踏まえ、整備を推進するとともに、仕様の見直し等の取組を継続的に実施する。

• 近年、短時間豪雨の増加に伴い、河川の氾濫等により孤立住民の救助が必要になる事例や、巨大地震による崩落、津波等で交通網が寸断され、山間部等で孤立集落が多数

発生する事例が頻発しており、警察用航空機の重要性が一層高まっていることから、安全性を確保しつつ各種災害対応を迅速かつ的確に遂行するためにも、引き続き警察用

航空機の更新整備を着実に推進する。

• 指標を第１次国土強靱化実施中期計画に位置付け引き続き警察用車両等の整備を実施。

④目標達成状況

＜目標達成状況判断の考え方＞

【警察用車両】

航空機と船舶（KPI①、③）は既に目標としている水準に達している。車両（KPI②）につ

いては、コロナ禍や半導体不足の影響による車両製造台数の制限等により令和７年度の

達成が困難である。今後は、制限等が順次緩和されたことから、更新整備計画を着実に推

進することとし、目標値を令和12年度に延伸した。

□達成済み（見込み） □おおむね達成 達成困難達成状況

＜加速化・深化の達成状況＞

＜５か年加速化対策の目標達成に向けて生じた課題＞

• 昨今の不安定な国際情勢の影響による原材料・燃料の高騰に加え、急激な円安の進行による価格高騰等を踏まえた整備計画を策定した。

• 各都道府県警察において、弾力的に部門横断的な車両の共有を行うなど、車両の合理的運用に向けた取組を推進しており、こうした運用を踏まえた更新車両の精査を行った。

【３４－２】警察機動力の確保に関する対策【警察庁】 （２／２）

４．今後の課題 ＜今後の目標設定や対策継続の考え方等＞

100％

K
P
I

達
成
率 ２

３
４

５

１

２１

①航空機及び船舶
②車両
③航空機が１機以
上措置されている
都道府県

１
2 5

■本対策により、目標期間内の更新車両数を6,500台追加（※計画当初の想定）

５か年加速化対策（加速化・深化分）の各年予算額（累計）

• コロナ禍や半導体不足の影響による車両製造台数の制限等が順次緩和されたことから、更新整備計画を着実に推進する。

４3３ 4 ５
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京都府警察耐震化率
80.8％

徳島県警察耐震化率
90.9％

岡山県警察耐震化率
91.3％

【３４－３】警察施設の耐災害性等に関する対策【警察庁】（１／２）

１．施策概要

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

災害発生時に被災地での警察活動（被災者の避難誘導・救出救助、被災地の治安及び交通
安全の確保等）の中核拠点となる警察施設の機能を確保するため、警察施設の耐震改修や
建て替え等を行う。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響

※本対策については加速化・深化分の予算（国費）等を措置していない

＜KPI・指標の定義＞
① （警察本部庁舎及び警察署の耐震化完了数）／（全国の警察本部庁舎及び警察署の合計数）×100
② （令和７年度までに建築年数50年以上経過した機動隊庁舎の建て替え・長寿命化完了数）／

（令和７年度までに建築年数50年以上経過した機動隊庁舎数）×100

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞
老朽化対策に関する積極的な事業着手により、都道府県警察本部及び警察署の耐震化率は、85％（平成
25年度末）から98.6％（令和７年度末）、機動隊庁舎の建て替え・長寿命化率は、10％（令和元年度末）から
40％ （令和７年度末）へKPIが進捗している。

目標値（年度）
R7R6R5R4R3

現状値（年度）
※計画策定時

単位
位置
づけ

指標
うち5か年

98
（R7）

-98.698.598.397.997.896.5（R1）％KPI

【警察】災害発生時に
警察活動の中核拠点
となる都道府県警察本
部（51庁舎）・警察署
（1,149署）の耐震化率
（①）

５か年
アウト
プット

60
（R7）

-404040201010（R2）％KPI

【警察】災害発生時に
警察活動の中核拠点
となる機動隊庁舎のう
ち老朽化（令和７年度
までに建築年数50年
以上経過）した庁舎
（10隊）の建て替え・長
寿命化率
（②）

-----------中長期
アウト
カム

累計R7R6R5R4R3指標

------予算額（国費）

インプット

------執行済額（国費）

２．予算の状況（加速化・深化分） （百万円）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

・目標値は対象施設の老朽化状況や都道府県警察との調整を踏まえた上で、数値
化したもの。
第一線警察活動の中核拠点となる警察施設の耐震改修や建て替え等を行うことに
より、警察施設の耐災害性の強化を図り、災害時における警察機能を確保するこ
とを目的に設定。

・令和７年度末の時点において、警察本部及び警察署等の耐震改修の進捗状況は、
順調であった。
今後、警察施設の老朽化状況や本事業の効果等も踏まえた目標の設定の見直し
が必要。

・第１次国土強靱化実施中期計画においてKPI・目標の見直しを実施。

目標値の
考え方、
見直し状況

耐震改修や建て替えに向けた諸条件が整理された施設について、施設規模や全体
コストを勘案しながら、優先的に予算を投入。

予算投入に
おける配慮
事項

・全国的な耐震改修や老朽化に対する施策であるため、地域条件を限定した施策で
はないが、耐用年数を施策の優先的事項としている。また、地域ごとの気象条件に
起因する警察施設の損傷状況等も考慮の上、対象施設の選定を進めている。

地域条件等
を踏まえた
対応

＜地域条件等＞
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H25 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

本部・署耐震化率

機動隊建替等

令和７年度現在
警察本部等耐震未改修府県（一部抜粋）

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
該当なし

③目標達成に向けた工夫

④目標達成状況

＜直面した課題と対応状況＞
該当なし

＜目標達成状況判断の考え方＞
 都道府県警察本部及び警察署の耐震化率については、５か年加速化対策の目標である98％を達成したが、引き続き必要な耐震改修を実施する予定。

 機動隊庁舎の建て替え・長寿命化率については、入札不調により整備計画遅延が発生したことから、目標年度までの着手が困難となった。

□達成済み（見込み） □おおむね達成 達成困難達成状況

＜５か年加速化対策の目標達成に向けて生じた課題＞
 入札不調による整備計画遅延が発生したため、物価及び人件費の高騰等を踏まえて整備計画を策定する必要があった。

【３４－３】警察施設の耐災害性等に関する対策【警察庁】 （２／２）

 都道府県警察本部及び警察署の耐震化については、計画の実施状況は順調であり、引き続き対策を実施することとする。

 機動隊庁舎の建て替え・長寿命化については、工期の延伸や計画変更等の問題も抱えており事業進捗が遅れているため、施策の見直しが必要である。

 施設の建て替え等については、物価及び人件費の高騰等を踏まえて整備計画を策定するなどし、目標達成を目指す。

 警察施設の耐震化率の状況を踏まえて、見直した指標を第１次国土強靱化実施中期計画に位置付け引き続き耐震化への対応を実施。

４．今後の課題 ＜今後の目標設定や対策継続の考え方等＞

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞
該当なし

達成目標の考え方
加速化後の
達成目標

当初計画における
達成目標

施策名

左記条件によりリスト化され
た対象施設の更新

60％以上40％以上

災害発生時に警察活動の中核拠点とな
る機動隊庁舎のうち老朽化（令和７年度
までに建築年数50年以上経過）した庁舎
（10隊）の建て替え・長寿命化率

＜加速化・深化の達成状況＞
■ 加速化対策により、老朽化した機動隊庁舎における建て替え・長寿命化率を

20％引き上げ ※計画当初の想定
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【３４－４】警察情報通信設備等に関する対策【警察庁】（１／２）

１．施策概要

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

災害対策に必要な通信を迅速かつ的確に確保し、災害時における避難誘導、被害状況の把
握、被災者の救出救助活動等の警察活動を確保するため、警察情報通信設備等について、
経年劣化等の観点から更新・改修を行う。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響
＜KPI・指標の定義＞

①(令和３年度を基準として、設置年数50年を経過した無線中継所を更新・改修した数)／(令和３年度を基準
として、設置年数50年を経過した無線中継所数)×100
②(耐用年数を超過した警察電話用交換装置を更新・改修した都道府県数)／47×100
③(耐用年数を超過した衛星通信システムを更新・改修した都道府県数)／47×100
④(耐用年数を超過したヘリコプターテレビシステムを更新・改修した数)／(耐用年数を超過したヘリコプター
テレビシステム数)×100

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

機器の調達、設置工事を実施することでKPIが進捗

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
該当なし

目標値（年度）
R7R6R5R4R3

現状値（年度）
※計画策定時

単位
位置
づけ

指標
うち5か年

100
（R7）

100
(R16)

22110000（R3）％KPI

【警察】令和３年度を基
準として、設置年数50
年を経過した無線中継
所の更新・改修率（①）

５か年
アウト
プット

100
（R7）

100
(R13)

261911000（R4）％KPI

【警察】令和４年度以
降において、耐用年数
を超過した警察電話用
交換装置の更新・改修
率（②）

100
（R7）

100
(R12)

000000（R4）％KPI

【警察】令和４年度以
降において、耐用年数
を超過した衛星通信シ
ステムの更新・改修率
（③）

100
（R7）

100
(R14)

393929000（R4）％KPI

【警察】令和４年度以
降において、耐用年数
を超過したヘリコプター
テレビシステムの更
新・改修率（④）

-----------中長期
アウト
カム

累計R7R6R5R4R3指標

10,355-1,537-8,818-予算額（国費）

インプット

8,958-1,369-7,589-執行済額（国費）

２．予算の状況（加速化・深化分） （百万円）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

・設置年数50年を経過した無線中継所並びに耐用年数を超過した警察電話用交換
装置、衛星通信システム及びヘリコプターテレビシステムを全て更新することを５か
年加速化対策の目標に設定。

・５か年加速化対策計画策定時は全ての更新を令和７年度までに完了することを計
画していたが、現設備の整備年度や近年の災害、整備に要する費用を総合的に勘
案し、整備順序を検討するとともに、目標達成年度を再設定。

目標値の
考え方、
見直し上京

・一律に耐用年数を超えたものを更新するという手法（定期更新型）から、損傷状況
等を踏まえた修繕・更新（長寿命化型）への転換を図り、経年劣化が著しく運用に
支障を来す障害が発生している機器の更新を優先的に実施。

予算投入に
おける配慮
事項

・ 地域や耐用年数によらず、損傷状況等を踏まえた修繕・更新（長寿命化型）への転
換を図り、経年劣化が著しく運用に支障を来す障害が発生している機器の更新を
優先的に実施。

地域条件等
を踏まえた
対応

③目標達成に向けた工夫

＜直面した課題と対応状況＞
新型コロナ感染拡大の影響により遅れていた建設工事等が急拡大したことを受け、各種工事

資機材が高騰化・長納期化したほか、工事人員不足等に伴う工事価格の高騰といった課題に
直面しているが、早期契約等により生じた契約差金を有効活用し、前年度のうちに工事に必要
となる物品調達を行うことで工期の短縮やそれに伴う人的リソースの軽減化を図るなど、限ら
れた予算の中で目標達成に向け、取り組んでいる。具体的には、工事で必要となる業者準備
品のうち、特に納期を要する物については前年度のうちに警察庁側で調達しておいて工事業
者に官給することで、これら物品の調達に係る期間を削減でき、工事期間を短縮できる。また、
工事期間を短縮することにより工事業者が確保する人員の確保期間・人数を削減できるため
結果的に工事費全体の削減にも繋がる。

なお、現時点までの進捗状況では全ての更新を令和７年度までに完了することが困難となっ
たため、令和８年度以降の工事完了に向けて整備スケジュールの調整、整備計画の見直し等
を行っている。

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞
Ｒ５年度の交換機更新工事において、納期が長期化していたネットワーク機器の一部をR4年

度中に先行調達して、Ｒ５年度工事で官給した。

＜地域条件等＞
地域や耐用年数によらず、無線中継所の定期的な点検・診断の結果や機器の障害発生状況

の統計データなどにより、修繕・更新が必要な箇所を選定している。

完了時期の考え方
加速化後の
完了時期

当初計画における
完了時期

施策名

必要な整備数と毎年度の平均的な予算規
模より算定。

令和７年度（一部）

令和８年度無線中継所の更新・改修

令和９年度
警察電話用交換装置の更新・
改修

令和９年度衛星通信システムの更新・改修

令和９年度
ヘリコプターテレビシステムの
更新・改修

④目標達成状況

＜目標達成状況判断の考え方＞

５か年加速化対策計画策定時は全ての更新を令和７年度までに完了することを計画してい

たが、物価高のほか、経年劣化が著しく運用に支障を来す障害が発生している機器の更新を

優先的に実施し、全数の完了は令和８年度以降となる見込みである。

□達成済み（見込み） □おおむね達成 達成困難達成状況

【３４－４】警察情報通信設備等に関する対策【警察庁】 （２／２）

４．今後の課題 ＜今後の目標設定や対策継続の考え方等＞

近年の災害発生状況や警察活動への影響を考慮しつつ、インフラ点検の推進により

損傷が軽微な早期段階での手当てによって施設の長寿命化を図り、設置年数のみで

画一的に判断するのではなく、経年劣化が著しく真に更新が必要な施設を判断しなが

ら整備計画を再検討するとともに、仕様を見直すなどして、多数の業者が入札に参加

できる取組を行い、引き続き実施中期計画に位置付け、着実な更新整備を推進する。

＜５か年加速化対策の目標達成に向けて生じた課題＞
近年の物価高、人件費高騰による影響を踏まえ、実施可能な対策の計画優先度を検討し、目標

年度を見直す必要が生じた。

＜加速化・深化の達成状況＞

５か年加速化対策により真に更新・改修が必要な情報通信設備等の更新・改修を当

初計画より前倒しで行った。

※計画当初の想定

５か年加速化対策（加速化・深化分）の各年予算執行額（累計）

Ｋ
Ｐ
Ｉ
達
成
率

％
100

５か年加速化対策（加速化・深化分）の各年予算執行額（累計）

着
手
済
み
率

％
100
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【３５】大規模災害等緊急消防援助隊充実強化対策【総務省】（１／２）

１．施策概要

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

近年、激甚化・頻発化する土砂・風水害や切迫化する南海トラフ地震などの大規模災害等に
備えるとともに、緊急消防援助隊の車両・資機材の老朽化を踏まえて、被害状況を早期に把
握するための国と地方自治体の情報共有体制の強化、新型コロナウイルス感染症対策を講
じた応援力の強化など、大規模災害時の広域的な消防防災体制の充実強化を図るため、緊
急消防援助隊の車両・資機材の適切な整備を行う。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響
＜KPI・指標の定義＞
①災害対応能力の向上を図るために緊急消防援助隊の車両・資機材の整備数
②後方支援体制向上のための車両の整備済数／必要数（10台）
③情報共有体制の強化に必要な資機材の整備の整備済数／必要数（92基）
④緊急消防援助隊への車両及び資機材を使用しての合同訓練回数

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

緊急消防援助隊の災害対応力の強化を図るため、後方支援体制の強化や情報共有体制の強
化などに必要な車両・資機材を整備することにより、激甚化・頻発化する土砂・風水害や切迫
化する南海トラフ地震などの大規模災害等に的確に対応できるようＫＰＩ、補足指標が進捗

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞

該当なし

目標値（年度）
R7R6R5R4R3

現状値（年度）
※計画策定時

単位
位置
づけ

指標
うち5か年

100
（R7）

100
（R7）

100806010100（R2）％
補足
指標

後方支援体制向上の
ための車両の整備率
（②）

５か年
アウト
プット

100
（R7）

100
（R7）

100757575740（R2）％
補足
指標

情報共有体制の強化
に必要な資機材の整
備率（③）

110程度
（R7）

110程度
（R7）

114898170690（R2）台KPI
緊急消防援助隊の車
両・資機材のうち特に
整備するもの（①）

-
５回

（R７）
11１１１１(R５)回

補足
指標

緊急消防援助隊の合
同訓練実施回数（④）

中長期
アウト
カム

累計R7R6R5R4R3指標

3,7721931481,2331,893305予算額（国費）

インプット

3,21506612031,650295執行済額（国費）

２．予算の状況（加速化・深化分） （百万円）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

・緊急消防援助隊の編成及び施設の整備等に係る基本的な事項に関する計画によ
り緊急消防援助隊の災害対応能力の強化を図るため、効率的な部隊運用ができ
るよう各車両及び資機材の配備を検討。

・国家的非常災害規模への対応に向けた段階的な整備として、近年の災害や各消
防機関での整備状況、整備に要する時間等を総合的に勘案し、概ね５年間の整備
目標を設定。

・ 全国の消防力のバランスを考慮しながら、配備が必要な都道府県への配備を完了
するため、特に整備が必要な車両として22台（後方支援体制の向上のための車両
として10台、救助活動体制の強化のための車両として12台）、情報共有体制の強
化の観点から配備を必要とする都道府県への配備等をするため、特に整備等が必
要な資機材等として92基として設定

・ 令和５年度末までに車両・資機材を配備したことで大規模災害時の広域的な消防
防災体制の充実強化が図られている。

目標値の
考え方、
見直し状況

・自らの予算で各消防本部が整備している車両等を把握しながら、大規模災害に的
確に対応するため、必要な車両・資機材の配備を実施。

予算投入に
おける配慮
事項

・全国の消防力のバランスを考慮しながら、大規模災害に的確な活動が行えるよう、
地域の実情に沿った配備を実施。

・緊急消防援助隊の活動を支える後方支援体制の強化については、全国に共通の
課題であり、全国的に整備を実施。

地域条件等
を踏まえた
対応

＜地域条件等＞

【整備目標と既配備数】
・ 全国への配備を目標とする。
・ 令和６年度までに後方支援体制向上のための車両を

３２台整備（青塗色）
※内、５か年加速化対策にて８台整備

（５か年加速化対策全体では10台を整備予定（＜KPI・指標の定義＞参照））

【後方支援体制の地域実情を踏まえ整備】
・ 都道府県大隊の規模（隊数）
・ 各県大隊の後方支援体制の構築状況

④目標達成状況

＜目標達成状況判断の考え方＞
 目標「110台」に対して、車両・資機材を計画的に調達したことによりKPIがR７年度に114台に到達し、目標を達成した。

達成済み（見込み） □おおむね達成 □達成困難達成状況

完了時期の考え方
加速化後の
完了時期

当初計画における
完了時期

施策名

配備する車両・資機材の配備完了する時期として位置づけ令和７年度令和12年度緊急消防援助隊の車両・資機材の整備

＜加速化・深化の達成状況＞

＜５か年加速化対策の目標達成に向けて生じた課題＞

【３５】大規模災害等緊急消防援助隊充実強化対策【総務省】 （２／２）

４．今後の課題 ＜今後の目標設定や対策継続の考え方等＞

緊急消防援助隊における車両・資機材の整備については、計画的に令和１２年度までに整備を完了する予定であったが、加速化対策により、完了時期を５年前倒しすることが
可能となった。

 計画当初に想定した事業量を確実に実施するため、計画的な事業執行及びコスト縮減の工夫に継続的に取り組み、当時の物価高や人件費高騰等への対応を図った。

近年の災害の激甚化・頻発化や被災範囲の広域化、活動の長期化等により、後方支援体制の確保や老朽化した装備への対応、人材育成の充実が課題となっている。
これらの課題に対応するため、実施中期計画に位置付けられているとおり、災害特性や被災環境に応じた機動性・汎用性の高い車両・資機材の整備を推進すると
ともに、後方支援体制の強化、装備の計画的な更新及び実践的な訓練の充実を図る。さらに、これらの取組を通じて、広域かつ長期にわたる災害対応を支える体
制の基盤を強化し、緊急消防援助隊の登録隊数の増強を推進することで、全国的な応援体制の実効性を高める。

100
％

100
％

5か年加速化対策の予算執行額（累計）0

Ｋ
Ｐ
Ｉ
達
成
率

１ 2

3

4

5

③目標達成に向けた工夫

＜直面した課題と対応状況＞
 新型コロナウイルス感染拡大に伴うサプライチェーンの影響による調達に対しての影響等があったが、作業工程等の見直しなどにより、順次対応を行っていた。

※計画当初の想定
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【３６】NBC災害等緊急消防援助隊充実強化対策【総務省】（１／２）

１．施策概要

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

土砂・風水害、震災等に伴うNBC災害等の特殊災害への対応体制の充実強化を図るため、
緊急消防援助隊の車両・資機材の老朽化を踏まえ、適切な整備を行う。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響
＜KPI・指標の定義＞
① NBC災害即応部隊のうち、所要のNBC災害対応資機材が整備された部隊数

[（NBC災害即応部隊のうち、所要のNBC災害対応資機材が整備された部隊数）/（緊急消防
援助隊のうち、毒性物質等が関連する災害に対して、高度かつ専門的な消防活動を行う部
隊数（54部隊））×100]

②全国の緊急消防援助隊に配備している放射性物質対応資器材のうち加速化対策で特に整
備するものとした目標値に対する整備した個数
[（分母のうち加速化対策で実際に整備した個数）/（全国の緊急消防援助隊に配備している
放射性物質対応資機材のうち加速化対策で特に整備するものとした数（9,908個））×100]

③整備資機材の活用技能を維持向上するために必要な専門訓練に対して、消防本部から参
加した年間参加人数

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

NBC災害等の特殊災害への対応体制の充実強化を図るために必要なNBC災害対応資機材
及び放射性物質対応資機材の整備を進めることによりKPIが進捗する。

また、整備資器材の効果的活用に資する専門訓練を毎年開催し、消防本部側が訓練に参加
することにより補足指標が維持される。

目標値（年度）
R7R6R5R4R3

現状値（年度）
※計画策定時

単位
位置
づけ

指標
うち5か年

54
（R7）

54
（R7）

54
(100)

52
(96)

52
(96)

24
(44)

6
(11)

0（R2）
部隊
（％）

KPI

NBC災害即応部隊54
部隊※のうち老朽化し
たNBC災害対応資機
材が最新の知見に基
づき整備された部隊数
及び率（①）

５か年
アウト
プット

9,908
（R7）

9,908
（R7）

9,908
(100)

9,716
(98)

9,458
(95)

8,954
(90)

6,300
(64)

0（R2）
個

（％）
KPI

全国の緊急消防援助
隊に配備している放射
性物質対応資器材の
うち特に整備した個数
及び率（②）

-
54人/年

度
（R7）

565656585256(R5)人
補足
指標

NBC災害対応資機材
を用いた専門訓練へ
の年間参加人数（③）

中長期
アウト
カム

累計R7R6R5R4R3指標

4,359931051,6711,723768予算額（国費）

インプット

4,0310941,6451,681609執行済額（国費）

２．予算の状況（加速化・深化分） （百万円）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

・①の目標値は、NBC災害即応部隊へ最新資機材を充足させることを目指し、当
該部隊の部隊数である54部隊とした。

・②の目標値は、全国の緊急消防援助隊に配備している放射性物質対応資器
材のうち加速化対策で特に整備が必要な資機材数である9,908個とした。

・③の目標値は、NBC災害即応部隊の隊員が専門訓練に毎年参加することを目
指し、各部隊から１名ずつ年間計54名を目標値とした。

・今後、NBC災害等の災害形態の変化や特異な災害等が発生した際には、類似
災害への対応に備えるため、必要な資器材の整備数や訓練回数等を見直し
ていく必要がある。

目標値の
考え方、
見直し状況

・土砂・風水害、震災等に伴うNBC災害等の特殊災害は、全国各地で発生しうる
ため、地域バランスや既に所有している資器材等の状況を考慮して、配備の
優先順位をつけている。

予算投入にお
ける配慮事項

・全国の消防力のバランスを考慮しながら、大規模災害に的確な活動が行える
よう、地域の実情に沿った対応を実施。

地域条件等を
踏まえた対応

＜地域条件等（NBC災害対応資機材の整備）＞

（R５旭川）：令和３年度整備 大都市圏を中心に６部隊へ整備
：令和４年度整備 地域バランスを考慮し、全国的に

１８部隊へ整備
：令和５年度整備 空白地域を中心に２８部隊へ整備
：その他（自主整備）
（複数年度で整備した場合、整備年度の早い方で表記）

（R３札幌）

（R４函館）

※緊急消防援助隊のうち、毒性物質等が関連する災害に対して、高度かつ専門的な消防活動を行う部隊（54部隊）

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞

NBC災害即応部隊への資機材整備については、対策の推進のほか、消防本部独自の対策等に
より、指標の値が変化する可能性がある。

NBC災害等の災害形態の変化や特異な災害等が発生した際には、類似災害への対応に備える
ため、資器材の整備数や訓練参加人数が変化する可能性がある。

＜直面した課題と対応状況＞

 新型コロナウイルスの感染拡大や世界的な半導体不足に伴うサプライチェーンの影響により、調達への影響等があったが、納品までの履行期限を十分に設けることなどによ

り、計画通りの進捗で順次資器材整備を行っている。

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞

■ 加速化により整備期間を短縮し、集中的に整備することにより調達単価の縮減等を見込んだ。

K
P
I

達
成
率

5か年加速化対策の予算執行額（累計）

【３６】NBC災害等緊急消防援助隊充実強化対策【総務省】 （２／２）

③目標達成に向けた工夫

④目標達成状況

＜目標達成状況判断の考え方＞

 目標である緊急消防援助隊のNBC資機材の適切な整備率に対して、５か年で計画

的に整備したことで、KPIが令和７年度に100％に到達し、目標を達成した。

達成済み（見込み） □おおむね達成 □達成困難達成状況

完了時期の考え方
加速化後の
完了時期

当初計画における
完了時期

施策名

10年間で特に必要な資機材の整備に
ついて、加速化対策の効果として算
定

令和７年度令和12年度
緊急消防援助隊の車両整
備等による災害対応力の強
化

＜加速化・深化の達成状況＞

４．今後の課題 ＜今後の目標設定や対策継続の考え方等＞

 加速化対策により、緊急消防援助隊における資機材の調達の着手、整備ともに、

目標達成時期を５年前倒し。

震災等に伴う化学工場や研究施設等での災害等において、何らかの有害物質が漏えい等した際には、原因物質を検知、特定し、その濃度や放射線量等を測定しな

がら活動することが必須である。その中、自然災害の激甚化に伴い、土砂・風水害、震災等によるNBC災害等の特殊災害の発生リスクについても上昇していることか

ら、実施中期計画と並行して災害の様相に合わせた新規資器材の導入や、それらを有効活用するための訓練内容や体制の充実強化に引き続き取り組んでいく。

100%

100%

1

2

1

2

55

KPI①NBC災害即応部隊54部隊の
うち老朽化したNBC災害対応資機
材が最新の知見に基づき整備され
た部隊の整備率

KPI②全国の緊急消防援助隊に配
備している放射性物質対応資器材
のうち特に整備したものの整備率

 該当なし
＜５か年加速化対策の目標達成に向けて生じた課題＞

33 44
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【３７】大規模災害等航空消防防災体制充実強化対策【総務省】（１／２）

１．施策概要

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

大規模災害等発生時、国として緊急消防援助隊の迅速な出動指示やその後の部隊運用を円
滑に行うため、国としての被災地への迅速な職員派遣や被害状況の早期把握のための航空
消防防災体制の充実強化を図るとともに、現状の救助活動などで活用される消防防災ヘリコ
プターの航空機・資機材等を更新整備し、国と連携した災害対応能力の向上と運航の安全性
向上を図る。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響
＜KPI・指標の定義＞

➀消防防災ヘリコプター（消防庁ヘリコプター含む。）の配備数
➁緊急消防援助隊への機体及び資機材を使用しての合同訓練回数

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

緊急消防援助隊の災害対応力の向上を図るため、現状の救助活動などで活用される消防防
災ヘリコプターを充実させることにより、ＫＰＩが進捗

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞

緊急消防援助隊の編成及び施設の整備等に係る基本的な事項に関する計画に基づ
き、機体配備数の増加や効率的な運用を図り、当該機体等を用いた訓練を実施する
ことにより、機体及び資機材への習熟が見込まれ、実災害発生時においても、緊急
消防援助隊の災害対応能力の向上と運航の安全性向上を図ることができる。

目標値（年度）
R7R6R5R4R3

現状値（年度）
※計画策定時

単
位

位置
づけ

指標
うち5か年

80程度
（R7）

80程度
（R7）

777777777674（R2）機KPI

【総務】消防防災ヘリコ
プター（消防庁ヘリコプ
ター含む。）の配備数
（①）

５か年
アウト
プット

1回/毎年
度

（Ｒ7）

1回/毎年
度

（Ｒ7）
11111１（R2）回

補足
指標

緊急消防援助隊の合
同訓練実施回数（➁）

中長期
アウト
カム

累計R7R6R5R4R3指標

3,080-3,080---予算額（国費）

インプット

3,076-3,076---執行済額（国費）

２．予算の状況（加速化・深化分） （百万円）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

・緊急消防援助隊の編成及び施設の整備等に係る基本的な事項に関する計画によ
り効率的な部隊運用ができるよう各車両及び資機材の配備を検討。

目標値の
考え方、
見直し状況

・ ヘリコプターの配備については、機体価格のみの計上ではなく、当該ヘリコプター
の維持管理費用、人員調整（確保、育成等）が各運航団体において必要となること
から、各運航団体と綿密な調整を実施しながら配備を実施。

予算投入に
おける配慮
事項

・全国の消防力のバランスを考慮しながら、大規模災害に的確な活動が行えるよう、
地域の実情に沿った配備を実施。

地域条件等
を踏まえた
対応

＜地域条件等＞

【消防防災ヘリコプターの配備状況】

③目標達成に向けた工夫

＜直面した課題と対応状況＞

 ヘリコプターの配備については、機体価格のみの計上ではなく、当該ヘリコプターの維持管理費用、人員調整（確保、育成等）が各運航団体において必要となることから、各

運航団体と綿密な調整を実施しながら配備を実施。

＜目標達成状況判断の考え方＞

 5か年を通じて、目標である80機程度を維持しており（令和７年
度時点で77機）、更に令和10年度には２機の新規配備が予定さ
れていることから、「おおむね達成」と判断。

 国際情勢の不安定化を受けて、国際的にヘリコプターの需要が
高まり、調達期間の長期化や、導入費用が高騰しているととも
に、各運航団体において導入に向けた関係機関との調整に時
間を要していること等により、配備計画に遅延が生じている。

 引き続き実施中期計画に位置付け、航空機及び資機材等も含
めた配備を図っていく。

完了時期の考え方
加速化後の
完了時期

当初計画における
完了時期

施策名

緊急消防援助隊の編成及び施設の整備等
に係る基本的な事項に関する計画の達成
年度に合わせ前倒し

令和７年度令和７年度以降航空機・資機材の整備

＜加速化・深化の達成状況＞

 加速化対策により、緊急消防援助隊における車両・資機材の調達の着手、整備ともに、完了時期を令和７年度に前倒しして設定。※計画当初の想定

【３７】大規模災害等航空消防防災体制充実強化対策【総務省】 （２／２）

④目標達成状況

４．今後の課題 ＜今後の目標設定や対策継続の考え方等＞

＜５か年加速化対策の目標達成に向けて生じた課題＞

 各自治体の配備計画に変更等があった場合、計画当初に想定した配備数を確保できるよう、コスト縮減等の工夫の継続により、昨今の物価高や人件費の高騰等への対応

が必要であった。

大規模災害等発生時、被災地への迅速な職員派遣や被害状況の早期把握のための消防防災ヘリコプター及び資機材の配備が必要である。実施中期計画に位置付け、

航空機・資機材等を配備し、国と連携した災害対応能力の向上と運航の安全性向上を図る。

□達成済み（見込み） おおむね達成 □達成困難達成状況

＜目標に対する消防防災ヘリコプター（消防庁ヘリコプター含む。）の配備状況

100％

５

Ｋ
Ｐ
Ｉ
達
成
率

５か年加速化対策の予算執行額（累計）100％

１

２ ４３
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【３８】地域防災力の中核を担う消防団に関する対策【総務省】（１／２）

１．施策概要

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

消防団の災害対応能力の向上のため、消防団が使用する車両・資機材の充実・強化を図る。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響

＜KPI・指標の定義＞

① (特に風水害に対応した十分な車両・資機材を備え救助活動等を行える消防団の数（※）)

/ （各年４月１日時点の消防団数） × 100

（※）風水害対策に必要な６つの資機材全てについて必要数が満たされた消防団

②～⑦ （各資機材について必要数が満たされた消防団の数）

/ （各年４月１日時点の消防団数） × 100

⑧ 各年４月１日時点の消防団数

⑨ 救助用資機材搭載型消防ポンプ自動車等の無償貸付車両を活用して

訓練を実施した回数

目標値（年度）
R7R6R5R4R3

現状値（年度）
※計画策定時

単
位

位置
づけ

指標
うち5か年

100
（R7）

100
（R12）

60.552.845.141.538.535.7（R2）％KPI

特に風水害に対応
した十分な車両・資
機材を備え救助活
動等を行える消防
団の割合（①）

５か年
アウト
プット

100
（R7）

100
（R12）

57.386.684.381.379.577.6（R2)％
補足
指標

排水ポンプの整備
率（②）

100
（R7）

100
（R12）

90.787.984.384.181.278.4（R2）％
補足
指標

ボートの整備率
（③）

100
（R7）

100
（R12）

87.284.380.281.079.177.9（R2）％
補足
指標

救命浮環の整備率
（④）

100
（R7）

100
（R12）

86.985.583.481.580.278.8（R2）％
補足
指標

フローティングロー
プの整備率（⑤）

100
（R7）

100
（R12）

92.491.489.086.686.085.5（R2）％
補足
指標

水のうの整備率
（⑥）

100
（R7）

100
（R12）

70.563.656.450.648.146.8（R2）％
補足
指標

高視認性雨衣の整
備率（⑦）

－－2,1692,1742,1772,1962,1982,199（R2）団
参考
指標

消防団数（⑧）参考

－－
調
査
中

1,80
6

1,164579108０（R２）回
補足
指標

無償貸付車両を活
用した訓練の実施
回数（⑨）

５か年
アウト
カム

累計R7R6R5R4R3指標

10,2302,2712,2242,2242,2241,287予算額（国費）
インプット

6,87301,5812,0752,1651,051執行済額（国費）

２．予算の状況（加速化・深化分） （百万円）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

・ 消防力の整備指針（平成12年消防庁告示第１号）及び消防団の装備の基準（昭

和63年消防庁告示第３号）において定める、地域特性を勘案した数や地域の実情

に応じて必要な数、分団等ごとに必要と認められる数量を各消防団で備える必要

がある。

・ 目標達成の考え方として、風水害対策に必要な主な６つの資機材全てについて必

要数が満たされた消防団としている。そのため、現状値としては比較的低い値と

なっているが、調査で把握しているそれぞれの資機材の達成状況については、ど

の資機材も80％程度目標を達成しているところであり、引き続き対策を推進する。

なお、加速化対策としては、上記の６つの資機材以外も補助対象として、消防団へ

の配備を支援している。

目標値の
考え方、
見直し状況

・ 過去の採択状況・実績等を考慮して予算を配分することで、全国の消防団で車

両・資機材の整備が促進されるよう配慮する。

予算投入に
おける配慮
事項

・ 令和６年能登半島地震による被災地域について、事業実施に当たる要望調査に

おいて、スケジュールに関して柔軟な対応を行う。

地域条件等
を踏まえた
対応

＜風水害対策に必要な主な６つの資機材＞

ボート 高視認性雨衣水のう排水ポンプ 救命浮環 フローティングロープ

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

消防団設備整備費補助金によって、市町村が消防団の救助用資機材等を整備する事業に対す

る補助を行ったこと等により、各消防団において風水害に対応した車両・資機材の整備が進んだ結

果、KPIが進捗している。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞

アウトプット（特に風水害に対応した十分な車両・資機材を備え救助活動等を行える消防団の割

合）については、本対策の推進のほか、各消防団において実施する車両・資機材の整備状況等に

より、変化するものと考えられる。

③目標達成に向けた工夫 ④目標達成状況

＜直面した課題と対応状況＞

＜目標達成状況判断の考え方＞
 目標達成の考え方として、風水害対策に必要な６つの資機材すべてについて必要数が満

たされた消防団としている。そのため、現状値としては比較的低い値となっているが、調査
で把握しているそれぞれの資機材の達成状況については、どの資機材も80％程度目標を
達成しているところ、引き続き対策を推進する。

 目標達成に向けては、風水害対策の必要性を周知することなどで対策の更なる加速化を
図る。

＜資機材の活用の工夫例＞

□達成済み（見込み） □おおむね達成 達成困難達成状況

完了時期の考え方
加速化後の
完了時期

当初計画における
完了時期

施策名

加速化対策により、各消防団におけ
る救助用資機材の整備を促進し、完
了時期を前倒し。

令和７年度令和７年度以降
地域防災力の中核を担う
消防団に関する対策

＜加速化・深化の達成状況＞
 加速化対策により、各消防団における救助用資機材の整備が促進され、完了時期が前倒

しされている。※計画当初の想定

＜５か年加速化対策の目標達成に向けて生じた課題＞
 自然災害の激甚化・頻発化により消防団の役割が多様化する中、各消防団において救助

用資機材の必要数が見直されることに伴い、新たに配備が必要な資機材の数量が増加し
た。また、それにより、目標達成していた消防団が目標達成の状態ではなくなることで、達
成率が想定より伸びなかった。

【３８】地域防災力の中核を担う消防団に関する対策【総務省】 （２／２）

100％

K
P
I

達
成
率

５か年加速化対策の予算執行率

令和６年９月２０日からの大雨に伴う
排水活動の様子

（石川県穴水町提供）

消防庁が無償貸付する消防ポンプ自動車等に備
えている消防ポンプや、小型動力ポンプ積載車等に
積載している可搬消防ポンプは、本来消火活動に用
いるものであるが、水害時における排水作業にも活
用されており、消防団の災害対応能力の向上に寄
与している。

石川県穴水町では、令和６年９月２０日からの大雨
に伴い、道路冠水が発生したところ、本事業を活用
して配備した救助用資機材搭載型消防ポンプ自動
車を用いることで、速やかな排水作業を実施するこ
とができた。

 災害が多様化する中、消防団に風水害に対応できる十分な車両・資機材が配備されていな
いことで、災害に対応できる十分な体制が構築されていない状況である。

 災害の多様化や新たなニーズを踏まえて補助対象メニューを変更しており、消防団の災害
対応能力の向上を図っている。

【消防庁が貸し付けた車両を用いて訓練を実施する様子】
補助対象資機材（チェーンソー）

の操作講習の様子

貸し付けた
無償貸付車両

0 100％

【KPI】 特に風水害に対応した十分な
車両・資機材を備え救助活動等を行
える消防団の割合

Ｒ３：4.4％ Ｒ４：9.0％ Ｒ５：14.6％

Ｒ７：38.6％

1 2 3 4

5

Ｒ６：26.6％

４．今後の課題 ＜今後の目標設定や対策継続の考え方等＞

 近年、災害が激甚化・頻発化していることに伴い、地域に密着し、地域防災力の中核となる
消防団の果たす役割がますます大きくなっている。

 能登半島地震では、消防団拠点施設の倒壊等により消防団車両の出動や資機材等の搬
出が行えなかった事例や、道路損壊等により通常の消防車両の通行が困難となり災害現
場への迅速な進出が行えなかった事例などが確認された。

 第１次国土強靱化実施中期計画（令和７年６月６日閣議決定）に位置づけられているとお
り、引き続き機動性の高い小型車両を中心に、救助用資機材等を搭載した車両を無償で
貸し付け、実践的かつ効果的な訓練を実施するとともに、小型・軽量化された資機材等の
整備の推進等により、消防団の災害対応能力の向上を引き続き図っていく必要がある。

消防団による消防ポンプ自動車
を活用した排水作業の様子

（石川県能登町提供）

補助対象資機材（ボート）
を用いた救助活動の様子
（福岡県うきは市提供）

補助対象資機材（ドローン）
を用いた災害対応講習の様子
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【３９－１】自衛隊の飛行場施設等の資機材等対策【防衛省】（１／２）

１．施策概要

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

災害を含むあらゆる事態において、自衛隊の使用する飛行場施設等
をはじめとするインフラ基盤の強靱性を強化するため、飛行場施設等
の復旧・活用等に必要な資機材等の取得について、中長期的かつ継
続的に整備し、自衛隊の安定的な運用を確保する。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響
＜KPI・指標の定義＞

①（自衛隊の飛行場施設等の資機材等の整備着手事業量）／
（自衛隊の飛行場施設等の資機材等の強化が必要な整備事業量）×１００％

②（自衛隊の飛行場施設等の資機材等の整備事業完了数）/
（自衛隊の飛行場施設等の資機材等の整備事業数）×100％

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

令和４年１２月に閣議決定された国家防衛戦略、防衛力整備計画において、大規模災
害時等における自衛隊施設の被災による機能低下を防ぐため、災害対策等を推進す
ることとされたことを踏まえ、インフラ基盤の強靱性を強化するための資機材等の整備
も大幅に進捗。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
該当なし

累計R7R6R5R4R3指標

4,4311672,0772161,9639予算額（国費）
インプット

4,1131662,0761521,7106執行済額（国費）

２．予算の状況（加速化・深化分） （百万円）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

・本事業は、インフラ基盤の強靱性を強化するための資機材等の整
備事業完了数をKPIとしている。

目標値の
考え方、
見直し状況

・台風の被害を受けた基地や、資機材等の老朽度に応じて優先的に
予算を投入。

予算投入に
おける配慮
事項

・激甚化・頻発化する大雨、台風の発生状況を踏まえ、優先順位をつ
けて対策。

地域条件等
を踏まえた
対応

目標値（年度）
R7R6R5R4R3

現状値（年度）
※計画策定時

単位
位置
づけ

指標100
うち5か年

100
（R7）

100
（R7）

---96630（R2）％
【旧】
KPI

【防衛】飛行場施設
等の資機材等の整
備率①※

中長期

アウト
プット

100
（Ｒ７）

100
（R７）

10081604070（R２）％
【新】
KPI

【防衛】飛行場施設
等の資機材等の整
備完了率（②）

91
（R7）

----33180（R2）％
【旧】
KPI

【防衛】全国の駐屯
地・基地を対象の
点検結果を踏まえ
た、自衛隊施設の
強化の整備着手率
（①）※

５か年

100
（Ｒ７）

100
（R７）

10081604070（R２）％
【新】
KPI

【防衛】飛行場施設
等の資機材等の整
備完了率（②）

-----------中長期
アウト
カム

【３９－１】自衛隊の飛行場施設等の資機材等対策【防衛省】 （２／２）

４．今後の課題 ＜今後の目標設定や対策継続の考え方等＞

近年、激甚化、頻発化する自然災害に対応するため、引き続き、飛行場施設等の復旧・活用等に必要な資機材等の取得について、中長期的かつ継続的に

整備し、自衛隊の安定的な運用を確保する。

③目標達成に向けた工夫

＜直面した課題と対応状況、取組例＞

④目標達成状況

達成済み（見込み） □おおむね達成 □達成困難達成状況

完了時期の考え方
加速化後の
完了時期

当初計画における
完了時期

施策名

自衛隊の飛行場施設等の資機材等の整備事業完了時期令和７年度令和１２年頃飛行場施設等の資機材等の整備

＜加速化・深化の達成状況＞

＜目標達成状況判断の考え方＞

自衛隊の飛行場施設等のインフラ基盤の強靱性を強化するため、台風の被害を受けた基地や、資機材等の老朽度に応じて優先的に資機材等を整備している。

防衛力整備計画を推進することにより飛行場施設等の資機材等の取得も
加速化が期待され、目標達成の見込み。

■本対策により完了時期を５年前倒し

＜５か年加速化対策の目標達成に向けて生じた課題＞
該当なし
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＜KPI・指標の定義＞

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

令和４年１２月に閣議決定された防衛力整備計画において、大規模災害時等における自衛
隊施設の被災による機能低下を防ぐため、被害想定が甚大かつ運用上重要な駐屯地・基地等
から、津波等の災害対策等を推進し、駐屯地・基地等の施設及びインフラの強靱化等を進める
こととされた。これらによって、自衛隊のインフラ基盤強化対策が大幅に進捗。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
該当なし

【３９－２】自衛隊のインフラ基盤強化対策【防衛省】（１／２）

１．施策概要

災害を含むあらゆる事態において、自衛隊の使用する飛行場施設・港湾施設等をはじめとするインフラ基
盤の強靱性を強化するため、点検を実施の上、自衛隊の飛行場施設・港湾施設等の更なる施設機能強
化について、中長期的かつ継続的に実施し、自衛隊の安定的な運用を確保する。

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

・令和２年１２月までに老朽度等を点検した結果を踏まえ、自衛隊施設の
インフラ基盤強化に必要な事業を金額ベースで計上。

・防衛力整備計画（令和４年１２月）において施設の強靱化を加速化する
こととしており、令和５年度までに目標値（金額ベース）を上回るインフラ
基盤強化事業の進捗。

・本事業のＫＰＩは、①整備着手率（金額ベース）で管理していたが、「実
施状況の在り方」を踏まえ、効果発現の進捗状況を明確に示すため②
整備完了率（事業数ベース）をＫＰＩとする見直しを行った。

目標値の
考え方、
見直し状況

・施設の重要度や緊急性、老朽度に応じて予算を投入。予算投入に
おける配慮
事項

・駐屯地・基地等の重要度や大規模自然災害の蓋然性に応じて優先順
位をつけ対策を実施。

地域条件等
を踏まえた
対応

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響

① （全国の駐屯地・基地のインフラ基盤の強化の整備着手事業量）
／（全国の駐屯地・基地のインフラ基盤の強化が必要な整備事業量）×１００％

② （R２年度時点で全国の駐屯地・基地のインフラ基盤の強化が必要とされた事業のうち完了した事業数）
／（R２年度時点で全国の駐屯地・基地のインフラ基盤の強化が必要とされた事業数）×１００％

目標値（年度）
R7R6R5R4R3

現状値（年度）
※計画策定時

単位
位置
づけ

指標
うち5か年

85
（R7）

100
（R8）

---3290（R2）％
【旧】
KPI

【防衛】全国の駐屯地・
基地を対象の点検結
果を踏まえた、インフラ
基盤の強化の整備着
手率（①）※

中長期

アウト
プット

56
（R7）

100
（R１１）

54493520130（R２）％
【新】
KPI

【防衛】全国の駐屯地・
基地を対象の点検結
果を踏まえた、インフラ
基盤の強化の整備完
了率（②）

85
（R7）

----3290（R2）％
【旧】
KPI

【防衛】全国の駐屯地・
基地を対象の点検結
果を踏まえた、インフラ
基盤の強化の整備着
手率（①）※

５か年

56
（R7）

-54493520130（R２）％
【新】
KPI

【防衛】全国の駐屯地・
基地を対象の点検結
果を踏まえた、インフラ
基盤の強化の整備完
了率（②）

----------中長期
アウト
カム

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

累計R7R6R5R4R3指標

32,93612,0244,86111,7372,7961,519予算額（国費）

インプット

22,9825,9994,5108,5902,5691,313執行済額（国費）

２．予算の状況（加速化・深化分） （百万円）

※ 令和４年12月に閣議決定された防衛力整備計画に基づき、施設の強靱化を更に加速化することとし、当初想定していた整備事業
量に基づく進捗管理が困難となったことから、当面の措置として、R２年度時点で整備を予定していた施設の対策完了数へとKPI
の見直しを実施。

④目標達成状況

＜目標達成状況判断の考え方＞

 今般の防衛力整備計画における自衛
隊施設の強靱化の施策は、国土強靱
化における自衛隊のインフラ基盤等の
強化対策にも資するものであり、防衛
力整備計画を推進することにより加速
化が期待され、R２年度時点で全国の
駐屯地・基地のインフラ基盤の強化が
必要とされた事業については、旧ＫＰＩ
（着手率（金額ベース））において目標達
成の見込み

□達成済み（見込み） おおむね達成 □達成困難達成状況

完了時期の考え方
加速化後の
完了時期

当初計画における
完了時期

施策名

旧KPIの対象施設について、完了までに必
要な工期等を踏まえ、完了時期として換算

令和１１年度
（完了ベース）

令和25年度
全国の駐屯地・基地の自衛隊
施設の整備

＜加速化・深化の達成状況＞

４．今後の課題 ＜今後の目標設定や対策継続の考え方等＞

【３９－２】自衛隊のインフラ基盤強化対策【防衛省】（２／２）

自衛隊の使用する飛行場施設・港湾施設等の耐災害性能の強化に係る整備を実施することにより、災害を含むあらゆる事態における部隊の迅速かつ適切な任務遂行を図るため、引き続き、本施
策を推進する必要がある。
また、今後、実施中期計画の策定に向けては、本施策の実施状況を踏まえつつ、新たに作成するマスタープランを基に、必要な検討を進めていく。

加速化対策により、完了時期を14年前倒しの見込み。※計画当初の想定

＜５か年加速化対策の目標達成に向けて生じた課題＞
令和５年度から７年度にかけたマスタープランを策定する過程において、強靱化の対象とす

るインフラ基盤等について改めて整理したことにより、目標設定を修正する必要が生じた。（今
回、目標達成に至らなかった要因）

③目標達成に向けた工夫

＜直面した課題と対応状況＞
 我が国が戦後最も厳しく複雑な安全保障環境に直面する中、防衛力の抜本的強化が必要となり、部隊運用の基盤となる施設の強靱化を図ることとなった。
 全国の駐屯地・基地に保有する２０，０００棟以上の施設を効率的に整備するため、駐屯地・基地等ごとの整備計画を策定の上、整備を実施する方針。
 現在、駐屯地・基地ごとの整備計画を策定中であり、その整備計画や施設の重要度を踏まえ優先順位を付けて整備を実施する。

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞

ＬＥＤ方式誘導路灯の導入

ハロゲン球

消費電力60ｗ

ＬＥＤ灯火

消費電力6ｗ

○ ランニングコスト縮減
○ 温室効果ガス発生削減
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【３９－３】自衛隊施設の建物等の強化対策【防衛省】（１／２）
１．施策概要

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

部隊運用の基盤となる自衛隊施設を安定的に維持するため、３ヵ年緊急対策も踏まえ再点検
を実施の上、自衛隊施設の建物等の耐震化対策、老朽化対策を始め耐災害性能の強化に繋
がる事業を実施する。

＜KPI・指標の定義＞
① （全国の駐屯地・基地の自衛隊施設の強化の整備着手事業量）

／（全国の駐屯地・基地の自衛隊施設の強化が必要な整備事業量）×１００％
② （R２年度時点で全国の駐屯地・基地の自衛隊施設の強化が必要とされた事業のうち完了した事業数）

／（R２年度時点で全国の駐屯地・基地の自衛隊施設の強化が必要とされた事業数）×１００％
③ （マスタープラン策定が完了した駐屯地・基地）／（全国の駐屯地・基地）×１００％

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞

目標値（年度）
R7R6R5R4R3

現状値（年度）
※計画策定時

単位
位置
づけ

指標
うち5か年

91
（R7）

100
（R8）

---33180（R2）％
【旧】
KPI

【防衛】全国の駐屯地・
基地を対象の点検結
果を踏まえた、自衛隊
施設の強化の整備着
手率（①）※

中長期

アウト
プット

55
（Ｒ７）

100
（R１１）

35262115100（R２）％
【新】
KPI

【防衛】全国の駐屯地・
基地を対象の点検結
果を踏まえた、自衛隊
施設の強化の整備完
了率（②）

－
100

（R７）
100----0（R５）％

補足
指標

【防衛】マスタープラン
の策定率（③）

91
（R7）

----33180（R2）％
【旧】
KPI

【防衛】全国の駐屯地・
基地を対象の点検結
果を踏まえた、自衛隊
施設の強化の整備着
手率（①）※

５か年

55
（Ｒ７）

-35262115100（R２）％
【新】
KPI

【防衛】全国の駐屯地・
基地を対象の点検結
果を踏まえた、自衛隊
施設の強化の整備完
了率（②）

----------中長期
アウト
カム

累計R7R6R5R4R3指標

60,72339,8196,4222,3683,5548,559予算額（国費）
インプット

39,50421,6245,7932,1523,2616,673執行済額（国費）

２．予算の状況（加速化・深化分） （百万円）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

令和４年１２月に閣議決定された防衛力整備計画において、大規模災害時等における自衛
隊施設の被災による機能低下を防ぐため、被害想定が甚大かつ運用上重要な駐屯地・基地等
から、津波等の災害対策等を推進し、駐屯地・基地等の施設及びインフラの強靱化等を進める
こととされた。これらによって、自衛隊施設の建物等の強化対策が大幅に進捗。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響

対策の優先度等の考え方

・令和２年１２月までに老朽度等を点検した結果を踏まえ、自衛隊施設の
建物等の強化に必要な事業を金額ベースで計上。

・防衛力整備計画（令和４年１２月）において施設の強靱化を加速化する
こととしており、令和７年度までに目標値（金額ベース）を上回るペース
で自衛隊施設の強化事業を推進。

・本事業のＫＰＩは、①整備着手率（金額ベース）で管理していたが、「実
施状況の在り方」を踏まえ、効果発現の進捗状況を明確に示すため②
整備完了率（事業数ベース）をＫＰＩとする見直しを行った。

・また令和７年度に完成する全国の駐屯地・基地の整備計画（マスター
プラン）に基づき、令和８年度以降に新たな指標（ＫＰＩ）の設定を検討す
る予定。

目標値の
考え方、
見直し状況

・施設の重要度や緊急性、老朽度に応じて予算を投入。予算投入に
おける配慮
事項

・駐屯地・基地等の重要度や大規模自然災害の蓋然性に応じて優先順
位をつけ対策を実施。

地域条件等
を踏まえた
対応

※ 令和４年12月に閣議決定された防衛力整備計画に基づき、施設の強靱化を更に加速化することとし、当初想定していた整備事業
量に基づく進捗管理が困難となったことから、当面の措置として、R２年度時点で整備を予定していた施設の対策完了数へとKPI
の見直しを実施。今後、マスタープランの策定が完了後、これに基づく更なるKPIの見直しを実施予定。

※ マスタープランとは、駐屯地・基地等の全体を２８３地区に区分して、保有する建物やライフラインなどについて、現状の把握・評価を
行い、施設の機能・重要度に応じた構造強化、離隔距離確保のための再配置・集約化等を含んだ整備計画

該当なし

④目標達成状況

＜目標達成状況判断の考え方＞

 今般の防衛力整備計画における自衛隊施
設の強靱化の施策は、国土強靱化における
自衛隊施設の建物等の強化対策にも資す
るものであり、防衛力整備計画を推進するこ
とにより加速化が期待され、R２年度時点で
全国の駐屯地・基地の自衛隊施設の強化
が必要とされた事業については、旧KPI（着
手率（金額ベース））において目標達成の見
込み。（旧KPI（着手率）で91%(R7)としていた
目標値は、新KPI（完了率）では55%(R7)とし
て換算）

□達成済み（見込み） □おおむね達成 達成困難達成状況

完了時期の考え方
加速化後の
完了時期

当初計画における
完了時期

施策名

旧KPIの対象施設について、完了までに必
要な工期等を踏まえ、完了時期として換算

令和11年度
（完了ベース）

令和25年度
全国の駐屯地・基地の自衛隊
施設の整備

＜加速化・深化の達成状況＞

【３９－３】自衛隊施設の建物等の強化対策【防衛省】 （２／２）

４．今後の課題 ＜今後の目標設定や対策継続の考え方等＞

自衛隊施設の耐震化対策、老朽化対策を始め耐災害性能の強化に係る整備を実施することにより、災害を含むあらゆる事態における部隊の迅速かつ適切な任務遂行を図るため、引き続き、本
施策を推進する。
また、今後、実施中期計画の策定に向けては、本施策の実施状況を踏まえつつ、新たに作成するマスタープランを基に、必要な検討を進めていく。

加速化対策により、完了時期を14年前倒しの見込み。※計画当初の想定

＜５か年加速化対策の目標設定に向けて生じた課題＞
令和５年度から７年度にかけたマスタープランを策定する過程において、強靱化の対象や優

先とする建物等について改めて整理したことにより、目標設定を修正する必要が生じた。（今回、
目標達成に至らなかった要因）

③目標達成に向けた工夫

＜直面した課題と対応状況＞

 我が国が戦後最も厳しく複雑な安全保障環境に直面する中、防衛力の抜本的強化が必要となり、部隊運用の基盤となる施設の強靱化を図ることとなった。
 全国の駐屯地・基地に保有する２０，０００棟以上の施設を効率的に整備するため、駐屯地・基地等ごとの整備計画を策定の上、整備を実施する方針。
 現在、駐屯地・基地ごとの整備計画を策定中であり、その整備計画や施設の重要度を踏まえ優先順位を付けて整備を実施する。

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞ 仙台駐屯地 倉庫

【分散された建物の集約化による
コスト縮減効果 約３億円
約１７億円 → 約１４億円】
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【４０】自治体庁舎等における非常用通信手段の確保対策【総務省】（１／２）

１．施策概要

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

災害発生時に地上通信網が途絶した際に外部と連絡を取るため、衛星通信を用いた非常用
通信手段を確保する。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響
＜KPI・指標の定義＞

（衛星通信による非常用通信手段を整備した市町村・消防本部の数）/（市町
村・消防本部の総数（2,467団体））×100

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

本対策による市町村・消防本部への支援により、各庁舎における衛星通信に
よる非常用通信手段の整備が進むことにより、KPIが進捗する。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞

該当なし

目標値（年度）
R7R6R5R4R3

現状値（年度）
※計画策定時

単位
位置
づけ

指標
うち5か年

-----------

中長期

アウト
プット

-----------

100
（R7）

-10010010010010093.3（R2）％KPI

【総務】衛星通信による
非常用通信手段を整
備した市町村・消防本
の割合（対象2,467団
体）

５か年

100
（R7）

-10010010010010093.3（R2）％
補足
指標

自治体庁舎等におけ
る非常用通信手段を
確保した市町村・消防
本部の割合（対象
2,467団体）

中長期
アウト
カム

累計R7R6R5R4R3指標

41--2021-予算額（国費）

インプット

17--133-執行済額（国費）

２．予算の状況（加速化・深化分） （百万円）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

災害発生時に地上通信網が途絶した際に、外部と連絡を取れ
るようにするため、令和７年度までに、全国全ての市町村・消
防本部において、衛星通信による非常用通信手段の整備を
行うこととしている。

目標値の
考え方、
見直し状況

地域衛星通信ネットワークの第３世代システム等の一体的整
備に当たっては、緊急防災・減災事業債の活用が可能。

予算投入に
おける配慮
事項

我が国では、全国どこでも自然災害が頻発する条件にあるこ
とから、地域に寄らず全国全ての市町村・消防本部に対して
支援を行っている。

地域条件等
を踏まえた
対応

＜地域条件等＞

※令和４年度以降は地域衛星通信ネットワークの第３世代システム等の一体的整備を推進

我が国では、全国どこでも自然災害が頻発する条件にあることから、地
域条件等によらず、地域衛星通信ネットワークの第３世代システム等に
ついて、都道府県庁と都道府県内の全市町村とを結ぶ一体的な整備を
推進

③目標達成に向けた工夫 ④目標達成状況

＜直面した課題と対応状況＞

衛星通信による非常用通信手段の整備が進まない自治体があったこ
とを踏まえ、これらの自治体に対してヒアリング等を実施することにより
整備を推進。

＜目標達成状況判断の考え方＞
R3年度補正予算の執行等により、すでに初年度末時点で目標を達成済み。

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞

100％

達成済み（見込み） □おおむね達成 □達成困難達成状況

完了時期の考え方
加速化後の
完了時期

当初計画における
完了時期

施策名

令和７年度までに全市町村・消防本部が地
域衛星通信ネットワークの第３世代システ
ムをはじめとした衛星通信による非常用通
信手段を整備

令和７年度令和９年度
市町村・消防本部における非常
用通信手段の整備

＜加速化・深化の達成状況＞

【４０】自治体庁舎等における非常用通信手段の確保対策【総務省】 （２／２）

地域衛星通信ネットワークの第３世代システム等の一体的な整備の推進

・ 「地域衛星通信ネットワーク」は、災害発生時における非常用通信手
段等として国（消防庁）、都道府県、市町村等を結ぶ衛星通信ネットワー
ク（運営：一般財団法人自治体衛星通信機構）。

・ 第２世代と比べて高性能かつ低コストな次世代システム（第３世代）に
ついて、全国の都道府県、市町村への配備を推進。

第２世代システムの課題

• 整備・維持コストが高く、衛星通信設備の設置数が減少
• 地上通信網の発展等に伴い、相対的に性能面に不満

第３世代システムの特徴

 整備コストを大きく削減可能

 機器小型化による設置場所の省スペース化

 性能面が大きく向上

① 大雨による通信障害が発生しにくい
② 災害現場で柔軟に設置・運用できる
③ 高画質な映像を送受信できる
④ データ通信による多様なアプリケーションを使用できる
⑤ インターネット経由で外部システムに接続できる

５か年加速化対策の予算執行額（累計）

＜５か年加速化対策の目標達成に向けて生じた課題＞
地域衛星通信ネットワークについては、現行システムの設備老朽化が課題となって
いた。従来と比べて高性能かつ低コストであるほか、専用通信網による安定的な通
信、画像等のやり取りにも十分な回線容量、一体的なネットワークといった条件を満
たす災害対応に資する衛星通信システムである地域衛星通信ネットワークの第３世
代システム等を全都道府県に整備することが重要である。

K
P
I

達
成
率

1 2 3 4 5

■本対策により完了時期を２年前倒し

４．今後の課題＜今後の目標設定や対策継続の考え方＞

本対策については、既に５か年加速化対策の目標を達成。
今後は、実施中期計画に基づき、令和９年度までに全国 47 都道府県における、
地域衛星通信ネットワークの第３世代システム等の整備を完了し、衛星通信回
線による非常要通信手段の高度化によって、情報伝達体制を充実させる。 

128



【４１】住民等への情報伝達手段の多重化・多様化対策【総務省】（１／２）
１．施策概要

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

災害情報伝達手段に関するアドバイザー派遣や各種会議での周知等により、全国の市区町
村における防災行政無線等の整備や戸別受信機の導入を促進することにより、情報伝達手
段の多重化・多様化を推進する。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響
＜KPI・指標の定義＞
①各年度において、自治体に対する希望調査を元に実施先・回数を決定した上
で実施したアドバイス会議の回数
②全国の自治体における、防災行政無線等の整備率※
※整備率＝防災行政無線等に該当する９手段を活用し、屋外スピーカー又は屋内受信機等に
より、市区町村が災害情報を放送できる体制が実現されている市区町村数/全国の市区町村
1,741団体

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

アドバイス会議の実施により、各自治体において防災行政無線等の検討・整備が進むことで、
KPIが進捗（表は防災行政無線等の整備率の推移）。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
・アウトカム指標については、対策の推進のほか、消防庁が防災行政無線等に該当
すると認める情報伝達手段の拡充により、指標の値が変化。

目標値（年度）
R7R6R5R4R3

現状値（年度）
※計画策定時

単位
位置
づけ

指標
うち5か年

---－-------

中長期

アウト
プット

---－-------

各年度に
おいて、自
治体に対
する希望

調査を元に
実施

-6050504839-回
補足
指標

全国の1,741市区町村
を対象とした希望調査
結果を踏まえ、当該年
度にアドバイス会議を
実施した回数①

５か年

100
（R7）

-

98.9
（見
通
し）

97.096.196.295.886.6（H30）％KPI

防災行政無線等の災
害情報伝達手段の整
備率(対象1,741団体)
②

５か年
アウト
カム

累計R7R6R5R4R3指標

11530262534-予算額（国費）

インプット

690161834-執行済額（国費）

２．予算の状況（加速化・深化分） （百万円）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

・防災行政無線等は、全ての市区町村の災害対応において重要な必須の設備であ
り、可能な限り早急に全国の自治体における整備率100％を達成すべきであるが、
整備主体となる自治体への周知期間、各自治体における整備に向けた検討、調達
等に必要な期間等を考慮し、令和7年度に整備率100％達成を目標値としている。

目標値の
考え方、
見直し状況

・ 防災行政無線等の未整備団体などに対して重点的にアドバイザーの派遣を行って
いる。

予算投入に
おける配慮
事項

・住民が各地に点在しているため整備コストが高額になる自治体、これまで大規模災
害を経験しておらず、災害についての意識が低い市区町村等、整備の妨げとなる
地域条件を整理し、該当する自治体に対して重点的にアドバイザーを派遣。

地域条件等
を踏まえた
対応

＜地域条件等＞

・防災行政無線等の整備状況について、令
和７年７月に公表するとともに、未整備団体
に対しては重点的にアドバイザーの派遣を
実施。

防災行政無線等の未整備団体一覧（53団体） 令和７年3月31日現在

100
％

③目標達成に向けた工夫 ④目標達成状況

＜直面した課題と対応状況＞

地域の特性や財源等の問題から、災害情報伝達手段の整備に困難を抱える
自治体が存在するため、そうした自治体には優先的にアドバイザー派遣を実施。

＜目標達成状況判断の考え方＞
・防災行政無線等の災害情報伝達手段の整備率については、令和７年度末時点にお
いて98.9％に達する見込みであり、残る20の自治体もほとんどが今後、整備を行う計画
があることから、目標をおおむね達成していると言える。防災行政無線等の未整備団
体などに対しては、引き続き重点的にアドバイザーを派遣するなどの対応を行っていく。

□達成済み（見込み） おおむね達成 □達成困難達成状況

完了時期の考え方
加速化後の
完了時期

当初計画における
完了時期

施策名

各自治体における整備
に向けた検討・調達等に
必要な期間等を考慮し

つつ、地域の実情に応じ
たアドバイスにより、全
国における防災情報伝
達手段の整備を前倒し

令和７年度令和25年度以降
防災行政無線等の災害情報伝達手段の
整備

＜加速化・深化の達成状況＞※計画当初の想定
５か年加速化対策の実施により、全市区町村における整備完了時期の前倒しを実現

＜５か年加速化対策の目標達成に向けて生じた課題＞
該当なし

【４１】住民等への情報伝達手段の多重化・多様化対策【総務省】 （２／２）

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞
防災行政無線等の整備状況を調査し、未整備団体については特に対策が必要な
自治体として、優先的にアドバイザー派遣を実施。

令和７年度アドバイザー派遣実施先一覧
各市町村に対して1回ずつ実施
アドバイザー会議実施後、各市区町村において災害情報伝達手段の整
備を順次検討開始

0

K
P
I

達
成
率

５か年加速化対策の予算執行額（累計）

【KPI②】防災行政無線等の災害情報伝達手段
の整備率(対象1,741団体)

１
２

５
４

３

４．今後の課題 ＜今後の目標設定や対策継続の考え方等＞
・防災⾏政無線等の未整備団体については、地域の特性や財源等の問題から、特に対策が必要である。
・そのため、毎年度の調査により整備の検討状況や災害情報伝達⼿段の現状を把握し、特に整備計画の途上にある団体については、計画に従って整備が進むよう、地域の実情に応じた助⾔
が可能なアドバイザーを優先的に派遣するなどの対策を実施し、引き続き目標の達成に取り組む。
・また防災⾏政無線等を整備済の団体についても、防災⾏政無線等が維持されるよう、同様の対策に努める。
・今後想定される技術の進歩に応じて、新たな災害情報伝達⼿段の検討・導入促進に努める。
・障害者や外国人などの多様な特性に配慮した、きめ細かい災害情報伝達⼿段の整備が求められていることを踏まえ、実施中期計画に多様な災害情報伝達⼿段の整備を目標として位置付
けている。
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【４２】消防指令システムの高度化等に係る対策【総務省】（１／２）

１．施策概要

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

消防本部間の連携を強化し災害時における消防本部の活動をより一層円滑化・高度化させる
ため、消防指令システムの高度化等に向け、外部システムとの連携等のための環境整備とし
て、データの出入り口（標準インターフェイス）を構築する。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響
＜KPI・指標の定義＞

①消防指令システムの高度化を図るため、消防庁により策定・公表された全国の消防本部で導
入可能な消防指令システムの標準インターフェイスの数
②各消防本部が標準インターフェイスをより迅速かつ容易に取り入れられるよう、消防庁により
策定・公表された消防指令システムの標準インターフェイス仕様書等の数
③（全国の消防本部のうち、消防指令システムの標準インターフェイスを導入した数）/（全国の
消防本部数（７２２か所））×100

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

①標準インターフェイスの構築作業により、策定・公表が完了した際に進捗が0から1となる。
②標準インターフェイス仕様書等の作成作業により、策定・公表が完了した際に進捗が0から1となる。
③消防庁が構築する標準インターフェイスや仕様書等の策定・公表により、各消防本部における導入が進
むことでKPIが進捗する。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
標準インターフェイス導入により、多様な緊急通報への対応や外部システムとの連携が可能と
なるため、標準インターフェイスの実装が進み有効性が明らかになれば、システム更新時期を
待たずに、各消防本部による標準インターフェイスの導入が促進され、進捗値に影響が生じる
可能性がある。

目標値（年度）
R7R6R5R4R3

現状値（年度）
※計画策定時

単位
位置
づけ

指標
うち5か年

１
(R6)

１
(R6)

111000（R2）個
補足
指標

消防指令システムの
標準インターフェイス
仕様書等の公表（②）

５か年
アウト
プット

１
（R5）

１
（R5）

111000（R2）個KPI
【総務】消防指令シス
テムの標準インター
フェイスの策定（➀）

20
(R7)

100
(R15)

確認
中

00000（R2）％
補足指

標

各消防本部における
消防指令システムの
標準インターフェイス
の導入率（③）

中長期
アウト
カム

累計R7R6R5R4R3指標

403--100303-予算額（国費）

インプット

383--91291-執行済額（国費）

２．予算の状況（加速化・深化分） （百万円）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

・近年のICT環境の変化を踏まえた消防指令システムの高度化を図り、システム調達、
維持コストの低減、他組織とのシステム連携に取る消防活動の効率化、通報手段
の多様化への対応、消防業務の効率化等の早期実現が不可欠であるため、全国
的に共通のシステムを整備することが必要であることを考慮し、令和５年度には標
準インターフェイスの策定を完了させる。

目標値の
考え方、
見直し状況

・国費により、令和５年度に標準インターフェイスを策定するともに、「消防指令システ
ムの調達仕様書ひな形」を作成・公表するなどし、各消防本部の調達に係る負担
の軽減を図る。

・また、各消防本部における標準インターフェイスの導入に当たっては、緊急防災・減
災事業債の活用が可能。

予算投入に
おける配慮
事項

・ 消防本部の規模によって必要な機能に差異があることから、上記「消防指令システ
ムの調達仕様書ひな形」については、規模別で作成・公表する。

地域条件等
を踏まえた
対応

＜地域条件等＞

n=722

③目標達成に向けた工夫 ④目標達成状況

＜直面した課題と対応状況＞
標準インターフェイスを定義する際に消防本部・指令システムベンダー・緊急通報サービス事

業者の３者のメリットを大きくするとともに、各消防本部の財政状況が厳しいため、なるべく低コ
ストで実現できる方法を検討し、標準仕様として策定した。

また、全国の消防本部に標準インターフェイスが導入されることでより相乗効果が発揮される
ため、各消防本部における導入の促進が極めて重要な課題である。

＜目標達成状況判断の考え方＞
令和5年度中に標準インターフェイスや調達仕様書ひな形の作成を完了させた。

なお、通常の消防指令システム更新サイクルを踏まえて、令和6年度以降10年間をメ
ドに各消防本部での導入を進める。KPIの進捗は、標準インターフェイスや仕様書等
の策定・公表をもって0から1となり、目標達成とした。このため、予算の執行に関わら
ず、途中年度は0％、達成年度に100％となった。＜標準インターフェイスの例＞

達成済み（見込み） □おおむね達成 □達成困難達成状況

＜５か年加速化対策の目標達成に向けて生じた課題＞
該当なし

＜加速化・深化の達成状況＞
 本対策により、標準仕様書の策定に加え、標準仕様書に基づいた社会実装に資

する試作物の構築までを令和５年度までに完了

【４２】消防指令システムの高度化等に係る対策【総務省】 （２／２）

●コスト面での工夫
システム改修費を抑えられるように、指令台側及び緊急通報サービスのコアなシステム部

分の改修が最小となる形を標準仕様として策定した。

●運用面での工夫
今まで定められていなかった緊急通報サービス側に条件を付すことで、セキュリティについ

ても分散して担保させることができるようにした

（目的）
世の中の緊急通報サービスにかかる最新のサービスを消防本部の指令センターで
容易に活用できるようにすることで住民サービスの向上を図ること

消防機関への緊急通報に係る標準インターフェイス

完了時期の考え方
加速化・深化後の内

容
当初計画における実
施内容

施策名

過去のインター
フェイス策定実績
を踏まえ、完了時
期を設定

標準仕様書の策定
に加え、標準仕様
書に基づいた試作
物を構築

標準仕様書の策定
のみ

消防指令システムの
高度化等に係る対策

0

K
P
I

達
成
率

５か年加速化対策の予算執行額（累計）

1 2

3

1 2

3

【KPI①】 消防指令システムの標準インターフェイスの策定

【KPI②】 消防指令システムの標準インターフェイス仕様書等の
公表

100％

45 4
5

４．今後の課題 ＜今後の目標設定や対策継続の考え方等＞
 消防指令システムの標準インターフェイスについて、各消防本部への導入促進に向けた取組を実施していく。今後、標準インターフェイスを活用し

ている消防本部の意見等を確認し、現状の標準インターフェイスの更新等を検討する。
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【４３】災害応急対策活動に必要となる官庁施設の電力の確保等対策【国土交通省】（１／２）

１．施策概要

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

災害応急対策の活動拠点となる官庁施設について、大規模災害が生じた際における災害応急
対策活動への支障のおそれを解消するため、自家発電設備、受変電設備改修等を実施する。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響

＜KPI・指標の定義＞
① (災害応急対策活動拠点として機能が確保されている施設)/（災害応急対策の活動

拠点となる合同庁舎等162施設）×100
② 災害応急対策の活動拠点となる合同庁舎等のうち、災害時に災害応急対策活動に支

障が発生した官庁施設数
③ 令和7年度に災害応急対策活動への支障の恐れが生じている施設のうち、対策済み

の施設の割合

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

災害応急対策の活動拠点となる官庁施設について、大規模災害が生じた際における災害
応急対策活動への支障のおそれを解消するため、自家発電設備、受変電設備改修等を実
施したことにより、ＫＰＩが進捗。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
該当なし

目標値（年度）
R7R6R5R4R3

現状値（年度）
※計画策定時

単位
位置
づけ

指標
うち5か年

75
（R7）

100
（R41）

757469656456（R1）％
補足
指標

災害応急対策の活動拠点とな
る官庁施設における電力確保
等のための対策の完了率（①）

中長期

アウト
プット

75
（R7）

757469656456（R1）％KPI
災害応急対策の活動拠点とな
る官庁施設における電力確保
等のための対策の実施率（①）

５か年

-
100

（R24）
00---0（R６）-

補足
指標

【国交】災害応急対策の活動拠
点となる合同庁舎（全国214施
設）のうち被災時の機能確保が
必要な施設（全国88施設）にお
ける対策（電力確保のための改
修、劣化箇所の改修等）の完了
率（③）

中長期

-
０

（R41）00000-件
補足
指標

災害応急対策の活動拠点とな
る合同庁舎等のうち、災害時に
災害応急対策活動の支障が発
生した官庁施設数（②）

中長期
アウト
カム

累計R7R6R5R4R3指標

8,5325642,2073,4042,122235予算額（国費）
インプット

7,1732412,1652,5842,005177執行済額（国費）

２．予算の状況（加速化・深化分） （百万円）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

・目標値は第５次社会資本整備重点計画（令和３年５月28日閣議決定）を踏
まえて設定。整備に要する時間・費用等を総合的に勘案し、概ね令和41年
度までに100％実施する整備目標、令和７年度までに75％実施する整備目
標を設定。

目標値の
考え方、
見直し状
況

・ 大規模災害が生じた際における災害応急対策活動への支障のおそれを
解消するため、災害応急対策の活動拠点となる官庁施設を対象とし、津波
の基準水位等必要な情報がそろった施設から順次実施している。

予算投入
における
配慮事項

・ 地域条件等を踏まえた対応はしていない。地域条件
等を踏ま
えた対応

③目標達成に向けた工夫

＜直面した課題と対応状況＞

昨今の物価高や人件費の高騰等を踏まえ、コスト縮減の取組を全国で実施し対応。

＜コスト縮減の取組例＞

②コスト縮減取組事例
（名古屋合同庁舎第１号
館）

①コスト縮減取組事例
（中央合同庁舎第６号館）

②コスト縮減の取組事例
（名古屋合同庁舎第１号館）

 工事施工中において情報共有システムを使用し、関
係者間調整を円滑にすることでコスト縮減に寄与する。

①コスト縮減の取組事例
（中央合同庁舎第６号館）

 重い発電装置の搬出入は人力では多くの作業員が必
要なため、重量物運搬用電動ローラーを活用した。操作
者及び監視員数名が少人数で搬出入ができるようにな
り、作業効率が向上するためコスト縮減に寄与する。

完了時期の考え方
加速化後の
完了時期

当初計画における
完了時期

施策名

当初計画における完了時期は第５次
社会資本整備重点計画に位置付けら
れた事業規模と毎年度の平均的な予
算規模により算定

令和41年度令和62年度

災害応急対策の活動拠点と
なる官庁施設における電力
確保等のための対策

＜加速化・深化の達成状況＞

■加速化対策により、災害応急対策の活動拠点となる官庁施設における電力確保等のための対策の完了時期を２１年前倒し。

＜５か年加速化対策の目標達成に向けて生じた課題＞

■昨今の物価高や人件費の高騰の中で、計画当初に想定した事業量を確保するため、コスト縮減や工期短縮等の取り組みを推進する必要があった。

【４３】災害応急対策活動に必要となる官庁施設の電力の確保等対策【国土交通省】 （２／２）

４．今後の課題 ＜今後の目標設定や対策継続の考え方等＞

官庁施設は老朽化が急速に進行しており、老朽化に伴う災害耐力の低下をもたらすことがないよう、防災・減災対策と老朽化対策を一体で実施する必要がある。
このことを踏まえて見直した施策・指標を第１次国土強靱化実施中期計画に位置づけ、防災拠点機能の確保を推進する。

＜目標達成状況判断の考え方＞

令和３年度補正予算以降の予算執行に応じて、KPIが着実に進捗し、令和７年度には

目標を達成。

達成済み（見込み） □おおむね達成 □達成困難達成状況

K
P
I

達
成
率

５か年加速化対策の予算執行額（累計）

1 【KPI】災害応急対策の活動拠点となる官庁
施設における電力確保等のための
対策の完了率

100％

0％

4
5

2

3

④目標達成状況
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【４４】休廃止鉱山鉱害防止等工事に関する対策【経済産業省】（１／２）

１．施策概要

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

休廃止鉱山からの重金属漏出による水質の汚濁、農用地の汚染等による健康被害、農作物
被害等による国土の荒廃を防止するため、休廃止鉱山の集積場の耐震化調査で耐震基準に
不適合であった集積場の対策工事、及び外部有識者による鉱害防止技術委員会にて早急に
対策すべき坑道対策工事等のうち、特に緊急性の高い事業について対策を講じる。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響
＜KPI・指標の定義＞

① 全国の鉱山集積場の耐震化工事を実施する集積場（21件）を対象に、工事を完了した集積場の割合
② 全国の重点坑道対策工事を実施する坑道（1件）を対象に、工事を完了した坑道の割合

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

耐震化等が必要な集積場、坑道に対策工事を実施することでKPIが進捗。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
該当なし

目標値（年度）

R7R6R5R4R3
現状値（年度）
※計画策定時

単位
位置
づけ

指標

うち5か年

61.8
（R7）

-50.050.050.050.050.050.0（R2）%KPI

【経産】鉱山集積場の
耐震化工事及び重点
坑道対策工事の工事
完了率<集積場>①

５か年
アウト
プット

100
（R6）

-1001000000（R2）%KPI

【経産】鉱山集積場の
耐震化工事及び重点
坑道対策工事の工事
完了率<重点坑道>②

-----------中長期
アウト
カム

累計R7R6R5R4R3指標

1724607--973145予算額（国費）
インプット

4150--33778執行済額（国費）

２．予算の状況（加速化・深化分） （百万円）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

・目標値は、金属鉱業等鉱害対策特別措置法に基づく｢特定施設に係る

鉱害防止事業の実施に関する基本方針（以下｢基本方針｣という。）｣等

を踏まえて設定。

・基本方針では、鉱害防止事業の計画的な実施を図るため必要な事項と

して、鉱害防止工事残存工事の早期完了を掲げており、その妥当性、

緊要性、効率性等の観点から優先順位付けを行いながら、早期完了を

図るとしており、基本方針に基づく要対策箇所21集積場、1坑道を目標

値の設定対象とした（なお、1坑道については、外部有識者による鉱害

防止技術委員会にて工事工法等の検討を実施）。

目標値の考

え方、見直し

状況

・ 耐震基準不適合であった集積場、外部有識者による鉱山防止技術委

員会にて早急に対策を講じるべきと指摘のあった坑道対策工事等のう

ち、緊急性の高い事業に優先的に予算を投入。

予算投入に

おける配慮

事項

・ 激甚化・頻発化する豪雨災害、切迫性が指摘されている大規模地震に

備え、地域によらず、対策が必要な休廃止鉱山において対策内容を検

討。

地域条件等

を踏まえた

対応

＜地域条件等＞上記のとおり

【４４】休廃止鉱山鉱害防止等工事に関する対策【経済産業省】 （２／２）

４．今後の課題 ＜今後の目標設定や対策継続の考え方等＞

■近年、自然災害が激甚化・頻発化しており、切迫性が高いとされる大規模地震
が指摘されており、全国どこかで災害が発生している。

■こうした状況を踏まえ、その妥当性、緊要性、効率性の観点から優先順位付け
を行いながら、鉱害を防止するために必要な工事（集積場の耐震化工事等）の早
期完了を図っていく必要がある。

＜目標達成状況判断の考え方＞
坑道対策工事については、計画どお
り加速化、令和６年度に工事を完了。
しかし、集積場の耐震化工事につい
ては、不測の事態が発生し、工事期
間延長などで、達成が困難となった。

□達成済み □おおむね達成 達成困難達成状況

完了時期の考え方
加速化後の
完了時期

当初計画における
完了時期

施策名

加速化対策を踏まえ、事業規模と毎年度
の平均的な予算規模より算定

令和７年度令和12年度鉱山集積場の耐震化工事

加速化対策を踏まえ、事業規模と毎年度
の平均的な予算規模より算定

令和６年度令和９年度重点坑道対策工事

＜加速化・深化の達成状況＞
R3、R4まで国土強靱化予算（加速化・深化分）を措置し、対策工事を加速化するとと
もに、完了時期を下記のとおり前倒し（※計画当初の想定）。

100％
K
P
I

達
成
率

５か年加速化対策の予算執行額（累計）

1

2

3

4
5

【KPI】鉱山集積場の耐震化工事及び
重点坑道対策工事の完了工事割合

②重点坑道①集積場

※実際は、加速化・
深化分以外の予算も
措置している

1 ２ ３ ４ 5

④目標達成状況

③目標達成に向けた工夫

＜直面した課題と対応状況＞

 予算の執行に当たっては、事業期間の延長により、繰越しが発生した事案もあっ

たが、坑道対策工事については、着実な執行により、事業を完了させている。

＜ ５か年加速化対策の目標達成に向けて生じた課題＞

集積場の耐震化工事については、集積場は坑道のように閉じた空間ではなく、山間部
に位置しているところ、近年の豪雨など自然災害の激甚化の影響もあり、道路の寸断
など不測の事態が発生し、予算の確保ができても、予定通りの工事ができなくなるとい
う事態が発生した。
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【４５】防災・減災の基盤となる地籍調査重点対策【国土交通省】（１／２）

１．施策概要

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

激甚化・頻発化する豪雨災害等を踏まえ、今後土砂災害等が発生する可能性が高いエリア
（土砂災害特別警戒区域等）のうち、人家や重要インフラへの影響が大きいなど特に緊急性
が高い地域において地籍調査を実施する。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響

※令和６年度については緊急対応枠分を含む

＜KPI・指標の定義＞

①第７次国土調査事業十箇年計画に基づき、10年間に調査対象地域全体で実施すべき地籍調査の
進捗率（%）
【地籍整備が実施された面積／全国土（377,974km2）から国有林野及び公有水面等を除いた地域の面積】

②第７次国土調査事業十箇年計画に基づき、10年間に優先実施地域で実施すべき地籍調査の進捗
率（%）
【地籍整備が実施された面積／土地区画整理事業等の実施により地籍が一定程度明らかになっている地域及び
大規模な国・公有地等の土地取引が行われる可能性が低い地域（防災対策、社会資本整備等のために調査の優
先度が高い地域を除く。）を、地籍調査対象地域から除いた地域の面積】

③今後土砂災害等が発生する可能性が高いエリアのうち、土砂災害特別警戒区域等の特に緊急性
が高い地域を対象とした地籍調査の実施面積（㎢）
④今後土砂災害等が発生する可能性が高いエリアのうち、土砂災害特別警戒区域等の特に緊急性
が高い地域を対象とした地籍調査の実施面積において、目標年度までに地籍調査を実施する予定
の面積のうち、地籍調査を実施した面積の割合（％）（令和７年度目標540㎢に対する割合）

２．予算の状況（加速化・深化分） （百万円）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

・目標値は第7次国土調査事業十箇年計画を踏まえて設定。
・第7次国土調査事業十箇年計画では、地籍調査の優先実施地域を中心に地籍の

明確化を促進するため、令和2年度からの十箇年（令和11年度まで）に実施すべき
国土調査事業の量及び調査の迅速かつ効率的な実施を図るための措置に関する
事項を定めている。

・第7次国土調査事業十箇年計画では、地籍調査対象地域全体（287,966㎢）での進
捗率の目標を全国で52％（令和元年度末時点）から57％（令和11年度末時点）、優
先実施地域（188,694㎢）での進捗率を全国で79％から87％とすることを目標とし、
この達成を中長期の目標値として設定。

・優先実施地域の中で、今後土砂災害等が発生する可能性が高いエリアのうち、土砂災
害特別警戒区域等の特に緊急性が高い地域を対象とした地籍調査の実施面積（540
㎢）を5か年加速化対策のKPIとして設定。

目標値の
考え方、
見直し状況

・5か年加速化対策に基づき、今後土砂災害等が発生する可能性が高いエリアのう
ち、人家や重要インフラへの影響が大きいなど特に緊急性が高い地域を対象とし
た地籍調査に優先的に予算を投入。

予算投入に
おける配慮
事項

・土砂災害特別警戒区域等の特に緊急性が高い地域を対象として地籍調査を実施地域条件等
を踏まえた
対応

＜地域条件等＞

目標値（年度）
R7R6R5R4R3

現状値（年度）
※計画策定時

単
位

位置
づけ

指標
うち5か年

-
57

（R11）
53

見込み
5353525252（R1）％KPI

【国交】地籍調査の対象地
域全体での進捗率（①）

中長期

アウト
プット

-
87

（R11）
81

見込み
8180808079（R1）％KPI

【国交】地籍調査の優先実
施地域での進捗率（②）

540
（R7）

-
694

見込み
663513343970（R2）㎢KPI

【国交】今後土砂災害等が
発生する可能性が高いエリ
アのうち、土砂災害特別警
戒区域等の特に緊急性が
高い地域を対象とした地籍
調査の実施面積（③）

５か年

100
（R7）

-
129

見込み
1239564180（R2）％

補足
指標

【国交】今後土砂災害等が
発生する可能性が高いエリ
アのうち、土砂災害特別警
戒区域等の特に緊急性が
高い地域を対象とした地籍
調査の進捗率（④）

５か年

---------中長期
アウト
カム

【土砂災害特別警戒区域等の特に緊急性が高い地域】
・土砂災害特別警戒区域
・地すべり防止区域
・急傾斜地崩壊危険区域
・災害危険区域

累計R7R6※R5R4R3指標

15,1001,0003,6003,5005,0002,000予算額（国費）

インプット

13,96713,5113,4954,9641,994執行済額（国費）

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

地籍調査の実施によりKPIが進捗。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞

・ なし

③目標達成に向けた工夫 ④目標達成状況

＜直面した課題と対応状況＞
地籍調査では、土地の境界を明確にするため、土地所有者の立会いによる筆界確認や測量

作業に時間や経費を要していること等の理由から進捗が遅れており、それらの課題への対応
が必要。そのため、改正した国土調査法等に基づき地籍調査の円滑化・迅速化を図るための
効率的手法の導入を進める。

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞

達成済み（見込み） □おおむね達成 □達成困難達成状況

完了時期の考え方
加速化後の
完了時期

当初計画における
完了時期

施策名

第7次国土調査事業十箇年計画に位置付
けられた事業規模と毎年度の平均的な予
算規模より算定

令和６年度令和11年度
土砂災害特別警戒区域等の特
に緊急性が高い地域を対象とし
た地籍調査の実施

＜加速化・深化の達成状況＞

【４５】防災・減災の基盤となる地籍調査重点対策【国土交通省】 （２／２）

◎令和2年度よりリモートセンシングデータを活用した地籍調査の新手法を導入
■測量作業の効率化

→現地での測量作業によるコストを削減
→従来よりも広範囲の測量が可能

現状

土地所有者等が現地立会し土地の境界位置を確認 集会場等に集まり、リモセンデータから
土地境界位置を確認

現地に測量機器を設置し、土地の境界点の
座標値を測量

主要な基準点のみ現地測量し、上空からの写真
や画像上から土地の境界点の座標値を算出

現状

■土地所有者の現地立会の負担軽減
→現地立会に必要な期間や人員等を削減

横地地区

鳥取県八頭町横地地区

2.26㎢調査面積

1,127筆調査筆数

乙２精度区分

1/1000縮尺

・実施地区事例

＜目標達成状況判断の考え方＞
 目標540㎢に対して、令和6年度663㎢に到達し達成した。

加速化対策により、土砂災害特別警戒区域等の特に緊急性が高い地域を対象とした地籍調
査の実施面積を５年前倒し。

＜５か年加速化対策の目標達成に向けて生じた新たな課題＞
特になし

４．今後の課題 ＜今後の目標設定や対策継続の考え方等＞
 ５カ年加速化対策策定当初に設定したＫＰＩは達成済みである。

 実施中期計画において、今後土砂災害等が発生する可能性が高いエリアのうち、特に災害復旧・復興の緊急度の高いエリア（住宅地等）の地籍調査の完了率100%を目標とする。
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【４６】グリーンインフラを活用した防災・減災対策【国土交通省】（１／２）

１．施策概要

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

グリーンインフラの社会実装を加速化させるため、産学官の多様な主体が参画しグリーンインフラの社会
的な普及、活用技術やその効果評価等に関する調査・研究、資金調達手法等の検討を進める「グリーン
インフラ官民連携プラットフォーム（R2.3創設）」において、防災・減災等に資するグリーンインフラの社会的
な普及、技術に関する調査・研究等を推進するとともに、雨水の貯留浸透機能等の高いグリーンインフラ
の創出・保全等災害の低減に資する取組を支援する。

※令和６,７年度については緊急対応枠分を含む

目標値（年度）
R7R6R5R4R3

現状値（年度）
※計画策定時

単位
位置
づけ

指標 うち5か
年

90
（R7）

100
（R8）

907750373010（R2）％
補足
指標

【国交】全国の主要都市（30都市を
想定）における防災・減災に資する
グリーンインフラの取組み実施率
（①）

中長期

アウト
プット

90
（R7）

-907750373010（R2）％KPI

【国交】全国の主要都市（30都市を
想定）における防災・減災に資する
グリーンインフラの取組み実施率
（①）

５か年

70
（R7）

70
（R7）

60514724163（R2）
自治
体

KPI

【国交】グリーンインフラ官民連携プ
ラットフォームに登録している自治体
のうち、グリーンインフラの取組を事
業化した自治体数（②）

-
100

（R18）
26221411-11（R4）％

補足
指標

【国交】緑の基本計画に浸水被害の
軽減に資するグリーンインフラの活
用を位置付けた都市（約100都市（令
和4年度末時点））における取組完了
率（③）

中長期

-
100

（R12）
423431161016（R4）％

補足
指標

【国交】グリーンインフラ官民連携プ
ラットフォームに登録している地方公
共団体（150団体（令和12 年度末時
点想定））における取組完了率（④）

中長期

-----------中長期
アウト
カム

累計R7※R6※R5R4R3指標

1,21938039521018450予算額（国費）

インプット

790037518018450執行済額（国費）

２．予算の状況（加速化・深化分） （百万円）

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響
＜KPI・指標の定義＞

①（分母のうち、防災・減災に資するグリーンインフラに取り組む都市※ ）／（先進的にグリーンインフラを実践することを想定した全国の主要都市（３０都市））×１００

※防災・減災に関する定量的な指標を設定し、グリーンインフラ活用型都市構築支援事業によりグリーンインフラを導入した都市数

②グリーンインフラ官民連携プラットフォームに登録している自治体（R4年度末時点：103自治体）のうち、事業予算を用いてグリーンインフラの取組を実施した自治体数（アンケー

ト調査による）

③（分母のうち、雨水貯留浸透量の増加等の浸水被害の軽減に資する定量的な効果を設定したグリーンインフラの取組みが完了した都市数）／（浸水被害の軽減に資するグ

リーンインフラの活用に関する方針を定めた緑の基本計画策定都市数（令和４年度末時点）（約100都市※現行30都市に加えて約70都市））

④（グリーンインフラ官民連携プラットフォームに登録している自治体に対するアンケート調査において、「予算を活用してグリーンインフラに関する取組を実施した」と回答した自

治体数：アンケート調査）／（実績を踏まえた目標数：150自治体）

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

①緑の基本計画等に基づき、防災・減災に関する定量的な指標（例：下水道への負荷軽減量等）を設定しているグリーンインフラ事業に対して

支援を行うことで、防災・減災に資するグリーンインフラの社会実装が進み、KPI・補足指標が進捗。

②本対策による地域実証とその知見の横展開により、グリーンインフラの考え方に基づく公共投資実績が増大し、KPI値に反映される。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞

（特になし）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

・KPI①について、全国の主要都市（政令市：２０都市、全国１０ブロック（北海道、東北、
関東、北陸、中部、近畿、中国、四国、九州、沖縄）の各ブロックにおける政令市以
外の都市：１０都市）において先進的にグリーンインフラを実践することを想定して、
目標値を設定。

・KPI②について、R3年度までは自治体計画に基づく取組実施を「事業化」の根拠とし
ていたが、実績ベースのKPIが望ましいことから、R4年度より事業予算の活用有無
に定義を狭めた。

目標値の
考え方、
見直し状況

・防災・減災対策に資するグリーンインフラを推進する観点から、防災・減災に関する
定量的な指標を設定している事業に限り予算を投入。

・グリーンインフラに係る先進技術を推進するため、実証実験内容を導入可能性・実
現可能性・技術革新性の観点から優れる事業に限り予算を投入。

予算投入に
おける配慮
事項

・自然環境が有する多様な機能を活用して地域課題を解決する観点から、各都市で
作成するグリーンインフラ活用型都市構築支援事業計画に基づき、地域特性に応
じた対策を実施。

・特に地方部ではグリーンインフラに関する情報浸透が途上のため、官民連携プラッ
トフォームへの参加促進に向け説明会や展覧等を随時実施。

地域条件等
を踏まえた
対応

 気候変動に伴う降雨量や洪水発生頻度の増加が今後も懸念される状況。

 雨水貯留浸透機能の高いグリーンインフラの導入を全国的に推進し、浸水による人命・財産、社会経済活動への被害・影響を軽減する必要がある。
 上位計画との連携の必要性等を踏まえて見直した指標を第１次国土強靱化実施中期計画に位置づけ、引き続き自治体等によるグリーンインフラの事業化に向けた支援を実施。

４．今後の課題 ＜今後の目標設定や対策継続の考え方等＞

④目標達成状況

＜目標達成状況判断の考え方＞
 KPI①に関しては、KPI達成率が100％となっており、目標を達成済みである。
 KPI②に関しては、KPI達成率が85％となっており、期間中の目標達成が困難であっ

た。グリーンインフラは比較的新しい施策であったため、予算を投入して事業化する
ためには、自治体内の理解醸成、予算要求、計画、工事発注など複数年の期間を
経て実施されることが多く、想像以上に自治体内の合意形成に時間がかかるケー
スが多かった。

□達成済み（見込み） □おおむね達成 □達成困難達成状況

＜加速化・深化の達成状況＞
 加速化対策により、完了時期を前倒し。※計画当初の想定

完了時期の考え方
加速化後の
完了時期

当初計画における
完了時期

施策名

令和２年度時点で必要とされた事業規模と
毎年度の平均的な予算規模より算定

令和８年度令和11年度
全国の主要都市における防災・
減災に資するグリーンインフラ
の取組み

令和２年度時点で必要とされた事業規模と
毎年度の平均的な予算規模より算定

令和７年度令和12年度
グリーンインフラ官民連携プラッ
トフォームに登録している自治
体の事業実施

【４６】グリーンインフラを活用した防災・減災対策【国土交通省】（２／２）

＜５か年加速化対策の目標達成に向けて生じた課題＞
 昨今の物価高の影響により、自治体の中でグリーンインフラのために新規予算を獲得する

ことが極めて困難な状況であった。
 技術系職員が不足している中、新しいグリーンインフラに取り組む体制づくりが困難であっ

た

③目標達成に向けた工夫

＜直面した課題と対応状況＞
・ 自然環境が有する機能を活用するグリーンインフラは、整備後に適切に育成・管理することで、

高い防災・減災機能を発揮することから、整備後のグリーンインフラを官民連携で管理すると
いった工夫を実施。

グリーンインフラの機能維持の取組事例 （京都府京都市）

雨水貯留浸透能力を有する雨庭

• 防災・減災に資するグリーンインフラを適切に育成・管理するために、市による管理
だけでなく、「京都市街路樹サポーター制度」等を活用したボランティアによる雨庭の
管理を実施し、雨庭の有する雨水貯留浸透機能を維持している。

京都市街路樹サポーター制度の概要

＜取組事例＞

✓
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目標値（年度）
R7R6R5R4R3

現状値（年度）
※計画策定時

単位
位置
づけ

指標
うち5か年

40
（R5）

-7465.065.072.576.9
62.2
（R2）

％
補足
指標

指定管理鳥獣捕獲等事
業実施計画のニホンジ
カ捕獲目標の８割以上
を達成した都道府県の
割合（①-1）

５か年

アウト
プット

25
（R5）

-7364.048.050.022.7
50.0
（R2）

％
補足
指標

指定管理鳥獣捕獲等事
業実施計画のイノシシ
捕獲目標の８割以上を
達成した都道府県の割
合（①-2）

５か年

54
（R12）

100
（R27)

2735363836
35

(R6)
％

補足
指標

【環境】指定管理鳥獣に
よる植生への影響が報
告されている調査地点
の面積（19500ha）のうち、
林床被度(50％以上)の
確保率

中長期
アウト
カム 【旧】155

（暫定値）

(R7)

【新】155
（暫定値）

(R10)
244273303

（暫定値）

309
（暫定値）

312
（暫定値）

314（暫定値）

(R2)
万頭KPI

【環境】ニホンジカの生
息数（②-1）

【旧】64
（暫定値）

(R7)

【新】64
（暫定値）

(R10)
99110122

（暫定値）

120
（暫定値）

127
（暫定値）

143（暫定値）

(R2)
万頭KPI

【環境】イノシシの生息
数（②-2）

【４７】指定管理鳥獣捕獲等に関する対策【環境省】（１／２）

１．施策概要

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

森林等における植生の食害等による表土流出や生態系等への被害をもたらす指定管理鳥獣
の生息密度を適正なレベルに減少させるため、森林等の生息密度が高い地域において、都
道府県等が指定管理鳥獣の捕獲等を実施する。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響

累計R7R6R5R4R3指標

3,000--3003002,400予算額（国費）

インプット

2,440--3003001,840執行済額（国費）

２．予算の状況（加速化・深化分） （百万円）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

・目標値については、平成25年12月に、環境省と農林水産省が共同で取りまとめた「抜本的な
鳥獣捕獲強化対策」に基づき設定。

・「抜本的な鳥獣捕獲強化対策」の中では、当面の捕獲目標として、ニホンジカ、イノシシの個体
数を令和５年度までに平成23年度比で半減させることを目指すこととしており、５か年対策の
目標値についても同様に設定。

・ニホンジカ・イノシシの推定個体数と将来予測に基づき、ニホンジカの半減目標については現
状の捕獲率では目標達成が令和13年度と見込まれることから、最大限前倒しして目標を達成
するため令和10年度までに見直し、イノシシについては、令和５年度の目標達成に向けて個
体数が順調に減少しており、引き続き捕獲圧をかけ、個体数の回復抑制に努めることとした
（半減目標の達成期限を令和10年度までに延長した。）。

・土壌流出の防止をより直接的に評価可能な植生被度を新たなKPIとして追加した。

目標値の
考え方、
見直し状況

・特に個体数が依然として高い水準にあるニホンジカについて、その生息密度が20
頭/㎢を超える高密度地域において捕獲を実施する都道府県においては、ニホン
ジカ捕獲事業に対して、優先的に予算を投入（R６～）。

予算投入に
おける配慮
事項

・特にニホンジカについて、県境付近の奥山地域等において生息密度が高い傾向に
あることから、県境における捕獲事業を隣県同士で連携して広域的に実施する場
合は定額補助を行う等、広域連携捕獲を推進することで更なる個体数の低減を
図っている。

地域条件等
を踏まえた
対応

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞
各都道府県における指定管理鳥獣の捕獲事業の推進により、個体数低減につながり、下層植生も回復
し、KPIが進捗。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
・ニホンジカについては更なる分布の拡大による個体数の増加、イノシシについては豚熱発生及び豚熱終
息による個体数の急激な増減が想定され、KPIの変化に影響を与える要素と考えられる。
・ニホンジカ・イノシシの個体数推定時に指標として追加する等、対策を検討する。
・植生被度については大規模豪雨や台風により変動が起こりうるため、観測される変動要因を調査地点ご
とに分析し、適切に面積を算出する。

＜KPI・指標の定義＞

①指定管理鳥獣捕獲等事業実施計画のニホンジカ・イノシシ捕獲目標の８割以上を達成した都道府県／
指定管理鳥獣捕獲等事業実施計画を策定した都道府県
②統計手法による全国のニホンジカ・イノシシの個体数推定等を行い算出（毎年度新たなデータを追加し
て推定すると、過去に遡って推定値が見直されるため、過去の推定結果は変動する。）
③環境省が毎年調査するモニタリングサイト1000において、指定管理鳥獣による植生への影響が報告さ
れている調査地点の林床被度50%以上である面積を分子とし、分母は調査地全体面積とする。

○ ニホンジカの分布域は1978年度から
2018年度までの40年間で約2.7倍、
2014年度から2018年度までの４年間
で約1.1倍に拡大している。

○ 都道府県による集中的なシカ捕獲強
化のため、高密度地域におけるシカ捕
獲、隣県同士が連携した県境での広
域捕獲等を支援。

＜地域条件等＞

■ニホンジカの生息分布域

③目標達成に向けた工夫 ④目標達成状況

＜直面した課題と対応状況＞

 ニホンジカの個体数は減少傾向にあるものの、依然として高い水準にあり、個体数半減目
標達成のためには、今後更なる捕獲の強化が求められる。

 ニホンジカの生息密度が高い地域等での効率的な捕獲手法の実証や、県境付近における
隣県同士の広域連携捕獲の実施を支援することで、目標の早期達成を目指す。

＜目標達成状況判断の考え方＞
 ニホンジカの生息頭数については、減少傾向にはあるもののまだ高い水準となっており、更

なる捕獲圧をかけることが必要。
 イノシシの生息頭数については、捕獲の強化と豚熱の影響が相まって、R3年度以降減少し

ていたが、R5年度に再び増加傾向となっており、更なる捕獲圧をかけることが必要。
 上記の状況を踏まえると、ニホンジカ・イノシシともに現状の捕獲状況を継続した場合、平成

23年度比で半減させるという目標達成が困難の見込み。
 指定管理鳥獣による植生への影響が報告されている調査地点の面積のうち、林床被度

50％以上の確保率についても、目標まで低い状況にあることから、目標達成に向けて引き
続き指定管理鳥獣の捕獲を進めていく。

□達成済み（見込み） □おおむね達成 達成困難達成状況

＜５か年加速化対策の目標達成に向けて生じた課題＞
 ニホンジカはイノシシに比べて行動範囲が広く、捕獲事業が進んだ近年においては、高標

高域の捕獲困難地域に移動してしまう傾向があるため、更なる効果的な捕獲手法の技術
開発等を推進する必要がある。

 ニホンジカの生息密度が高い傾向にある奥山地域は県境付近に該当する場合が多く、捕
獲体制が十分ではない事例が多数見られるため、隣県同士の広域連携捕獲を推進する
必要がある。

【４７】指定管理鳥獣捕獲等に関する対策【環境省】 （２／２）

＜加速化・深化の達成状況＞

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞

完了時期の考え方
加速化後の
完了時期

当初計画における
完了時期

施策名

ニホンジカ及びイノシシの個体数半減目標
達成期限を令和10年度に延長したところ、
加速化・深化分の最終年度である令和７年
度に向けて更なる捕獲の強化を行う。

令和７年頃令和10年頃
ニホンジカ及びイノシシの個体
数半減目標達成に向けた対策

ニホンジカ等が捕獲されることで、林床の
植生は回復することから、引き続き注視し
ていく。

令和27年頃令和27年頃

指定管理鳥獣による植生への
影響が報告されている調査地
点の面積のうち、林床被度
(50％以上)の確保率

※完了時期は見込み

①効果的捕獲技術実証取組事例
（静岡県伊東市）

②広域連携捕獲取組事例
（兵庫県新温泉町、鳥取県鳥取市、岩美町）

 令和4年度から、兵庫県と鳥取県が連携
し、県境付近（下図黄色部分）の捕獲を
強化。

 隣接する3市町において、前年度比約2割
増となるニホンジカ約1,100頭を捕獲。

 令和4年度、捕獲体制が脆弱な地域に
おいて、夜間のニホンジカの生息状況
をドローンに搭載した赤外線カメラによ
り撮影。翌朝、その情報を基に、猟友会
がくくりわなを設置。

 令和5年1月末までにニホンジカ44頭を
捕獲。捕獲効率は、前年度の伊豆地域
の平均の約1.6倍。

②広域連携捕獲取組事例
（兵庫県新温泉町、

鳥取県鳥取市、岩美町）

①効果的捕獲技術実証取組事例
（静岡県伊東市）

 本対策により完了時期を３年前倒し

４．今後の課題 ＜今後の目標設定や対策継続の考え方等＞
 近年、ニホンジカやイノシシ等の鳥獣による生態系への影響、農林水産業等への被害が深刻化しており、積極的な捕獲による個体群管理が不可欠。
 特にニホンジカ等の食害により、森林植生に下層植生の消失等の深刻な被害がもたらされている。

 対策を講じたことにより、年々捕獲頭数は増えているが、以前としてニホンジカ及びイノシシの個体数は高い水準にある。
 ニホンジカ等の適正な生息密度を実現するために、引き続き第１次国土強靱化実施中期計画に位置付けられた「森林等の荒廃の拡大を防ぐための鳥獣害対策」として、生息

密度が高い地域での捕獲の強化を進めるとともに、効果的な捕獲等の取組を促進していく。
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【４８】高濃度PCB処理施設に関する対策【環境省】（１／２）

１．施策概要

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

近年頻発する台風等の大規模風水害発生時において、令和２年頃に高濃度PCB廃
棄物の安全かつ確実な処理を行うにあたり補修等の対策が必要な設備等が新たに
判明した。今後の台風などの水害等を含む大規模災害発生時においても高濃度
PCB廃棄物の処理の安全・安心を十分に確保できるよう、全てのJESCO高濃度PCB
処理施設における補修等の事業を実施する。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響

＜KPI・指標の定義＞
①（JESCO高濃度PCB処理施設の補修・改修等の完了数）/（対象となるJESCO高濃度PCB処理施設の数）
✕100
②処理が必要な高濃度PCB廃棄物のうち、コンデンサー等の処理実績（処理対象の全数：396,268t）
③処理が必要な高濃度PCB廃棄物のうち、安定器等の処理実績（処理対象の全数：21,408t）

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

全国５か所にあるJESCO高濃度PCB処理施設の補修・改修等が進捗・完了することで、KPIの値が100％に近づく。
KPIの値が100になることで、各施設において高濃度PCB廃棄物の処理が進み、高濃度PCB廃棄物の処理事業が完了する。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
該当なし

累計R7R6R5R4R3指標

5,552---1,6503,902予算額（国費）

インプット

5,552---1,6503,902執行済額（国費）

２．予算の状況（加速化・深化分） （百万円）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

・PCB処理基本計画により定められた期限内に高濃度PCB廃棄物の処理を

確実・安全に実施するために、大規模災害発生時においても高濃度PCB

廃棄物の安全・安心を十分に確保する対策が必要。全てのJESCO高濃

度PCB処理施設における補修等を実施することで、今後の台風などの水

害等を含む大規模災害時においても処理体制を確保し、処理施設の近隣

住民の安全性の確保につながる。

目標値の

考え方、

見直し状

況

・PCB処理基本計画により定められた地域によって、JESCO高濃度PCB処

理施設の稼働期間が異なっているため、稼働期間が短いJESCO高濃度

PCB処理施設の補修・回収等を優先的に実施している。

予算投入

における

配慮事項

・全てのJESCO高濃度PCB処理施設における補修等を事業として実施して

いる。令和６年度以降については、東京・北海道の処理施設に対して補

修・改修作業を実施しており、引き続き安全に処理ができるよう対策を行

う。

地域条件

等を踏ま

えた対応

目標値（年度）
R7R6R5R4R3

現状値（年度）
※計画策定時

単
位

位置
づけ

指標
うち5か年

100
（R7）

-100806060400（H30）％KPI

【環境】今後新たに
補修等が必要となる
JESCO高濃度PCB
処理施設の補修・改
修等実施率①

５か年
アウト
プット

396,268 
（100%）

-
396,268 
（100%）

395,474
(99.9%)

395,111
(99.9%)

393,390
（99.6%）

387,108
（98.0%）

336,998
（85.3%）
(H30)

台
補足
指標

高濃度PCB廃棄物
（コンデンサー等）の
処理実績(累積)②

５か年
アウト
カム

21,408
（100%）

-
21,408
（100%）

21,230
(99.2%)

20,779
(94.1%)

19,686.7
（88.6%）

17,559.6
（79.1%）

10,133.5
（45.6%）
(H30)

t
補足
指標

高濃度PCB廃棄物
（安定器等）の処理
実績(累積)③

【４８】高濃度PCB処理施設に関する対策【環境省】 （２／２）

４．今後の課題 ＜今後の目標設定や対策継続の考え方等＞

近年、台風等の大規模風水害や地震等が頻発している。
継続して補修・改修等を実施することにより、処理事業を進めるにあたり、大規模災害の影響による機器破損や施設の損傷等を防ぎ、周辺環境への影響を発生
させないことが可能になる。

＜直面した課題と対応状況＞

令和５年度に北海道の高濃度PCB処理施設における津波対策について検討を行うことになった。

大規模災害の影響による機器破損や施設の損傷等を防ぎ、周辺環境への影響を発生させないように補修工事を継続することで、北海道の高濃度PCB廃棄物

処理施設においても安心・安全を十分に確保して処理事業が継続して実施できることを確認した。

④目標達成状況

＜目標達成状況判断の考え方＞

■ JESCO高濃度PCB処理施設における補修等の事業については、高濃度

PCB廃棄物の処理の安全・安心を十分に確保して処理事業を行うため、

JESCO高濃度PCB処理施設における補修等の事業を継続して実施した結果、

大規模災害の際にPCB廃棄物処理事業を停止等することなく、2025年度末ま

でに登録された高濃度PCB廃棄物の処理を完了し、処理事業を終了した。

達成済み（見込み） □おおむね達成 □達成困難達成状況

達成の考え方
加速化後の

達成目標（R７）

当初計画におけ
る

達成目標（R7）
施策名

新規に発生した課題を含め、
全国のJESCO施設における
改修を実施する。

100100
今後新たに補修等が必要となる
JESCO高濃度PCB処理施設の
改修実施率

＜加速化・深化の達成状況＞
 加速化対策により、 KPIで設定した値を達成させる。
※ 当初計画における達成目標を上限値で設定していたので、加速化後の達成目標の
数字が同じものとなる。

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞

該当なし

＜５か年加速化対策の目標達成に向けて生じた課題＞

該当なし

③目標達成に向けた工夫

100％

0 百万円

K
P
I

達
成
率

５か年加速化対策の予算執行額（累計）

5

【KPI①】今後新たに補修等が必要と
なるJESCO高濃度PCB処理施設の
補修・改修等実施率

1

2 3

4
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目標値（年度）
R7R6R5R4R3

現状値（年度）
※計画策定時

単位
位置
づけ

指標
うち5か年

129
(100%)
（R7）

-
129
(100
%)

110
(85%)

90
(70%)

79
(61%)

62
(48%)

0（H30）自治体KPI
PCB廃棄物の調査の支援
等を実施した都道府県・政
令市等の数①

５か年
アウト
プット

－
100

(R17)
－－－－－0(R6)%KPI

地震や浸水に伴う飛散等
により、人体に甚大な被害
をもたらす低濃度PCB廃棄
物（PCB特措法に基づく届
出対象：約30万台（今後廃

棄物となる推計量を含
む。））の処理割合

中長期
アウト
カム

【４９】PCB早期処理に向けた対策【環境省】（１／２）

１．施策概要

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

近年頻発する台風等の大規模風水害等を踏まえ、令和２年ごろに当該災害時にお

けるPCB廃棄物の飛散・流出等のリスクを更に低減させる必要があることが新たに

判明。台風等の大規模災害発生時におけるPCB廃棄物の飛散・流出等のリスクを低

減すべく、都道府県・政令市等におけるPCB廃棄物の調査の支援やPCB廃棄物を保

管しているおそれのある事業者に対する周知等を実施する。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響

＜KPI・指標の定義＞
①R2年以降新たにPCB廃棄物の調査が必要となった都道府県・政令市のうち、支援
等を実施した都道府県・政令市等の数（全対象：129自治体）
②PCB特措法に基づき届出られた低濃度PCB廃棄物（今後廃棄物となる推計量を含
む約30万台）の処理割合

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞
自治体における掘り起こし調査等の支援が進むことで、PCB廃棄物の調査が進み、
PCB廃棄物が増加することで適正処理が加速化する。
あ
＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
該当なし

累計R7R6R5R4R3指標

437---180257予算額（国費）

インプット

401---145256執行済額（国費）

２．予算の状況（加速化・深化分） （百万円）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

・PCB処理基本計画により定められた期限内にPCB廃棄物の処理を

確実・安全に実施するために、PCB廃棄物の飛散・流出等のリスク

を更に低減させるため、都道府県・政令市におけるPCB廃棄物の掘

り起こし調査の支援やPCB廃棄物を保管しているおそれのある事

業者に対する周知等を実施する必要があるため、全国に129ある都

道府県・政令市等に対して支援等を行う。

・調査支援を実施した自治体数が増えることで、見つかりにくい場所

や見落とされやすい場所に保管されているPCB廃棄物を発見し、災

害時における飛散・流出等のリスクを軽減する。

目標値の

考え方、

見直し状況

・PCB処理基本計画により定められた期限内にPCB廃棄物の処理を

確実・安全に実施できるよう、支援を実施する。

予算投入にお

ける配慮事項

・PCB廃棄物は全国の事業者で保管している可能性があるため、地

域で差を付けず、掘り起こし調査の支援依頼があった自治体に対し

て調査支援を実施する。

地域条件等を

踏まえた対応

③目標達成に向けた工夫

＜直面した課題と対応状況＞

調査支援等を行う中で、見つかりにくい場所や見落とされやすい場所でPCB廃棄物

が発見される事例があった。

PCB廃棄物の発見事例について整理を行い、関係者に周知を行うことで、PCB廃棄

物の処理促進につなげるとともに、台風等の大規模災害発生時におけるPCB廃棄物

の飛散・流出等のリスクを低減する。
あ

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞
該当なし

＜地域条件等＞
該当なし

【４９】 PCB早期処理に向けた対策【環境省】 （２／２）

４．今後の課題 ＜今後の目標設定や対策継続の考え方等＞

＜目標達成状況判断の考え方＞

■見つかりにくい場所からもPCB廃棄物が発見され、処理が行われるために、

自治体等の調査支援等を行っていく必要がある。

■相談窓口の設置や専門家派遣、全国的な調査等を実施により支援した都

道府県・政令市数が増加することで、KPI値が進捗する。

■５か年加速化対策のKPIについて、目標を達成した。

達成済み（見込み） □おおむね達成 □達成困難達成状況

＜５か年加速化対策の目標達成に向けて生じた課題＞

 これまでに事例集として整理していなかった場所からPCＢ廃棄物が発見されたり、再調査によりPCB廃棄物が発見される事例があり、調査や広報活動を継続して行い、

災害時における飛散・流出等のリスクを防ぐ必要がある。

達成の考え方
加速化後の

達成目標（R７）
当初計画における

達成目標（R7）
施策名

全国の都道府県・政令
市等の数から算出

100100

今後新たにPCB廃棄物
の調査の支援等を実施
する都道府県・政令市等

の割合

＜加速化・深化の達成状況＞

 加速化対策により、KPIで設定した値を達成させる。

※ 当初計画における達成目標を上限値で設定していたので、加速化後の達成目標

の数字が同じものとなる。

④目標達成状況

100％

0 百万円

K
P
I

達
成
率

５か年加速化対策の予算執行額（累計）

【KPI①】今後新たにPCB廃棄物の調
査の支援等を実施する都道府県・政
令市等の数

2
3

4

5

1

■ 近年、全国規模で台風等の大規模風水害や地震等が頻発している。

継続してPCB廃棄物の処理促進に向けた調査・周知を進めることで、PCB廃棄物の早期発見や実態把握により処理が加速化される。

■ 現在使用中の低濃度PCB含有製品が廃棄される等により、新たに発生する低濃度PCB廃棄物についても適正処理を推進する必要がある。

■ 今後新たに発生する廃棄物の推計量を踏まえた指標を第１次国土強靱化実施中期計画に位置付け引き続き低濃度PCB廃棄物の適正処理を推進する。
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【５０】放射線監視体制の機能維持に関する強化対策【環境省】（１／２）

１．施策概要

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

近年、頻発化・激甚化する災害の発生に備えるために、放射線監視体制を維持するためのモ
ニタリングポスト等、老朽化した資機材の更新に関する強化対策を実施する。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響
＜KPI・指標の定義＞

①（原子力関係施設立地内の災害等に対応可能となる耐震化や電源多重化の更新数）／（目標とする更
新台数[360台]）×100

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

・ 低線量計、高線量計、可搬型モニタリングポスト、電子線量計等の更新・整備を行うことによ
り、KPIが進捗する。

＜対策以外にＫＰＩ・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞

・地震や台風など災害の頻度・発生状況等ハザードエリア内の施設ごとの対策状況等により、
指標の値が変化。

目標値（年度）
R7R6R5R4R3

現状値（年度）
※計画策定時

単位
位置
づけ

指標
うち5か年

100
（R7）-15514411279470（R2）％KPI

【環境】空間放射線量
率の継続測定をするた
めの空間放射線量率
計（低線量計、高線量
計、可搬型モニタリン
グポスト、電子線量計）
等の更新・整備率（①）

５か年
アウト
プット

－－－－－－－－－－－中長期
アウト
カム

累計R7R6R5R4R3指標

5,0006716716716712,317予算額（国費）

インプット

4,2446706706706701,562執行済額（国費）

２．予算の状況（加速化・深化分） （百万円）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

・ 目標値は、各交付自治体の放射線監視施設等整備事業計画等を踏まえて設定。
・ 当該計画では、福島第一原子力発電所事故（2011年3月）後に新たなモニタリング

体制の考え方に基づいて整備した資機材が設置から１０年以上が経過し電子部品
等の劣化や故障が生じている施設設備の更新等の必要性を勘案し、概ね５年間の
整備目標を設定。

・ 能登半島地震の発生を背景に激甚化・頻発化する地震等災害に対応するため、追
加的な設備等の更新が必要。

目標値の
考え方、
見直し状況

・ 原子力関係施設の立地条件が災害ハザードエリアとなっている地域では、モニタリ
ングポストの更新や耐震化・電源多重化整備が必要な施設の優先順位が大きいた
め、優先的に予算を投入する必要性が高い。

予算投入に
おける配慮
事項

・ 能登半島地震の発生を背景に激甚化・頻発化する地震等災害に対応するため、耐
震化や電源多重化の観点から、過去の災害発生状況をも踏まえ、地域ごとの対策
内容の検討が必要である。

・ 地震等災害との複合災害に備え、地震調査研究推進本部が公表している発生確
率が高い地域等については、耐震化対策を優先的に実施する必要がある。

地域条件等
を踏まえた
対応

＜地域条件等＞

③目標達成に向けた工夫 ④目標達成状況

＜直面した課題と対応状況＞
 空間線量率計の検出器等は高額であることが課題であり、コスト縮減の取組とし

て同等機能で廉価な機材を活用していく。
＜目標達成状況判断の考え方＞
 令和５年度末時点において、当初の目標台数の更新は完了したが、各個別の対

策箇所の状況を踏まえ、コスト縮減の取組を進めつつ、５か年加速化対策の策定
後に生じた新たな課題等に対応していく。

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞

達成済み（見込み） □おおむね達成 □達成困難達成状況

完了時期の考え方
加速化後の
完了時期

当初計画における
完了時期

施策名

毎年度の平均的な予算規模より算定令和７年度令和10年度
空間放射線量率計等の更新・
整備

＜加速化・深化の達成状況＞

＜５か年加速化対策の目標達成に向けて生じた課題＞
■ 能登半島地震をはじめ、大規模地震による災害の頻発化・甚大化による放射線

測定装置等の稼働停止や測定データの通信途絶を回避し、環境放射線モ
ニタリングを継続し、周辺住民の安全を確保する必要性がより一層増加している。

■ 引き続きコスト縮減の工夫を継続する。

【５０】放射線監視体制の機能維持に関する強化対策【環境省】 （２／２）

モニタリングポストの空間線量率測定装置のコスト縮減（例）

空間線量率測定装
置（＊）の置換・

更新
（＊）検出器及び関連
する測定装置等の更新
含む

５か年加速化対策の予算執行額（累計）百万円

K
P
I

達
成
率
％

ＫＰＩ＝（原子力関係施設立地内の災害等に対応可能となる耐
震化や電源多重化の更新数）／（目標全体整備数）×１００
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■本対策により完了時期を３年前倒し

①

②

③

４．今後の課題 ＜今後の目標設定や対策継続の考え方等＞

○ 能登半島地震の発生等、大規模地震による災害の頻発化・甚大化による放射線
測定装置等の稼働停止や測定データの通信途絶を回避し、環境放射線モニタリングを継
続し、周辺住民の安全を確保する必要性がより一層増加している。

○ 課題を踏まえ、立地地域の特性に応じて、モニタリングポストの耐震化や電源多重化等
の事前防止対策を一層強化し、国民の安全度の向上を図っていく必要がある。

（能登半島地震発生前） （能登半島地震発生後）

④
⑤
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＜KPI・指標の定義＞
①（未整備区間のうち、全線または一部区間が供用した区間数）／（計画策定時点での

未整備区間数）×100
②（整備が完了した区間の延長）/（災害に強い道路ネットワークとして必要な高規格道路の未整備区間の

延長） ×100
③（優先整備区間のうち４車線化に着手した延長）/（高規格道路（有料）の４車線化優先整備延長）×100
④（整備が完了した区間の延長）/（高規格道路（有料）の４車線化事業中区間または優先整備区間の延

長）×100

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞
①高規格道路の整備により未整備区間が改善されKPIが進捗
②高規格道路の未整備区間の整備が完了することでKPIが進捗
③高規格道路（有料）の４車線化優先整備区間のうち、4車線化に着手することでKPIが進捗
④高規格道路（有料）の４車線化整備が完了することでKPIが進捗

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞

【５１】高規格道路のミッシングリンク解消及び４車線化、高規格道路と直轄国道とのダブルネットワーク化等による道路ネットワークの機能強化対策【国土交通省】（１／２）

１．施策概要

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

激甚化、頻発化する災害から速やかに復旧・復興するためには、道路ネットワークの機能強
化が必要。発災後概ね１日以内に緊急車両の通行を確保し、概ね１週間以内に一般車両の
通行を確保することを目標として、災害に強い国土幹線道路ネットワークの機能を確保するた
め、高規格道路の未整備区間の解消及び暫定２車線区間の４車線化、高規格道路と代替機
能を発揮する直轄国道とのダブルネットワークの強化等を推進。

目標値（年度）
R7R6R5R4R3

現状値（年度）
※計画策定時

単位
位置
づけ

指標
うち5か年

30
（R7）

100
（R23）

3530231790（R1）％
補足
指標

【国交】高規格道路のミッシングリンク（令和
元年度時点：約200区間）改善率（①）

中長期

アウト
プット

-
100

（R66）
1086--6（R5）％

補足
指標

【国交】災害に強い道路ネットワークとして必
要な高規格道路（約20,000km）の未整備区
間（約6,000km（令和２年度末時点））の整備
完了率（②）

47
（R7）

100
（-）

333333262613（R1）％
補足
指標

【国交】高規格道路（有料）の４車線化優先
整備区間（約880km）の事業着手率（③）

-
100

（R55）
410--0（R5）％

補足
指標

【国交】災害に強い道路ネットワークとして必
要な高規格道路（有料）の４車線化優先整
備区間等（約1,100km）の整備完了率（④）

30
（R7）

-3530231790（R1）％KPI
【国交】高規格道路のミッシングリンク（令和
元年度時点：約200区間）改善率

５か年
47

（R7）
-333333262613（R1）％KPI

【国交】高規格道路（有料）の４車線化優先
整備区間（約880km）の事業着手率

---------中長期
アウト
カム

累計R7※2R6※2R5R4R3指標

1,187,632189,447244,270213,353217,862322,700予算額（国費）

インプット

1,035,24240,228242,158213,116217,581322,158執行済額（国費）※1

２．予算の状況（加速化・深化分） （百万円）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

・発災後概ね１日以内に緊急車両の通行を確保し、概ね１週間以内に一般車両の通
行を確保することを目標として、災害に強い国土幹線道路ネットワークの機能を確
保するため、高規格道路の未整備区間の解消及び暫定２車線区間の４車線化、高
規格道路と代替機能を発揮する直轄国道とのダブルネットワークの強化等を推進
する。

・ KPI「高規格道路のミッシングリンク改善率」については、5か年加速化対策策定時
点のR3からR7の開通見込み数をベースとし、5か年加速化対策による開通箇所の
増加を勘案し、目標値を30%と設定。

・ KPI「高規格道路の４車線化優先整備区間の事業着手率」については、５年間で
着手が見込まれる箇所を勘案し、目標値を47%と設定。

・ 第１次国土強靱化実施中期計画においてKPI・目標の見直しを実施。

目標値の
考え方、
見直し状況

・ 災害時の代替性確保などの効果や円滑な事業実施環境が整っているかどうかな
どを総合的に勘案し、有識者委員会での意見も踏まえ、計画的に事業を実施。

予算投入に
おける配慮
事項

・「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」に位置付けられた目標や事
業規模等を踏まえ、各都道府県における５か年の具体的な進捗見込み等を示した
「防災・減災、国土強靱化に向けた道路の５か年対策プログラム」を各地方整備局
等において策定。

地域条件等
を踏まえた
対応

＜地域条件等＞

高速道路の暫定２車線区間

※１執行済額は推計値
※２令和６年度、令和７年度については緊急対応枠分を含む

未整備区間の整備状況（高規格道路）

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響

③目標達成に向けた工夫 ④目標達成状況

＜直面した課題と対応状況＞
■ 昨今の物価高や人件費の高騰等を踏まえ、コスト縮減の取組を全国で実施し対応。
 トンネル工事において、工場製品の活用による施工効率の向上を図ることにより、工期短縮の取り組

みを実施。

＜目標達成状況判断の考え方＞

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞

□達成済み（見込み） おおむね達成 □達成困難達成状況

＜加速化・深化の達成状況＞

＜５か年加速化対策の目標達成に向けて生じた課題＞
■昨今の物価高や人件費の高騰等を踏まえ、計画当初に想定した事業量を実施可能となるよう、コスト縮

減等の工夫を図る対応が必要となった。

■加速化対策により高規格道路の未整備区間の改善を２年前倒し

【５１】高規格道路のミッシングリンク解消及び４車線化、高規格道路と直轄国道とのダブルネットワーク化等による道路ネットワークの機能強化対策【国土交通省】 （２／２）

歩道

車道（下り） 車道（上り）

歩道 歩道

車道（下り） 車道（上り）

①コスト縮減の取組事例
（国道42号田辺西バイパス）

■ バイパス整備において、歩道の使用頻度が
少ないと想定される区間について、地元及
び関係機関と協議のうえ、片側歩道に集約
し、施工費を縮減【3.0億円】

■現況写真

■事業化時
（両側歩道整備）

■コスト縮減
（片側歩道整備）

②工程短縮の取組事例
(国道158号大野油坂道路(大野東・和泉区間))

■ 高規格道路の整備において、中央分離
帯の工場製作品の活用により、トンネ
ル工事にかかる工程を短縮し、令和5
年10月の開通を確実にした
【6カ月短縮】

■中央分離帯施工状況

歩道あり▲
（下り車線へ集約）

 高規格道路（有料）の４車線化については、近年の金利上昇や労務単価・資材価格の高騰の状況等
を踏まえ、高速道路会社における４車線化事業化に必要な財源を十分に確保することが困難であった
が、高規格道路のミッシングリンク改善率については目標を大きく上回っており、道路ネットワークの
機能強化の目標は概ね達成された。

完了時期の考え方
加速化後の
完了時期

当初計画における
完了時期

施策名

未整備区間解消に必要な事業規模と毎年度の平
均的な予算規模より算定

令和23年度令和25年度高規格道路のミッシングリンクの改善

 近年、短時間強雨の増加や局所的かつ集中的な大雪が発生しているほか、首都直下地震、南海トラフ地震、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震などの巨大地震のリスクも切迫化。
 令和６年１月１日には、石川県能登半島で最大震度７の揺れを観測する巨大地震が発生

• 避難・救助、物資供給等の応急活動に必要な緊急輸送道路である能越道や国道２４９号等の幹線道路において、橋梁、トンネル、土工等の道路構造物が被災し、長期の通行止めが発生
• 能越道（石川県管理）において、水が集まりやすい沢埋め部の高盛土で大きな被害が生じたが、車線数（盛土幅）が大きいほど交通機能の全損失には至りにくい傾向が判明
• 地震発生後、道の駅が広域的・地域的な防災・復旧のための対応拠点として活用された一方で、一部の道の駅で駐車場や建物などの施設が地震により損傷

 切迫する災害リスクを踏まえ、引き続き、円滑な避難、救援、復旧活動を支える道路の機能強化を進め、災害に強い道路ネットワークの形成を図っていく必要。
 ４車線化については、整備完了率を指標として第１次国土強靱化実施中期計画に位置付け、計画期間内の目標を達成するため、４車線化事業を着実に推進する。

４．今後の課題 ＜今後の目標設定や対策継続の考え方等＞

139



【５２】道路の法面・盛土の土砂災害防止対策【国土交通省】（１／２）

１．施策概要

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

令和２年７月豪雨をはじめとする近年の豪雨では、道路区域内だけでなく道路区域外からも土
砂崩落が発生し、高速道路及び直轄国道等の幹線道路に長時間にわたる通行止めが生じる
など道路交通に支障を及ぼす事態が発生。道路の法面や盛土において、高度化された点検
手法等により新たに把握された災害リスク等に対し、豪雨による土砂災害等の発生を防止す
るため、法面・盛土対策を推進する。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響

＜KPI・指標の定義＞
①②③（緊急輸送道路の法面・盛土における対策完了箇所）/（緊急輸送道路の法
面・盛土における対策必要箇所）×100

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞
・緊急輸送道路の法面・盛土における対策を完了させることで、KPIを進捗

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞

累計R7※2R6※2R5R4R3指標

161,53717,23724,00022,30041,00057,000予算額（国費）

インプット

146,0242,23223,72622,25340,90356,909執行済額（国費）※1

２．予算の状況（加速化・深化分） （百万円）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

・ 緊急輸送道路上の対策必要箇所のうち、豪雨による土砂災害により、通行止めが
長期化するおそれのある箇所（広域迂回が必要な箇所、鉄道近接箇所、復旧まで
に１日以上要する箇所、事前通行規制区間のいずれかに該当する箇所）に合致す
る約33,000箇所に対し、5年間で対策が完了する箇所を抽出している

・ 緊急輸送道路の法面・盛土における対策必要箇所（約33,000箇所）の整備率を指
標として、5か年加速化対策期間で約73%、中長期で100%を目標としている

・ 令和6年1月の能登半島地震で盛土・法面等が被災したこと、近年の大雨や台風等
において道路区域外からの土砂流入等により緊急輸送道路内外で孤立が発生し
たことから、今後、高度化された点検手法等により新たな災害リスクの把握が必要
であり、その状況を踏まえたKPI・目標の見直しが必要

・ 第１次国土強靱化実施中期計画においてKPI・目標の見直しを実施。

目標値の
考え方、
見直し状況

・ 災害時の代替性確保などの効果や円滑な事業実施環境が整っているかどうかな
どを総合的に勘案し、有識者委員会での意見も踏まえ、計画的に事業を実施。

予算投入に
おける配慮
事項

・ 緊急輸送道路のうち、豪雨による土砂災害により、通行止めが長期化するおそれ
のある箇所（広域迂回が必要な箇所、鉄道近接箇所、復旧までに１日以上要する
箇所、事前通行規制区間のいずれかに該当する箇所）を対象に法面・盛土対策を
実施

地域条件等
を踏まえた
対応

＜地域条件等＞

・ 緊急輸送道路のうち、豪雨による土砂災害により、
通行止めが長期化するおそれのある箇所を対象に
法面・盛土対策を実施

・ ５か年加速化対策期間中においても、トンネル坑口
部で土砂の大規模流出や道路区域外からの土砂
崩れにより、孤立の発生や長期間に渡る通行止め
を伴うなど、地域への影響が大きい被害が発生

・ 緊急輸送道路以外の道路においても、台風や線状
降水帯等大雨が長時間継続することで、
道路法面等の土砂災害が発生し、集落が孤立 Ｅ８北陸自動車道（令和４年８月の大雨）

至 今庄ＩＣ

至 敦賀ＩＣ

国道505号（令和５年台風６号)

道路区域外からの土砂崩れ※15日3時間通行止め

鳥取県内の孤立（令和５年台風７号）

トンネル坑口部における土砂の大規模流入

最大9箇所（853世帯1,814名）で孤立発生

目標値（年度）
R7R6R5R4R3

現状値（年度）
※計画策定時

単位
位置
づけ

指標
うち5か年

73
（R7）

100
（R36）

71
（※3）

7069686755（R1）％
補足
指標

【国交】緊急輸送道路
の法面・盛土における
対策必要箇所(約
33,000箇所)の整備率
（①）

中長期

アウト
プット

-
100

（R36）
696867--67（R5）％

補足
指標

【国交】緊急輸送道路
（約110,000km）の法
面・盛土における対策
必要箇所(約34,000か
所（令和６年度末時
点）)の整備完了率（②）

中長期

73
（R7）

-717069686755（R1）％KPI

【国交】緊急輸送道路
の法面・盛土における
対策必要箇所(約
33,000箇所)の整備
（③）

５か年

---------中長期
アウト
カム

※１執行済額は推計値
※２令和６年度、令和７年度については緊急対応枠分を含む

※３詳細調査の結果、対策不要と判断された
箇所を除いた場合は72％

③目標達成に向けた工夫 ④目標達成状況

＜直面した課題と対応状況＞
 道路区域外からの土砂流入等、近年の豪雨等における特徴的な被災が各所で発生
 砂防事業等との更なる連携による道路区域外の防災対策の推進

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞

□達成済み（見込み） おおむね達成 □達成困難達成状況

完了時期の考え方
加速化後の
完了時期

当初計画における
完了時期

施策名

対策前の平均的な実績を基に算定令和36年度令和38年度緊急輸送道路の法面・盛土対策

＜加速化・深化の達成状況＞
 加速化対策により緊急輸送道路の法面・盛土対策を２年前倒し

＜５か年加速化対策の目標達成に向けて生じた課題＞
・昨今の物価高や人件費の高騰等を踏まえ、計画当初に想定した事業量を実施

可能となるよう、コスト縮減等の工夫を図る対応が必要となった。

【５２】道路の法面・盛土の土砂災害防止対策【国土交通省】 （２／２）

 国道122号において、法面対策として落石防護柵を設置
 砂防事業における砂防堰堤工の整備と連携することで、対策範囲を短縮（延長約200m、

事業費約１億円を縮減）

４．今後の課題 ＜今後の目標設定や対策継続の考え方等＞
 R7年度末時点で、緊急輸送道路の法面・盛土における対策必要箇所（約33,000箇所）の整備率は71%（5か年目標73%）
 近年、短時間降雨の発生回数の増加や台風の大型化などが顕在化しており、今後、さらに気候変動により水災害の頻発化・激甚化が予測
 台風や線状降水帯等大雨が長時間継続することで、道路法面等の土砂災害が発生し、集落が孤立
 令和6年1月の能登半島地震でも、盛土・法面等の道路土工が被災。能越道（石川県管理）において、水が集まりやすい沢埋め部の高盛土で大きな被害が生じたが、車線数

（盛土幅）が大きいほど交通機能の全損失には至りにくい傾向が判明

 高度化された調査手法等により災害リスクを把握し、効率的・効果的に土砂災害防止対策を推進する必要
 第１次国土強靱化実施中期計画において、能登半島地震を踏まえた盛土点検で新たに対策が必要となった箇所も対象にしており、引き続き、土砂災害防止対策を実施

①コスト縮減取組事例
（栃木県日光市足尾地区）

＜目標達成状況判断の考え方＞
関係者協議（用地協議、保安林内作業にかかる手続き等）に時間を要したことや、
詳細調査により対策不要となった箇所があるため。

100％

0

K
P
I

達
成
率

５か年加速化対策の予算執行額（累計）

3
4

5

【KPI】 緊急輸送道路の法面・盛土における対
策必要箇所（約33,000箇所）の整備率

1

2
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＜KPI・指標の定義＞
①（緊急避難場所として直轄国道の高架区間等を整備した箇所）/（緊急避難場
所として直轄国道の高架区間等を活用するニーズがある箇所）×100

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

・地方公共団体との調整を踏まえ、高架区間や盛土区間に避難場所を整備する
とともに、高架区間や盛土区間にアクセスするスロープや階段を整備することに
より、KPIが進捗

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞
・ハザードマップの更新による浸水想定エリアの見直しや地元調整を踏まえ、地
方公共団体が周辺の他施設を指定避難場所として設定する場合や、近接する道
路施設を緊急避難場所として統合する場合にはKPIの分母に相当する数値が減
少する一方で、地方公共団体から新たな要望があった場合には、KPIの分母に
相当する数値が増加するなど、地方公共団体のニーズの変化によりKPIの分母
に相当する数値が変化

【５３】道路の高架区間等を活用した津波や洪水からの浸水避難対策【国土交通省】（１／２）

１．施策概要

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

切迫している南海トラフ地震や激甚化する豪雨災害などに備え、津波や洪水からの緊急避難場
所を確保するため、地方公共団体のニーズを踏まえ、予測浸水深よりも高い位置に整備されて
いる直轄国道の高架区間等を緊急避難場所として活用するための避難施設の整備を推進する。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響

目標値（年度）
R7R6R5R4R3

現状値（年度）
※計画策定時

単位
位置
づけ

指標
うち5か年

100
（R7）

-
56

（※3）
4944383227（R1）％KPI

【国交】緊急避難場所
として直轄国道の高架
区間等を活用するニー
ズがある箇所（約800
箇所）の避難施設の整
備率（①）

５か年
アウト
プット

---------中長期
アウト
カム

累計R7※２R6※２R5R4R3指標

11,2301,8002,1302,5002,4002,400予算額（国費）

インプット

9,9245122,1152,4992,3982,399執行済額（国費）※1

２．予算の状況（加速化・深化分） （百万円）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

・ 緊急避難場所として直轄国道の高架区間等を活用するニーズがある箇所（約800
箇所）の整備率を指標として、5か年加速化対策期間で100%を目標としている

・ 令和６年度末の時点で、KPI等の見直しは未実施。一方で、周辺の他施設が地方
公共団体の指定避難場所として設定されたケースや、近接する道路施設を緊急避
難場所として統合したケースが存在することから、KPIの見直しが必要。

目標値の
考え方、
見直し状況

・ 災害時の代替性確保などの効果や円滑な事業実施環境が整っているかどうかな
どを総合的に勘案し、有識者委員会での意見も踏まえ、計画的に事業を実施。

予算投入に
おける配慮
事項

・ 地方公共団体のニーズに基づき、地域における津波や洪水からの想定浸水域か
ら避難可能な箇所を選定の上整備

・ 津波・洪水の浸水想定エリアと重複する直轄国道の道路区間のうち、浸水想定よ
り道路の方が高い区間を抽出の上、地方公共団体との調整を踏まえ、予測浸水深
よりも高い位置に整備されている直轄国道の高架区間等を避難場所として活用

・ 東日本大震災時には緊急避難場所として道路の高盛土区間等が活用
・ 整備箇所において、地域の方々に利用方法について説明会を開催し、周知

地域条件等
を踏まえた
対応

＜地域条件等＞
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緊急避難場所として直轄国道の
高架区間等を活用するニーズがある
箇所（約800箇所）の分布

箇所数

※１執行済額は推計値
※２令和６年度、令和７年度については緊急対応枠分を含む

※３地元自治体と協議の結果、他の周辺施設
で代替等により対策不要となった箇所を
除いた場合は100％

 R7年度末時点で、緊急避難場所として直轄国道の高架区間等を活用するニーズがある箇所（約800箇所）の避難施設の整備率は56%
 地元自治体と協議の結果、他の周辺施設で代替等により対策不要となった箇所を除いた場合は100％（5か年目標100%）

 気候変動や降雨量増大、近年の強雨傾向による全国的な冠水の発生等、災害の激甚化を踏まえ、安全な避難を実現するため、引き続き、道路における洪水・浸水・津波対策を推進する必要がある

④目標達成状況

＜目標達成状況判断の考え方＞
 ５か年加速化対策のKPIについて、地元自治体と協議の結果、他の周辺施設で代替等により

対策不要となった箇所があるため。

□達成済み（見込み） おおむね達成 □達成困難達成状況

完了時期の考え方
加速化後の
完了時期

当初計画における
完了時期

施策名

緊急避難場所として直轄国道の高架
区間等を活用するニーズがある箇所
（約800箇所）の整備完了

令和７年度令和14年度
直轄国道の高架区間等におけ
る避難施設の整備

＜加速化・深化の達成状況＞
 加速化対策により直轄国道の高架区間等における避難施設の整備を２年前倒し（対策必要箇所数を1

年間で対策する箇所数で割った年数が12年であるところ、5か年加速化対策で対策必要箇所を完了さ
せるため、7年の前倒しとしている）

＜５か年加速化対策の目標達成に向けて生じた課題＞
 昨今の物価高や人件費の高騰等を踏まえ、計画当初に想定した事業量を実施可能となるよう、コスト

縮減等の工夫を図る対応が必要となった。
 ハザードマップの更新による浸水想定エリアの見直しや地元調整を踏まえ、地方公共団体が周辺の他

施設を指定避難場所として設定する場合や、連接する道路施設を緊急避難場所として統合する場合に
はKPIの分母に相当する数値が減少する一方で、地方公共団体から新たな要望があった場合には、
KPIの分母に相当する数値が増加するなど、地方公共団体の意向でKPIの分母に相当する数値が変化

【５３】道路の高架区間等を活用した津波や洪水からの浸水避難対策【国土交通省】 （２／２）

③目標達成に向けた工夫

＜直面した課題と対応状況＞
 想定浸水深より高い場所に避難できるよう盛土区間を新たに整備する場合には、高盛土とな

ることや、軟弱地盤の地盤改良が必要となることがあり、コスト面で課題が存在
 本線施工時等において既に地盤改良が完了している箇所を活用し、コスト縮減を図る

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞

①コスト縮減取組事例
（福岡県みやま市）

４．今後の課題 ＜今後の目標設定や対策継続の考え方等＞

 避難に必要な人員を確保するスペースを盛土で造成しつつ、地元自治体との協議や想定浸水
深の設定を踏まえ、適切な位置に避難施設を整備することで、当初設計段階からコストを縮減
（事業費：25百万円）

〈全景〉
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I
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率

５か年加速化対策の予算執行額（累計）
1 2

3

4

5
【KPI】 緊急避難場所として直轄国道
の高架区間等を活用するニーズがある
箇所（約800箇所）の避難施設の整備率
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千葉県館山市（県道：館山富浦線）

【５４】市街地等の緊急輸送道路における無電柱化対策【国土交通省】（１／２）

１．施策概要

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

令和元年房総半島台風（台風15号）では、既往最大風速を更新する局地的な強風等により
約2,000本の電柱が倒壊し、道路閉塞に伴う通行止め等により復旧活動に支障が生じた。電
柱倒壊による道路閉塞のリスクがある市街地等の緊急輸送道路において、道路閉塞等の被
害を防止する無電柱化を実施する。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響
＜KPI・指標の定義＞
①無電柱化着手率
（電柱倒壊のリスクがある市街地等の緊急輸送道路において無電柱化に着手した延長）／（電柱倒壊の

リスクがある市街地等の緊急輸送道路約20,000km）×100
②無電柱化整備完了率

（電柱倒壊のリスクがある市街地等の第１次緊急輸送道路において無電柱整備完了延長）
／（電柱倒壊のリスクがある市街地等の第１次緊急輸送道路約10,000km）×100

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞
昨今の物価高や人件費の高騰等を踏まえ、計画当初に想定した事業量を実施可能となるよ

う、コスト縮減などの対応が必要

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞

目標値（年度）
R7R6R5R4R3

現状値（年度）
※計画策定時

単位
位置
づけ

指標
うち5か年

52
（R7）

100
（R41）

484745434138（R1）％
補足
指標

【国交】電柱倒壊のリス
クがある市街地等の緊
急輸送道路（約20,000
㎞）における無電柱化
着手率（①）

中長期

アウト
プット

-
100

(R61)
555554－－54（R5）％

補足
指標

【国交・総務・経産】電
柱倒壊のリスクがある
市街地等の第１次緊
急輸送道路（約10,000
㎞）における無電柱化
整備完了率（②）

52
（R7）

-484745434138（R1）％KPI

【国交】電柱倒壊のリス
クがある市街地等の緊
急輸送道路(約
20,000km)における無
電柱化着手率

５か年

---------中長期
アウト
カム

累計R7※２R6※２R5R4R3指標

110,55712,35714,30034,10030,40019,400予算額（国費）

インプット

98,57284714,02134,02230,37219,309執行済額（国費）※1

２．予算の状況（加速化・深化分） （百万円）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

・ 当該施策は、無電柱化推進計画の無電柱化着手目標約4,000㎞の内数として、
約2,400㎞の無電柱化に着手する目標を設定。

・ 無電柱化推進計画（R3～R7）と同様、事業を拡大していく観点から電柱倒壊による
道路閉塞リスクがある市街地等の緊急輸送道路の無電柱化着手率を設定。

・ 令和6年度時点の無電柱化着手率は約47％。
・ 無電柱化推進計画では、電線管理者との協議・合意に約９割着手し、概ね工事着

手準備が整ってきたところである。
・一方、令和6年１月能登半島地震では、電柱倒壊により道路啓開に支障が各地で

生じたことから、電柱撤去をより加速化させるため、今後は管路整備を更に進める
必要があり、無電柱化整備完了率を補足指標とするための見直しを実施した。

目標値の
考え方、
見直し状況

・災害時の代替性確保などの効果や円滑な事業実施環境が整っているかどうかなど
を総合的に勘案し、有識者委員会での意見も踏まえ、計画的に事業を実施。

予算投入に
おける配慮
事項

・ 地域防災計画等に位置づけられる緊急輸送道路において、電柱倒壊による道路
閉塞のリスクがある市街地等を対象として無電柱化を実施。

地域条件等
を踏まえた
対応

＜地域条件等＞

石川県輪島市 石川県輪島市

【令和6年1月 能登半島地震】
傾斜・折損本数 約3,100本

【市街地等の緊急輸送道路における無電柱化対策のイメージ】

■近年の自然災害による電柱倒壊事例
【令和元年9月 台風15号】
傾斜・折損本数 約2,000本

※１執行済額は推計値
※２令和６年度、令和７年度については緊急対応枠分を含む

③目標達成に向けた工夫 ④目標達成状況

＜直面した課題と対応状況＞

■ 無電柱化推進計画では、「徹底したコスト縮減を推進する」、「事業の更なるスピードアップ
を図る」ことをポイントとしている。

■ コスト縮減は、令和７年度までに平均して約２割のコスト縮減に取り組む、スピードアップは、
無電柱化の完了まで７年要している現状に対し、発注の工夫など事業のスピードアップを
図り事業期間半減（平均４年）に取り組んでいる。

＜目標達成状況判断の考え方＞
■ 対策前の平均的な実績を基に算定。

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞

□達成済み（見込み） □おおむね達成 達成困難達成状況

完了時期の考え方
加速化後の
完了時期

当初計画における
完了時期

施策名

道路内に電柱が立地し、電柱倒壊リスクが
ある市街地等の緊急輸送道路における無
電柱化の完了する時期より算定。

令和41年度令和44年度
市街地等の緊急輸送道路にお
ける無電柱化

＜加速化・深化の達成状況＞
■加速化対策により市街地等の緊急輸送道路における無電柱化を３年前倒し ※計画当初の想定

＜５か年加速化対策の目標達成に向けて生じた課題＞
■昨今の物価高や人件費の高騰等を踏まえ、計画当初に想定した事業量を実施可能となるよう、

コスト縮減等の工夫を図った。
■ＫＰＩは着実に向上しているものの、地上機器の設置場所確保に伴う住民との調整、用地取得、

電線管理者との協議等に時間を要していることが課題であるが、引き続き関係者との協議等
を推進し、無電柱化着手率の向上に努めた。

【５４】市街地等の緊急輸送道路における無電柱化対策【国土交通省】 （２／２）

【コスト縮減】取組事例
（香川県高松市高松町地区）

 従来の管路材に比べ、可撓性に優れ、
省力的（管台不要）な管路材（角型FEP
管）を採用することで、電線共同溝本体
に係る費用を縮減。
【整備延長２．４㎞に対して▲２０百万円】

低コスト管路材（角型FEP管）の活用

従来 見直し後

耐衝撃性硬質
塩化ビニル管
（CCVP管）

角型多条
電線管

（角型FEP管）

【工期短縮】取組事例
（広島県呉市呉広本町地区）

 詳細設計と本体施工を包括的に発注する
ことで、設計作業の効率化や引込・連携設
備の同時施工等により、事業全体の工程
を短縮
【整備延長０．８㎞に対して１４カ月短縮】

包括発注方式の活用

5年4年3年2年1年

当初
工程

包括
発注

5年（60ヶ月）

3年10ヶ月（46ヶ月） 14ヶ月
短縮

【工程短縮内訳】
・設計工程＝6ヶ月短縮
・施工工程＝8ヶ月短縮

４．今後の課題 ＜今後の目標設定や対策継続の考え方等＞
 R７年度末時点で、電柱倒壊のリスクがある市街地等の緊急輸送道路（約20,000km）における無電柱化着手率は4８%（5か年目標52%）
 令和6年1月能登半島地震では、電柱の傾斜や折損が約3,100本発生したことにより道路閉塞が生じ、応急復旧作業に支障が出た場面もあった。

 国土強靱化実施中期計画では、電柱倒壊のリスクがある市街地の第１次緊急輸送道路において各省庁が連携し、指標に位置付けした整備完了率の達成に向けて、無電柱化の整備を加速する。
 また、災害時における電力、通信を始めとする生活インフラの速やかな緊急復旧に向けて被災状況や道路啓開の優先区間を共有する連絡調整会議の体制を構築。
 さらに、長期停電や通信障害等防止を目的とする区間は、電線管理者に対して無電柱化を促し、道路管理者と役割分担をしながら無電柱化を進めていく。
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【KPI】電柱倒壊のリスクがある市街
地等の緊急輸送道路(約20,000km)に
おける無電柱化着手率

71 % 
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【５５】渡河部の橋梁や河川に隣接する道路構造物の流失防止対策【国土交通省】（１／２）

１．施策概要

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

令和元年東日本台風では、大雨の影響で広い範囲で河川の氾濫や浸水被害が発生し、河川
に隣接する道路が被災した。令和２年７月豪雨では、梅雨前線の停滞による記録的な大雨に
より、河川の氾濫および橋梁の流失、河川隣接区間の道路流失等が発生した。通行止めが
長期化する渡河部の橋梁流失や河川隣接区間の道路流失等の災害リスクに対し、橋梁・道
路の洗掘・流失対策や橋梁の架け替え等を推進する。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響

＜KPI・指標の定義＞

①② （緊急輸送道路における渡河部の橋梁や河川に隣接する構造物の洗掘・流失対策完了
箇所）／（緊急輸送道路における渡河部の橋梁や河川に隣接する構造物の洗掘・流失
の対策必要箇所）✕100

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

・渡河部の橋梁や河川に隣接する構造物の洗掘・流失対策を完了させることで、KPIが進捗。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞

累計R7※２R6※２R5R4R3指標

144,34027,94039,10036,40014,40026,500予算額（国費）

インプット

119,6593,90938,60236,30714,37326,467執行済額（国費）※1

２．予算の状況（加速化・深化分） （百万円）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

・ 緊急輸送道路上の対策必要箇所のうち、水衝部や広域迂回が必要な箇所を絞り
込んだ約1,700箇所に対し、5年間で対策完了が見込まれる箇所を抽出しており、5
か年加速化対策期間で約28%、中長期の目標として100%を目標としている。

・ 令和6年度末の時点で、KPIや目標値、対象箇所（分母）等の見直しは未実施。近
年の大雨や台風の影響によって、追加的な整備が必要となる場合、KPI・目標の見
直しが必要。

・ 大雨や台風による被災事象は流失のみではないため、法面盛土対策、構造物の
老朽化対策、耐震補強等と連携したネットワークとしての強靱化を継続的に図る必
要がある。

・ あわせて、5か年加速化対策期間においても、全国で災害が発生し、橋梁や道路
の流失が発生しており、地方公共団体においても早期に応急対策が行えるような
手段の確保も並行して進める必要がある。

・河床の経年変化に伴い、対策箇所の増加が見込まれるため、防災点検において洗
掘のおそれがある箇所を確認していく。

目標値の
考え方、
見直し状況

・災害時の代替性確保などの効果や円滑な事業実施環境が整っているかどうかなど
を総合的に勘案し、有識者委員会での意見も踏まえ、計画的に事業を実施。

予算投入に
おける配慮
事項

・ 地域によらず、箇所ごとの点検結果を踏まえ、実施環境が整った箇所について対
策を実施。

地域条件等
を踏まえた
対応

＜地域条件等＞
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国道121号 （山形県米沢市）市道窪川原線（宮城県大崎市）

国道445号（熊本県山都町） 国道482号（鳥取県鳥取市）

・ 1時間降水量50mm以上の年間発生回数が増加傾向となり、災害リスクが高まっている。
・ 5か年加速化対策期間においても、全国で災害が発生し、橋梁や道路の流失が発生している。

〈令和4年度〉

〈令和5年度〉

目標値（年度）
R7R6R5R4R3

現状値（年度）
※計画策定時

単位
位置
づけ

指標
うち5か年

28
（R7）

100
（R22）

453017940（R1）％
補足
指標

【国交】緊急輸送道路
における渡河部の橋
梁や河川に隣接する
構造物の洗掘・流失の
対策必要箇所（約
1,700箇所）の整備率
（②）

中長期

アウト
プット

28
（R7）

-453017940（R1）％KPI

【国交】緊急輸送道路
における渡河部の橋
梁や河川に隣接する
構造物の洗掘・流失の
対策必要箇所（約
1,700箇所）の整備率
（①）

５か年

---------中長期
アウト
カム

―：近似直線
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平均 226回

【激甚化・頻発化する気象災害】

出典︓気象庁

［１時間降⽔量50mm以上の年間発⽣回数］
（ｱﾒﾀﾞｽ1,300地点あたり）

※１執行済額は推計値
※２令和６年度、令和７年度については緊急対応枠分を含む

③目標達成に向けた工夫 ④目標達成状況

＜直面した課題と対応状況＞
 河川区域内での施工や狭小な空間での施工が多いため、非出水期施工とせざるを得ず、

複数年に跨がる箇所が多く存在したところ、新技術の導入等により、工期短縮を実現。 ＜目標達成状況判断の考え方＞
 渡河部の橋梁や河川に隣接する構造物の洗掘・流失対策の整備等については、複数年の

工期を経て完成する場合が多いことから、執行予算によるアウトプットが当該年度のKPIの
値には反映されず後年度のKPIの値に反映されるため、個別の対策箇所の事業内容に応
じて毎年度のKPIの値の増減幅が変わる。

 ５か年加速化対策のKPIについては、令和６年度で３０％となり、目標を達成済みである。

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞

達成済み（見込み） □おおむね達成 □達成困難達成状況

完了時期の考え方
加速化後の
完了時期

当初計画における
完了時期

施策名

・対策前の平均的な実績を基に算定令和22年度令和23年度
緊急輸送道路における渡河部
の橋梁や河川に隣接する構造
物の洗掘・流失対策

＜加速化・深化の達成状況＞
 加速化対策により緊急輸送道路における渡河部の橋梁や河川に隣接する構造物の洗掘・

流失対策を１年前倒し

＜５か年加速化対策の目標達成に向けて生じた課題＞
 昨今の物価高や人件費の高騰等を踏まえ、計画当初に想定した事業量を実施可能となる

よう、コスト縮減等の工夫を図った。

【５５】渡河部の橋梁や河川に隣接する道路構造物の流失防止対策【国土交通省】 （２／２）

○R７年度末時点で、緊急輸送道路における渡河部の橋梁や河川に隣接する構造物の洗掘・流失の対策必要箇所（約1,700箇所）の整備率は45%（5か年目標28%）

○強靱なネットワークを早期に発現させる観点から、法面盛土対策や構造物の老朽化対策等と連携したネットワークとしての強靱化を継続的に図る必要がある。
○橋梁や道路の流失が発生した場合にも早期に応急対策が行えるよう、応急組立橋の確保及び貸与等による地方公共団体への支援も併せて行う必要がある。
○第１次国土強靱化実施中期計画に位置付け、引き続き、渡河部の橋梁や河川に隣接する道路構造物の流失防止対策を実施

４．今後の課題 ＜今後の目標設定や対策継続の考え方等＞

■ 国道210号において、道路流失対策として河川護岸基礎部の根固工を実施

■ 河川護岸の根固工にパネルキット式木工沈床を採用

■ 本工法の採用により従来工法と比較して作業日数を1/3（約60日→約20日）に短縮

〈施工後〉〈施工状況〉〈断面図〉

大分県

日高町地区

100％

0

K
P
I

達
成
率

５か年加速化対策の予算執行額（累計）

1

2

3

4

5
【KPI】 緊急輸送道路における渡河部の橋
梁や河川に隣接する構造物の洗掘・流失
の対策必要箇所（約1,700箇所）の整備率
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【５６】信号機電源付加装置等の更新・整備に関する対策【警察庁】（１／２）

１．施策概要

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

災害発生時においても安全で円滑な交通を確保し、避難路や緊急交通路等を確保
するため、信号機電源付加装置等の更新・整備を行う。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響

目標値（年度）
R7R6R5R4R3

現状値（年度）
※計画策定時

単位
位置
づけ

指標

うち5か年

2,000
（R7）

-
1,537
（※）

1,2379556232970（R3）台KPI
【警察】信号機電源付
加装置の整備数（令和
３年度以降）

５か年
アウト
プット

-----------中長期
アウト
カム

累計R7R6R5R4R3指標

------予算額（国費）

インプット

------執行済額（国費）

２．予算の状況（加速化・深化分） （百万円）

対策の優先度等の考え方

・ 主要な交差点において停電時に信号機の滅灯を防止するため、全国の整備状
況から必要数を設定

・ 交通実態の変化や災害応急対策の拠点の見直し等により、整備対象の信号機
も変更となる場合がある。

・ 第１次国土強靱化実施中期計画においてＫＰＩ・目標の見直しを実施。

目標値の
考え方、
見直し状況

・ 補助金交付の判断に当たり、国土強靱化地域計画に基づく整備を重視予算投入
における配
慮事項

・ 信号機電源付加装置は、主要幹線道路又は主要幹線道路と災害応急対策の
拠点とを連絡する道路に設置されている重要な信号機への整備を推進

地域条件
等を踏まえ
た対応

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

＜KPI・指標の定義＞

信号機電源付加装置の整備数

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

信号機電源付加装置の整備を推進することで増加

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞

該当なし

＜地域条件等＞
主要幹線道路又は主要幹線道路と災害応急対策の拠点とを連絡する道路

③目標達成に向けた工夫

＜直面した課題と対応状況＞
物価高騰等の影響により事業単価が上昇している状況の中でも、着実な整備に努めた。

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞
該当なし

※本対策については加速化・深化分の予算等を措置していない

※ 調査中のため推計値を記載

【５６】信号機電源付加装置等の更新・整備に関する対策【警察庁】 （２／２）

４．今後の課題 ＜今後の目標設定や対策継続の考え方等＞

 社会資本整備重点計画及び国土強靱化基本計画を踏まえ、信号機電源付加装置等の整備を推進する。

 信号灯器ＬＥＤ化事業への予算の重点配分及び事業単価の上昇による事業数の低下に対応するため、関係予算の確保に努め、都道府県の取組を支援するほか、第１次国土

強靱化実施中期計画中に必要な整備数を踏まえて、見直した指標を同計画に位置付け、引き続き、信号機電源付加装置の計画的な更新を実施する。

＜目標達成状況判断の考え方＞

本施策は、交通安全施設等整備事業の予算を活用して推進しているところ、令和３年度以降の５年間で2,000台（１年当たり400台）の整備目標に対して、令和３年度：297台、令

和４年度：326台、令和５年度：332台、令和６年度：282台（１年当たり約300台）で推移している。

事業単価が上昇している点等を踏まえると、５年間における整備数は約1,500台（指標の75%）にとどまる見通しである。

目標達成は困難な情勢にあるものの、整備を着実に推進するとともに、可搬式発動発電機を併用した信号機滅灯対策を継続し、災害等発生時における道路交通の安全と円滑

の確保に努める。

※本対策については、通常予算のみで実施している。

□達成済み（見込み） □おおむね達成 達成困難達成状況

完了時期の考え方
加速化後の
完了時期

当初計画における
完了時期

施策名

必要な整備数と毎年度の平均的な予算規
模より算定

令和７年度令和８年度信号機電源付加装置の整備

＜加速化・深化の達成状況＞

 ５か年加速化対策により重点的に整備を行うことで、完了時期が１年前倒しとなった。 ※計画当初の想定

＜５か年加速化対策の目標達成に向けて生じた課題＞

物価高騰等の影響により事業単価が上昇したため事業数が低下したほか、令和４年９月、信号機用電球の生産が令和９年度末で終了することが判明したため、信号灯器の

LED化事業に予算を重点的に配分し、信号灯器のLED化を早急に完了させる必要性が生じた。

④目標達成状況
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【５７】老朽化した信号機等の交通安全施設等の更新に関する対策【警察庁】（１／２）

１．施策概要

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

災害発生時においても安全で円滑な交通を確保し、避難路や緊急交通路等を確保

するため、老朽化した信号機等の交通安全施設等の更新・整備を計画的に行う。

目標値（年度）
R7R6R5R4R3

現状値（年度）
※計画策定時

単位
位置
づけ

指標
うち5か年

45,000
（R7）

-
32,7
06

（※）

26,2
06

20,05813,3916,6210（R3）基KPI
【警察】老朽化した信
号制御機の整備数（令
和３年度以降）

５か年
アウト
プット

-----------中長期
アウト
カム

累計R7R6R5R4R3指標

------予算額（国費）

インプット

------執行済額（国費）

２．予算の状況（加速化・深化分） （百万円）

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響

対策の優先度等の考え方

・ 信号制御機が老朽化することによる信号機の誤作動（滅灯等）を防止

するため、全国の信号制御機約20万基について、計画的に更新整備

（更新目安19年）するために必要な更新数。

・ 第１次国土強靱化実施中期計画においてＫＰＩ・目標の見直しを実施。

目標値の

考え方、

見直し状

況

・ 補助金交付の判断に当たり、国土強靱化地域計画に基づく整備を重

視。

予算投入

における

配慮事項

・ 交通安全施設等の整備状況を把握・分析した上で、老朽施設の更新を

計画的に推進。

地域条件

等を踏ま

えた対応

＜KPI・指標の定義＞

老朽化した信号制御機の整備数

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

老朽化した信号制御機の更新を推進することで増加

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞

該当なし

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

＜地域条件等＞
該当なし

③目標達成に向けた工夫

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞

定期的な保守点検の結果や、信号柱の更新等と同時に施工するなどして、事業費の

圧縮に努めた。

※本対策については加速化・深化分の予算等を措置していない

＜直面した課題と対応状況＞

物価高騰等の影響により事業単価が上昇している状況の中でも、着実な整備に努め

た。

※ 調査中のため推計値を記載

【５７】老朽化した信号機等の交通安全施設等の更新に関する対策【警察庁】 （２／２）

４．今後の課題 ＜今後の目標設定や対策継続の考え方等＞

■ 社会資本整備重点計画及び国土強靱化基本計画を踏まえ、老朽化した信号機や道路標識・道路標示等の交通安全施設等の更新を継続的に推進する。
■ 信号灯器ＬＥＤ化事業への予算の重点配分及び事業単価の上昇による事業数の低下に対応するため、関係予算の確保に努め、都道府県の取組を支援するほか、

第１次国土強靱化実施中期計画中に必要な整備数を踏まえて、見直した指標を同計画に位置付け、引き続き、信号制御機の計画的な更新を実施する。

＜目標達成状況判断の考え方＞

本施策は、交通安全施設等整備事業の予算を活用して推進しているところ、令和３年度以降の５年間で45,000基（１年当たり9,000基）の整備目標に対して、令和３年度は6,621

基、令和４年度は6,770基、令和５年度は6,667基、令和６年度は6,148基（１年当たり約6,500基）で推移している。

事業単価が上昇していることから、５年間における整備数は約33,000基（指標の約73%）にとどまる見通しとなっている。

目標達成は困難ではあるが、着実に整備を推進し、災害等発生時における道路交通の安全と円滑の確保に努める。

※本対策については、通常予算のみで実施している。

□達成済み（見込み） □おおむね達成 達成困難達成状況

完了時期の考え方
加速化後の
完了時期

当初計画における
完了時期

施策名

必要な整備数と毎年度の平均的な予算規
模より算定

令和７年度令和８年度老朽化した信号機の整備

＜加速化・深化の達成状況＞

 ５か年加速化対策により重点的に整備を行うことで、完了時期が１年前倒しとなった。 ※計画当初の想定

＜５か年加速化対策の目標達成に向けて生じた課題＞

物価高騰等の影響により事業単価が上昇したため事業数が低下したほか、令和４年９月、信号機用電球の生産が令和９年度末で終了することが判明したため、信号灯器

のLED化事業に予算を重点的に配分し、信号灯器のLED化を早急に完了させる必要性が生じた。

④目標達成状況
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目標値（年度）
R7R6R5R4R3

現状値（年度）
※計画策定時

単位
位置
づけ

指標
うち5か年

85
（R7）

100
（R14）

100
（見込
み）

9182754233（R2）％
補足
指標

【国交】既往最大規模
の降雨により流失・傾
斜のおそれがある鉄道
河川橋梁の流失・傾斜
対策の完了率（対象約
150橋梁）（①）

中長期

アウト
プット

-
100

（R16）
35（R5）％

補足
指標

【国交】既往最大規模
の降雨により流失・傾
斜のおそれがある鉄道
河川橋梁（約380橋梁）
の流失・傾斜対策の完
了率（②）

中長期
（見直
し後）

85
（R7）

-
100

（見込
み）

9182754233（R2）％KPI

【国交】既往最大規模
の降雨により流失・傾
斜のおそれがある鉄道
河川橋梁の流失・傾斜
対策の完了率（対象約
150橋梁）（①）

５か年

-000000(R2)件
補足
指標

豪雨対策を実施した箇
所に起因する、鉄道施
設の豪雨被害件数
（③）

中長期
アウト
カム

【５８－１】豪雨による鉄道河川橋梁の流失・傾斜対策【国土交通省】（１／２）

１．施策概要

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

橋脚・橋台の基礎部分の補強、橋梁の架替えにより、豪雨による橋梁の流失・傾斜を防止す
る。異常検知システムの導入により、橋梁に傾斜等が発生した場合の列車の進入を防止する。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響

※令和６、７年度については緊急対応枠分を含む

＜KPI・指標の定義＞
①②（流失・傾斜対策を完了した橋梁数）／（既往最大規模の降雨により流失・傾斜のおそれがあ
る鉄道河川橋梁数）×100
③補助金の交付を受けて豪雨対策を実施した箇所に起因する、鉄道施設の豪雨被害件数

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

流失・傾斜のおそれのある鉄道河川橋梁の流失・傾斜対策を実施し、完了させることで、着実に
KPIが進捗している。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞

・アウトカム指標については、対策の推進のほか、災害の発生状況、豪雨の頻度等により、指標
値が変化。

累計R7R6※R5R4R3指標

832-161378815予算額（国費）
インプット

660-141262212執行済額（国費）

２．予算の状況（加速化・深化分） （百万円）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

・ ①については、既往最大規模の降雨により、流失・傾斜のおそれがある鉄道河
川橋梁（約150橋梁）の流失・傾斜対策の完了率として、５か年加速化対策期間
で約85%、中長期の目標値として、令和14年度までに100%を目標としている。

・ ②については、既往最大規模の降雨により、流失・傾斜のおそれがある鉄道河
川橋梁（約380橋梁）の流失・傾斜対策の完了率として、中長期の目標値として、
令和16年度までに100%を目標としている。

・ ③については、豪雨災害における河川にかかる鉄道橋梁の流失・傾斜被害に
ついて、０件を維持することを目標としている。

目標値の
考え方、
見直し状況

・ 鉄道施設については、鉄軌道事業者において、「鉄道に関する技術上の基準を
定める省令」に基づいて２年に１度点検を行うよう、国から鉄軌道事業者に対し
て指導している。

・ また、対策の実施に当たっては、河川管理者等の関係者との協議等が必要に
なる場合もある。

・ したがって、各鉄道事業者において、施設点検による健全度判定結果、鉄道輸
送の長期運休等のリスクを踏まえ、実施環境が整った箇所から優先的に、流
失・傾斜対策を実施。

予算投入におけ
る配慮事項

・鉄道事業者の経営環境や線区状況等に加え、施設点検による健全度判定結果
を踏まえ、実施環境が整った箇所から優先的に、流失・傾斜対策を実施。

地域条件等を踏
まえた対応

＜地域条件等＞

構造物の状態健全度

運転保安、旅客および講習などの安全ならびに列車の正常運行の確保を脅かす、またはそ
のおそれのある変状等があるもの

Ａ

運転保安、旅客および講習などの安全ならびに列車の正常運行の確保を脅かす変状があ
り、緊急に措置を必要とするもの

ＡＡ

進行している変状等があり、構造物の性能が摘果しつつあるもの、または、大雨、出水、地
震等により、構造物の性能をうしなうおそれのあるもの

Ａ１

変状等があり、将来それが構造物の性能を失うおそれのあるものＡ２

将来、健全度Ａになるおそれのある変状等があるものＢ

軽微な変状等があるものＣ

健全なものＳ

【鉄道構造物の健全度判定に係る基準】

④目標達成状況

＜目標達成状況判断の考え方＞

達成済み（見込み） □おおむね達成 □達成困難達成状況

完了時期の考え方
加速化後の
完了時期

当初計画における
完了時期

施策名

当初計画における完了時期は、既往最大
規模の降雨により流失・傾斜の恐れがある
鉄道河川橋梁数と毎年度の平均的な予算
規模から算定。

令和14年度令和41年度
鉄道河川橋梁の流失・傾斜対
策

＜加速化・深化の達成状況＞

 加速化対策により、鉄道河川橋梁の流失・傾斜対策の完了時期を２７年前倒し。

＜５か年加速化対策の目標達成に向けて生じた課題＞

 昨今の物価高や人件費の高騰等を踏まえ、コスト縮減等の工夫を図る必要。
 豪雨の激甚化・頻発化により、５か年加速化対策で要対策箇所としてされた橋梁以外でも対策が必要となった。

【５８－１】豪雨による鉄道河川橋梁の流失・傾斜対策【国土交通省】 （２／２）

 令和６年度末時点でKPIが目標の85%を超え、目標は達成した。

４．今後の課題 ＜今後の目標設定や対策継続の考え方等＞

 近年の激甚化・頻発化している豪雨災害の発生状況を踏まえ、第１次国土強靱化実施中期計画において指標の見直し
を行った。見直し後の目標達成に向け、引き続き、着実に鉄道河川橋梁の流失・傾斜対策を実施する必要がある。

ＪＲ東日本

橋梁傾斜

令和４年８月３日からの
大雨による被害

令和５年６月２９日から
の大雨による被害

ＪＲ⻄日本

橋梁倒壊

＜直面した課題と対応状況＞
 昨今の物価高や人件費の高騰等を踏まえ、コスト縮減の取組を実施。

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞
（アルピコ交通上高地線）
 隣接する河川堤防復旧工事と仮設物を共用することにより、仮設の設置にかかる費用を縮減【▲１８百万円】

③目標達成に向けた工夫

1

5

K
P
I

達
成
率
（
％
） 0

100

５か年加速化対策の予算執行金額

4
32
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【５８－２】豪雨による鉄道隣接斜面の崩壊対策【国土交通省】（１／２）

１．施策概要

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

法面防護工や落石防止工等を実施することで、豪雨による鉄道隣接斜面の崩壊を防止する。

※令和６年度、令和７年度については緊急対応枠分を含む

目標値（年度）
R7R6R5R4R3

現状値（年度）
※計画策定時

単位
位置
づけ

指標
うち5か年

85
（R7）

100
（R14）

83
（見込
み）

7055523516（R2）％
補足
指標

【国交】既往最大規模
の降雨により崩壊のお
それがある鉄道隣接
斜面（約1,200か所）の
崩壊防止対策の完了
率（①）

中長期

アウト
プット

-
100

（R19）
29（R5）％

補足
指標

【国交】既往最大規模
の降雨により崩壊のお
それがある鉄道隣接
斜面（約2,400か所）の
崩壊防止対策の完了
率（②）

中長期
（見直
し後）

85
（R7）

-
83

（見込
み）

7055523516（R2）％KPI

【国交】既往最大規模
の降雨により崩壊のお
それがある鉄道隣接
斜面（約1,200か所）の
崩壊防止対策の完了
率（①）

５か年

-00１000(R2)億円
補足
指標

豪雨対策を実施した箇
所に起因する、鉄道施
設の豪雨被害件数
（③）

中長期
アウト
カム

累計R7※R6※R5R4R3指標

2,814661768370432583予算額（国費）

インプット

1,9070708346397455執行済額（国費）

２．予算の状況（加速化・深化分） （百万円）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

・ ①については、既往最大規模の降雨により、崩壊の恐れがある鉄道隣接斜面（約
1,200か所）の崩壊防止対策の完了率として、５か年加速化対策期間で約85%、中
長期の目標値として、令和14年度までに100%を目標としている。

・ ②については、既往最大規模の降雨により、崩壊の恐れがある鉄道隣接斜面（約
2,400か所）の崩壊防止対策の完了率として、中長期の目標値として、令和19年度
までに100%を目標としている。

・ ③については、豪雨災害における鉄道隣接斜面の崩壊について、０件を維持する
ことを目標としている。

目標値の
考え方、
見直し状況

・ 鉄道施設については、鉄軌道事業者において、「鉄道に関する技術上の基準を定
める省令」に基づいて２年に１度点検を行うよう、国から鉄軌道事業者に対して指
導している。

・ また、対策の実施に当たっては、鉄道用地外の所有者等の関係者との協議等が
必要になる場合もある。

・ したがって、各鉄道事業者において、施設点検による健全度判定結果及び斜面の
崩落した場合の復旧に要する期間などの鉄道輸送への影響等のリスクを踏まえ、
実施環境等が整った箇所から優先的に、崩壊防止対策を実施。

予算投入に
おける配慮
事項

・鉄道事業者の経営環境や線区状況等に加え、施設点検による健全度判定結果を
踏まえ、実施環境が整った個所から優先的に、斜面対策を実施。

地域条件等
を踏まえた
対応

＜地域条件等＞

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響
＜KPI・指標の定義＞

①②（鉄道隣接斜面の崩壊防止対策を完了した数）／（既往最大規模の降雨により崩壊のお
それがある鉄道隣接斜面）×100
③補助金の交付を受けて豪雨対策を実施した箇所に起因する、鉄道施設の豪雨被害件数

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

・既往最大規模の降雨により崩壊の恐れがある鉄道隣接斜面に対し、崩壊防止対策を実施す
ることにより、鉄道隣接斜面の崩壊防止対策の完了率が上昇し、KPIが進捗。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞

・鉄道用地外からの土砂流入など、鉄道事業者以外の地権者との協議に時間を要する可能性。
・アウトカム指標については、対策の推進のほか、災害の発生状況、豪雨の頻度等により、指
標値が変化。

構造物の状態健全度

運転保安、旅客および講習などの安全ならびに列車の正常運行の確保を脅
かす、またはそのおそれのある変状等があるもの

Ａ

運転保安、旅客および講習などの安全ならびに列車の正常運行の確保を脅
かす変状があり、緊急に措置を必要とするもの

ＡＡ

進行している変状等があり、構造物の性能が摘果しつつあるもの、または、大
雨、出水、地震等により、構造物の性能を失うおそれのあるもの

Ａ１

変状等があり、将来それが構造物の性能を失うおそれのあるものＡ２

将来、健全度Ａになるおそれのある変状等があるものＢ

軽微な変状等があるものＣ

健全なものＳ

【鉄道構造物の健全度判定に係る基準】

③目標達成に向けた工夫 ④目標達成状況

＜直面した課題と対応状況＞
 昨今の物価高や人件費の高騰等を踏まえ、コスト縮減の取組や工期短縮の取組を

実施。
＜目標達成状況判断の考え方＞
 コロナ禍による、鉄道事業者の経営環境の悪化により、当初の対策の進捗が低

調であったものの、その後、新型コロナウイルス感染症の５類移行によって鉄道
利用者数は回復し、経営環境が改善傾向にあることから、対策の進捗状況は回
復傾向にある。

 令和７年度末時点のKPIは83%（見込み）となっており、目標を概ね達成している。
現状のペースで対策が進捗すれば、令和８年度には目標の85%を超える見込み
である。

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞

☐達成済み（見込み） おおむね達成 □達成困難達成状況

完了時期の考え方
加速化後の
完了時期

当初計画における
完了時期

施策名

当初計画における完了時期は、既往最大
規模の降雨により崩壊の恐れがある鉄道
隣接斜面の箇所数と毎年度の平均的な予
算規模から算定。

令和14年度令和41年度鉄道隣接斜面の崩壊防止対策

＜加速化・深化の達成状況＞
 加速化対策により、鉄道隣接斜面の崩壊防止対策の完了時期を27年前倒し。

＜５か年加速化対策の目標達成に向けて生じた課題＞
 昨今の物価高や人件費の高騰等を踏まえ、コスト縮減等の工夫を図る必要。
 豪雨の激甚化・頻発化により、５か年加速化対策で要対策箇所とされた箇所以外

にも対策が必要となった。

【５８－２】豪雨による鉄道隣接斜面の崩壊対策【国土交通省】 （２／２）

0
①コスト縮減・工期短縮の取組事例

（神戸電鉄三田線）
②コスト縮減・工期短縮の取組事例

（能勢電鉄妙見線）

 伐採樹木の搬出方法について軌陸車から
モーターカーに変更することで、搬出費用
および工期を短縮【▲６０万円、２日短縮】

 築堤法面の法裾に設置するカゴマット内
の栗石運搬について、軌陸ダンプから
モーターカーのバラスト運搬用ダンプトロ
リーに変更することで、運搬費用および
工期を縮減【▲９百万円、約１か月短縮】

①コスト縮減・工期短縮取組事例
（神戸電鉄三田線）

②コスト縮減・工期短縮取組事例
（能勢電鉄妙見線）

４．今後の課題 ＜今後の目標設定や対策継続の考え方等＞

 近年の激甚化・頻発化している豪雨災害の発生状況を踏まえ、第１次国土強靱化実施中期計画
において指標の見直しを行った。見直し後の目標達成に向け、引き続き、着実に鉄道隣接斜面
の崩壊対策を実施する必要がある。
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【５９】地下鉄、地下駅、電源設備等の浸水対策【国土交通省】（１／２）

１．施策概要

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

止水板、防水扉等の設置により、地下駅等出入口等の浸水被害を防止する。電気設備等の
移設や止水板、防水扉等の設置により、電気設備等の浸水被害を防止する。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響

※令和６年度、令和７年度については緊急対応枠分を含む

＜KPI・指標の定義＞

①②（止水板、防水扉等の設置、電気設備等の移設や止水板、防水扉等の設置により浸水防
止対策を完了した数）／（既往最大規模の降雨により浸水のおそれがある地下駅や電気設
備等）×100

③補助金の交付を受けて浸水対策を実施した箇所に起因する、鉄道施設の浸水被害件数

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

・既往最大規模の降雨により浸水のおそれがある地下駅や電気設備等に対し、浸水防止対策
を実施することにより、浸水防止対策の完了率が上昇し、KPIが進捗。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞

・鉄道事業者が管理する出入口に限らず、 地下駅に接続する施設の出入口等の対策が必要
であり、関係者との協議に時間を要する可能性。

目標値（年度）
R7R6R5R4R3

現状値（年度）
※計画策定時

単位
位置
づけ

指標
うち5か年

70
（R7）

100
（R21）

71
（見込
み）

6553524640（R2）％
補足
指標

【国交】既往最大規模
の降雨により浸水のお
それがある地下駅や
電気設備等（地下駅出
入口等：約510箇所、
電気設備等：約190箇
所）の浸水防止対策の
完了率（①）

中長期

アウト
プット

-
100

（R24）
38（R5)％

補足
指標

【国交】既往最大規模
の降雨により浸水のお
それがある地下駅や
電気設備等（約1,000
か所）の浸水防止対策
の完了率（②）

中長期
（見直
し後）

70
（R7）

-
71

（見込
み）

6553524640（R2）％KPI

【国交】既往最大規模
の降雨により浸水のお
それがある地下駅や
電気設備等（地下駅出
入口等：約510箇所、
電気設備等：約190箇
所）の浸水防止対策の
完了率（①）

５か年

-000000(R2)箇所
補足
指標

浸水対策を実施した箇
所に起因する、鉄道施
設の浸水被害件数
（③）

中長期
アウト
カム

累計R7※R6※R5R4R3指標

6271141906116597予算額（国費）

インプット

3320686110796執行済額（国費）

２．予算の状況（加速化・深化分） （百万円）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

・ ①については、各鉄軌道事業者において確認した浸水対策の要対策箇所（具体的
には、各自治体等が定めるハザードマップにより、浸水被害が想定される地下駅
や電気設備等（地下駅出入口等：約510箇所、電気設備等：約190箇所））の浸水防
止対策の完了率として、５か年加速化対策期間で約70%、中長期の目標値として、
令和21年度までに100%を目標としている。

・ ②については、各鉄軌道事業者において確認した浸水対策の要対策箇所（具体的
には、各自治体等が定めるハザードマップにより、浸水被害が想定される地下駅
や電気設備等（地下駅出入口等：約1,000箇所）の浸水防止対策の完了率として、
中長期の目標値として、令和24年度までに100%を目標としている。

・ ③については、浸水対策を実施した箇所に起因する、鉄道施設の浸水被害件数に
ついて、０件を維持することを目標としている。

目標値の
考え方、
見直し状況

・ 地方公共団体が定めるハザードマップ等を踏まえ、浸水被害が想定される地下駅
等において、実施環境が整った箇所から優先的に、浸水対策を実施。

予算投入に
おける配慮
事項

・ 浸水対策の効果を発揮させるためには、鉄道用地外の土地所有者の協力や地下
鉄に接続するビル所有者との連携が重要。

地域条件等
を踏まえた
対応

＜地域条件等＞

【浸水対策事業における関係者連携のイメージ】

鉄道事業者が管理する出入口に
限らず、 地下駅に接続する施設の

出入口等の対策が必要
止水板

止水板

③目標達成に向けた工夫

＜直面した課題と対応状況＞
 昨今の物価高や人件費の高騰等を踏まえ、コスト縮減の取組を実施。

＜コスト縮減の取組例＞（東京メトロ日比谷線）

 防水ゲート作動時に支障する剛体架線の可動化工事期間において、地上部のカテナリ電車
線をトンネル内へ延伸し摺動させることで、施工上の支障範囲が最小限となり、剛体架線の
既設撤去及び新設に伴う費用を縮減【▲０．５億円】

④目標達成状況

＜目標達成状況判断の考え方＞
 コロナ禍による、鉄道事業者の経営環境の悪化により、当初の対策の進捗が低調であったものの、その後、新型コロナ

ウイルス感染症の５類移行によって鉄道利用者数は回復し、経営環境が改善傾向にあることから、対策の進捗状況は
回復傾向にある。

 令和７年度末時点でKPIが目標の70%を超え（見込み）、目標は達成した。

達成済み（見込み） □おおむね達成 □達成困難達成状況

完了時期の考え方
加速化後の
完了時期

当初計画における
完了時期

施策名

当初計画における完了時期は、既往最大
規模の降雨により浸水の恐れがある地下
駅や電気設備等の箇所数と、毎年度の平
均的な予算規模から算定

令和21年度令和27年度
浸水の恐れがある地下駅や電
気設備等の浸水防止対策

＜加速化・深化の達成状況＞

 ５か年加速化対策により、浸水防止対策の完了時期を６年前倒し。

＜５か年加速化対策の目標達成に向けて生じた課題＞
 昨今の物価高や人件費の高騰等を踏まえ、コスト縮減等の工夫を図る必要。
 豪雨の激甚化・頻発化により、浸水想定の見直しが生じている地域もある。要対策箇所が増加、５か年加速化対策で要対策箇所とされた箇所以外にも対策が必要となった。

【５９】地下鉄、地下駅、電源設備等の浸水対策【国土交通省】 （２／２）

0

４．今後の課題 ＜今後の目標設定や対策継続の考え方等＞

 近年の激甚化・頻発化している豪雨災害の発生状況も踏まえ、第１次国土強靱化実施中期計画において、指標の見直しを行った。
見直し後の目標達成に向け、引き続き、着実に地下駅等の浸水対策を実施する必要がある。

信号・通信設備の移設

上部に移設
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【６０】大規模地震による駅、高架橋等の倒壊、損傷対策【国土交通省】（１／２）

１．施策概要

３．重要業績評価指標（KPI）等の状況

柱、基礎等の耐震補強を実施することで、大規模地震による駅、高架橋等の倒壊・損傷を防
止する。

①KPIの定義・対策との関係性、対策以外の要素の影響

※令和６年度、令和7年度については緊急対応枠分を含む

＜KPI・指標の定義＞

①耐震補強済駅・本の数/片道断面輸送量が１日１万人以上の路線における駅、高架橋等の耐震
対策が必要な柱等の数
②耐震補強済駅・本の数/片道断面輸送量が１日１万人以上（安全性対策）の路線における駅、高
架橋等、１日５万人以上（復旧性対策）の路線における高架橋の耐震対策が必要な柱等の数
③耐震補強済みの重い桁荷重を支えるラーメン橋台/新幹線全路線におけるラーメン橋台の耐震
対策が必要な柱等の数
④耐震補強済みの重い桁荷重を支えるラーメン橋台/片道断面輸送量が１日１万人以上の路線に
おけるラーメン橋台の耐震対策が必要な柱等の数

＜対策の推進に伴うKPIの変化＞

耐震対策の実施により、KPI・補足指標が進捗。

＜対策以外にKPI・指標値の変化に影響を与える要素とその評価＞

首都直下地震、南海トラフ地震の発生想定に変更があった場合、指標の値が変化。

目標値（年度）
R7R6R5R4R3

現状値（年度）
※計画策定時

単位
位置
づけ

指標
うち5か年

100
（R4）

-

99
（見
込
み）

9999999897（R1）％KPI

【国交】首都直下地震又は
南海トラフ地震で震度６強以
上が想定される地域等に存
在する主要鉄道路線の耐震
化率（対象駅：約2,100駅、高
架橋柱等：約370,000本）
（①）

５か年
アウト
プット

-
100

（R40）
0（R6）％

補足
指標

【国交】首都直下地震又は
南海トラフ地震により震度６
強以上が想定される地域等
の主要鉄道路線等の駅、高
架橋等の耐震化率（対象：
約30,000か所）（②）

中長期
（見直
し後）

アウト
プット

-
100

（R7）
78370（R4度末）％

補足
指標

【国交】重い桁荷重を支える
ラーメン橋台（約1,100箇所）
の耐震化率（新幹線鉄道）
（③）

中長期
アウト
プット

-
100

（R9）
38260（R4度末)％

補足
指標

【国交】重い桁荷重を支える
ラーメン橋台（約1,100か所）
の耐震化率（新幹線鉄道以
外）（④）

中長期
アウト
プット

---------中長期
アウト
カム

累計R7※R6※R5R4R3指標

6,7554431,2772,1116002,324予算額（国費）

インプット

5,03901,1082,0014591,470執行済額（国費）

２．予算の状況（加速化・深化分） （百万円）

②対策の優先度等の考え方、地域条件等

対策の優先度等の考え方

・ ①については、首都直下地震又は南海トラフ地震で震度６強以上が想定される地
域等に存在する主要鉄道路線（具体的には、片道断面輸送量１日１万人以上の路
線、１日利用者１万人以上の駅）の駅、高架橋の耐震化率について、令和４年度末
に100%とすることを目標としている。

・②については、首都直下地震又は南海トラフ地震により震度６強以上が想定される
地域の主要鉄道路線や、全国の緊急輸送道路と交差並走する線区における、安全
性や復旧性の観点から、令和６年度時点で補強が必要と判断された高架橋等の耐
震化率について、令和40年度末に100％とすることを目標としている。

・③については、 新幹線鉄道のプレストレストコンクリート桁を支えるラーメン橋台形
式の橋台の柱の耐震化率について、令和７年度末に100％とすることを目標として
いる。

・④については、新幹線鉄道以外（在来線）のプレストレストコンクリート桁を支える
ラーメン橋台形式の橋台の柱の耐震化率について、令和９年度末に100％とするこ
とを目標としている。

目標値の
考え方、
見直し状況

・ 設計、関係者との調整等、実施環境が整った箇所から優先的に予算を投入してい
る。

予算投入に
おける配慮
事項

・ 大規模地震により鉄道構造物が被災し、大量輸送機関である鉄道が運行不可に
陥った場合、国民生活に多大な影響を及ぼすこととなる。

・ 大規模地震の発生の切迫性や被災時の影響の大きさから、首都直下地震、南海ト
ラフ地震で震度６強以上が想定される地域等の耐震化を重点的に推進している。

地域条件等
を踏まえた
対応

＜地域条件等＞

 大規模地震の発生の切迫性や、被災時の影響の大きさから、首都直下地震、南海トラフ地震
で震度６強以上が想定される地域等の耐震化を重点的に推進。

震度想定分布 （左：首都直下地震、右：南海トラフ地震）
出典：内閣府中央防災会議

④目標達成状況

＜目標達成状況判断の考え方＞
 令和７年度末時点のKPIは99%。
 高架下のテナントをはじめとする関係

者との調整等、実施環境が整わな
かった箇所を中心に、依然として未補
強の駅や高架橋柱等が残されており、
引き続き耐震補強を推進する必要が
ある。

□達成済み（見込み） □おおむね達成 達成困難達成状況

完了時期の考え方
加速化後の
完了時期

当初計画における
完了時期

施策名

当初計画における完了時期は、首都直下
地震又は南海トラフ地震で震度６強以上が
想定される地域等に存在する主要鉄道路
線の要対策箇所数と、毎年度の平均的な
予算規模等から算定。

令和４年度令和12年度

首都直下地震又は南海トラフ地
震で震度６強以上が想定される
地域等に存在する主要鉄道路
線の耐震化

＜加速化・深化の達成状況＞ ※計画当初の想定
 ５か年加速化対策により、計画した対策は令和４年度末までに概ね達成。

＜５か年加速化対策の目標達成に向けて生じた課題＞
 昨今の物価高や人件費の高騰等を踏まえ、コスト縮減等の工夫を図る必要が発生。
 令和４年３月に発生した福島県沖を震源等を踏まえ、大規模地震に対する更なる安全性の向

上に向けた耐震対策の推進が必要。

【６０】大規模地震による駅、高架橋等の倒壊、損傷対策【国土交通省】 （２／２）

Ｋ
Ｐ
Ｉ
達
成
率

（
％
）

４．今後の課題 ＜今後の目標設定や対策継続の考え方等＞

 近年の災害の発生状況も踏まえ、第１次国土強靱化実施中期計画において指標
の見直しを行った。見直し後の目標達成に向け、引き続き、着実に駅、高架橋等
の倒壊、損傷対策を実施する必要がある。

橋台
■橋台の柱部分

軌道沈下

柱沈下
約40cm

大規模地震による高架橋の被災状況

＜コスト縮減や工期短縮の取組例＞

①コスト縮減の取組事例
（西日本鉄道天神大牟田線）

②工期短縮の取組事例
（相模鉄道いずみ野線）

 トンネル内中柱の耐震補強において、リブ
バー施工の際、ローリング足場からを軌
陸車によるタワー台車に変更したことで、
当夜の足場組立・撤去を省略でき工程を
短縮。【０．５か月短縮】

 工事資材や人件費の高騰により工事費
の増大が見込まれたため、一時的に撤
去した施設物や資材の仮置場を、社外施
設から社内管理地（空きテナント等）に変
更し、コスト縮減を図った【▲０．４億円】

ヤ
ー
ド
化

＜直面した課題と対応状況＞

 昨今の物価高や人件費の高騰等を踏
まえ、コスト縮減の取組や工期短縮の
取組を実施。

 KPIである首都直下地震又は南海トラフ
地震で震度６強以上が想定される地域
等に存在する主要鉄道路線の耐震化
率は令和７年度時点で99%。高架下のテ
ナントをはじめとする関係者との調整等、
実施環境が整わなかった箇所を中心に、
依然として耐震補強が完了していない
駅や高架橋柱等が残っている状況。

①コスト縮減取組事例
（西日本鉄道天神大牟田線）

②工期短縮取組事例
（相模鉄道いずみ野線）

③目標達成に向けた工夫

0

100

５か年加速化対策の予算執行額

４２ ３

１

５
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